
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～共育 協働 安心への道～ 



 



 

 

 

実施計画の策定にあたって 

 
 

本実施計画は、平成２４年２月に策定した基本計画 『えどがわ１０年プラン

共育 協働 安心への道』 の着実な推進を図ることを目的に、平成３０年度

～３２年度に計画的に取り組む事業を示したものです。 

 

 

平成３０年３月 
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第１章 実施計画策定の考え方 

 

１ 計画の目的および性格 

 

２ 計画事業 

 

３ 計画の期間 

 

４ 財政収支の推計 

 

５ 計画の体系 
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１ 計画の目的および性格 

この実施計画は、江戸川区基本計画（後期）『えどがわ１０年プラン 共育 協働 安心への道』で示された

１０か年の計画の着実な推進を目的とし、計画期間における毎年度の予算編成等の区政運営の指針となるも

のです。 

  
＜実施計画の位置づけ＞ 

 

 

 

   

 

 

   

   

   

 

 
 
２ 計画事業 

この計画では、基本計画の実現を図る主要事業に新たに開始又は拡充する事業を加えて、計画事業化を

しました。 

維持管理及び内部管理的事業、法令等で事業の内容が細目にわたって定められている事業及び臨時的

事業については、計画事業の対象外としました。 

 

 

３ 計画の期間  

平成30年度（2018年度）から平成32年度（2020年度）までの３か年とします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定からの２０年間に、区民と区がともにめざすべき江戸川区の将来  

都市像及び基本目標を明らかにするとともに、これを実現するための基

本的な考え方及び施策を示します。 

基本構想を実現するために、１０か年で行う施策及び事業を体系化・計

画化するとともに、その進め方を示します。 

････

････

････
基本計画を本区の行政の中でどのように実現していくかを明らかにする

３か年計画です。 

基本構想 

基本計画 

実施計画 
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４ 財政収支の推計 

この計画を実現していくためには、財政見通しが不可欠となります。推計にあたっては、平成３０

年度の予算額を基本に、過去の事業規模の推移、今後の計画等を考慮しました。 
 

〔歳 入〕 

① 特別区税は、過去の実績及び税制改正等を考慮して算定しました。 
② 財政調整交付金は、３か年同水準としました。 

 ③ 国・都支出金は、対象事業の計画や推移等を参考に算定しました。 
 ④ 特別区債は、学校改築経費に合わせた起債額を加えて算定しました。 
 ⑤ その他については、過去の実績等を基礎に算定しました。 
 
〔歳 出〕 

 ① 人件費は、退職者の見込数等を基に算定しました。 
 ② 扶助費は、過去の実績等を基に算定しました。 
 ③ 公債費は、今後の償還計画に基づき算定しました。 
 ④ 一般行政経費等(物件費、維持補修費、補助費等)は、過去の実績等を基に算定しました。 
 ⑤ 投資的経費は、都市基盤整備事業など今後の計画を考慮して算定しました。 
 
 
３か年の財政収支の推計 

金　額 構成比 金　額 構成比 増減率 金　額 構成比 増減率 金　額 構成比

244,143100.0 255,372100.0 4.6 254,636100.0 △0.3 754,151100.0

特別区税 52,80521.6 53,49121.0 1.3 54,02921.2 1.0 160,32521.3

財政調整交付金 87,80036.0 87,80034.4 0.0 87,80034.5 0.0 263,40034.9

国・都支出金 71,40329.3 71,85628.1 0.6 72,37328.4 0.7 215,63228.6

特別区債 1,256 0.5 771 0.3 △38.6 1,498 0.6 94.3 3,525 0.5

その他 30,87912.6 41,45416.2 34.2 38,93615.3 △6.1 111,26914.7

人件費 35,66514.6 35,91114.1 0.7 35,70814.0 △0.6 107,28414.2

扶助費 96,38839.5 98,98138.8 2.7 101,86340.0 2.9 297,23239.4

公債費 2,055 0.8 1,842 0.7 △10.4 1,554 0.6 △15.6 5,451 0.7

一般行政経費等 83,52234.2 83,32832.6 △0.2 84,21533.1 1.1 251,06533.3

投資的経費 26,51310.9 35,31013.8 33.2 31,29612.3 △11.4 93,11912.4

総　　　　額

歳
　
　
入

歳
　
　
出

(単位：百万円・％)

区　　　　　分
３０年度 ３１年度 ３２年度 合　計
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５ 計画の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭教育の充実 

子どもの手本となる親であるために 

 
地域での次代を担う人づくり（地域教育の充実） 

地域教育の環境づくり 

青少年の地域社会の一員としての 

自覚づくり 

 

多様な保育サービスの提供 

人間性の基礎を培う家庭的保育の推進 

社会性の基礎を培う集団的保育の推進 

 

 

２１世紀にふさわしい学校教育の推進 

子どもたちのための学校環境の整備 

「生きる力」を育む教育の実践 

特別支援教育の充実 

開かれた学校づくり 

人生を豊かにする生涯学習 

時代にふさわしい生涯学習機会の提供 

生涯学習の裾野を広げるしくみづくりと 

学習成果の活用 

 

江戸川区の良さを活かした 

ボランティア活動とコミュニティ活動 

ボランティア立区の推進 

時代にふさわしいコミュニティの形成 

 
創造性豊かな江戸川文化 

「江戸川文化」の創造 

 

男女共同参画社会の推進 

性別に関係しない機会平等の社会づくり 

 
世界の人々との交流と共生 

「地球人」の意識づくり 

世界からの人々が共生する 

地域社会の構築 

世界平和のためのまちづくり 

 
安心できる消費生活 

安心できる消費生活への支援 

参加型消費者の支援 

未来を担う人づくり 学びと協働による区民文化づくり 

生きる喜びを実感できる都市 
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〔１〕区民の健康づくりのために 

 

生活習慣病と健康 

区民の生命と健康を 

守るためのしくみづくり 

がん予防対策の推進 

 
心の健康づくり 

心を元気にするためのしくみづくり 

 
生涯スポーツの推進 

健康スポーツ都市・江戸川の形成 

 
感染症と健康危機への対応 

感染症対策などの充実 

 

食と住の安全性 

健康食住の推進 

 

〔２〕高齢の人々・障害のある人々のために 

 

高齢の人々の生きがいと健康 

「生涯現役」の環境づくり 

高齢の人々の健康づくり 

 
高齢の人々の生活支援 

高齢の人々が安心できる生活支援 

介護サービスの充実 

 
障害のある人々の生活支援 

障害に関する生活支援 

精神障害のある人々の社会復帰への支援 

発達障害者（児）へのライフステージに 

応じた支援 

福祉のまちづくり 

ユニバーサルデザインの促進 
心のバリアフリーと福祉ネットワークづくり 

 

いきいきとした生活のための健康・福祉の社会づくり 
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環境啓発・環境教育 

     環境にやさしいエコタウンづくり 

 
資源循環（ごみの減量と資源リサイクル） 

ライフスタイルの見直しによる 

ごみの大幅な減量化 

資源リサイクルの拡充 

 
自然との共生・ふれあい 

水と緑でネットワークする 

「いのちのオアシス」づくり 

自然とのふれあいの拡大 

 
都市環境問題・有害化学物質への対応 

生活環境の改善・保全と 

新たな環境汚染問題への対応 

 

 
 

ものづくり産業の活性化 

自立型中小企業の支援 

 

商業・生活サービス業の活性化 

新しい商店街への経営革新 

 

起業家の育成 

情報産業などの起業・育成支援 

 

都市農業の継承 

特色ある都市農業の展開 

 

伝統的地場産業の継承、発展 

江戸川文化としての伝統的地場産業の振興 

 

次代の産業を担う人材の育成 

次代を担う人材育成の支援 

 

新たなパートナーシップの確立 

産業界の主体性を重視した行政システム 

 

働く意欲あふれる環境づくり 

多様な就業の場の確保と支援 

 

 

区民参加による環境づくり 活力を創造する産業づくり 
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都市基盤の充実・質の向上 

土地利用と市街地整備の方針 

木造密集市街地の改善 

良好な市街地環境の創出 

大規模公園予定地の整備 

地域生活圏と中心核の整備 

 
利便性の高い道路、交通、情報ネットワークの整備 

道路ネットワークの形成 

鉄道の整備 

楽しく快適に移動できる交通 

情報通信ネットワーク化の推進 

 
地域の魅力を高めるまちづくり 

水と緑にあふれる都市環境の充実 

美しい都市景観づくり 

住みよく永住できる居住環境づくり 

歩いて楽しめる個性あるまち 

安心して生活できるまちづくり 

 
安全で災害に強いまちづくり 

防災まちづくり 

防災体制の充実 

みんなで守るまちづくり 

区民の暮らしを力づよく支えるまちづくり 
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第２章 分野別計画 

 

第１節 未来を担う人づくり 

第２節 学びと協働による区民文化づくり 

第３節 いきいきとした生活のための 

健康・福祉の社会づくり 

〔1〕区民の健康づくりのために 

〔2〕高齢の人々・障害のある人々のために 

第４節 区民参加による環境づくり 

第５節 活力を創造する産業づくり 

第６節 区民の暮らしを力づよく支える 

まちづくり 
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＜ 分野別計画の見方 ＞ 

１ 施策の考え方  

長期計画は、将来都市像「生きる喜びを実感できる都市」を実現するための６本柱の基本目標にそって、

各分野別に施策体系を構成しています。 

ここでは、分野別の施策体系を構成する大項目ごとに、事業策定の基本となる考え方を示します。 

 

２ 施策体系図 

分野別施策体系の大項目ごとに施策体系図を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の内容 

 

 

施策コード １３５ 年次計画 

計画内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

 ○○○の整備支援 

【新】 再掲101 
 協議 整備支援 

事業費        千円 ０千円    ※※※千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                  

   （掲載例） 
１０１ 親として必要な学びの場の整備 

ア． 共育プラザ事業の充実 

イ． 子ども家庭支援センターの充実 

ウ． 子育てひろば事業の充実 

家
庭
教
育
の
充
実 

 
 
 
 

親
で
あ
る
た
め
に 

子
ど
も
の
手
本
と
な
る 

１０２ 自信をもって子育てを行うために 
大項目 

中項目 

小項目 

計画事業 

施策コード：頭数字が分野を示し、分野ごとに通し番号を

ふっています。 

例） １００番台 未来を担う人づくり 

空欄は、事業開始前や事業完了等により、計画事業が存在しないこと示します。 

空欄は、事業開始前、事業完了等により、事業費が存在しないこと示します。 

「 ０千円 」は、事業計画はありますが、経費を必要としないものです。 

「※※※」は、検討・協議の結果に基づき、今後所要の経費を計上していくものです。 

「－」は、経費を他の事業のなかで計上しているものです。 

新たに実施する事業は、【新】と記載しています。また、再掲さ

れた場合には、再掲○○○と表示し、最初に記載した箇所の

施策コードを記載しています。 
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第１節 

未来を担う人づくり 

 

１ 家庭教育の充実 

（１）子どもの手本となる親であるために 

 

２ 地域での次代を担う人づくり（地域教育の充実） 

（１）地域教育の環境づくり 

（２）青少年の地域社会の一員としての自覚づくり 

 

３ 多様な保育サービスの提供 

（１）人間性の基礎を培う家庭的保育の推進 

（２）社会性の基礎を培う集団的保育の推進 

 

４ ２１世紀にふさわしい学校教育の推進 

（１）子どもたちのための学校環境の整備 

（２）「生きる力」を育む教育の実践 

（３）特別支援教育の充実 

（４）開かれた学校づくり 
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１ 家庭教育の充実 

【施策の考え方】 

家庭は、子どもにとって最も大切な生活の場であり、家庭教育がしっかりしていることが何より大切です。しか

し、家族形態、ライフスタイル等が多様化し、時代が大きく変化している今日、親が子育てを行うことはこれまで

以上に難しさを増しています。 

親が親としての自覚と自信を高めるための学び、子育て相談等に対するニーズに応えていくとともに、働く親

が増加するなかで、子育て家庭に対する支援を行っていきます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家
庭
教
育
の
充
実 

親
で
あ
る
た
め
に 

子
ど
も
の
手
本
と
な
る 

１０１ 親として必要な学びの場の整備 

ア． 共育プラザ事業の充実（子育て支援、世代間交流、 

中高生の活動支援） 

イ． 子ども家庭支援センターの運営 

ウ． 子育てひろば事業 

ウー１ 共育プラザ、健康サポートセンター、 

グリーンパレス、船堀子育てひろば、 

中葛西子育てひろば等 

ウー２ 民間ひろば 

エ． 安心子育て支援 

エー１ 妊婦全数面接【新】 

エー２ ハローベビー教室 

エー３ 養育支援家庭の早期発見・支援 

エー４ 産後ケア事業【新】 

エー５ 養育支援訪問事業の実施（育児支援ヘルパー 

派遣事業を含む） 

 

１０２ 自信をもって子育てを行うために 

ア． 子育て関連情報の効果的な提供 

イ． 子育て安心パスポート事業 

 

１０３ 家庭に対する支援 

ア． 子育てに対する経済的支援 

アー１ 乳児養育手当 

アー２ 子ども医療費助成 

アー３ ひとり親家庭等医療費助成 

アー４ 私立幼稚園等保護者負担軽減 

アー５ 認証保育所保育料負担軽減 

イ． ひとり親家庭の就労支援 

ウ． 一時保育・緊急一時保育事業 

エ． 子どもショートステイ事業 

オ． 食の支援事業 

次ページへ 
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（１）子どもの手本となる親であるために 

１０１ 親として必要な学びの場の整備 

共育プラザでは、乳幼児の保護者の子育て支援及び世代間の交流を推進し、各地域の共育・協働を実践す

る拠点として一層の充実を図ります。 

子ども家庭支援センターでは、先駆型子ども家庭支援センターとして、児童相談所等の専門的な機関との連

携を強化し、総合的な相談・支援体制の充実を図るとともに、子育て支援事業を実施していきます。また、平成

32年の区児童相談所開設に向けて事業の移行準備を行っていきます。 

子育てひろばでは、親子を見守り、適切な声かけにより育児不安を軽減し、必要に応じて専門職員や相談機

関につなげます。また、民間子育てひろばとも連携しながら、多くの子育て世代への支援を充実します。 

妊娠期から子育て期にわたる支援として、妊娠届出時に、妊娠中の不安や心配事に対して保健師が面談す

ることで、不安を軽減し、安心して出産を迎えられるよう支援します。支援が必要な妊婦に対しては、支援プラン

を作成し継続的に支援を実施します。 

ハローベビー教室では、妊娠・出産の知識や子育ての具体的なイメージ化をすすめることにより、育児力の向

上を図るため、プログラム等を見直しました。今後は妊婦全数面接で初妊婦の参加を促していきます。また、就

労妊婦や父親の参加を促進するために、事業委託により土曜コースの回数を増やして実施します。 

新生児訪問、妊産婦訪問、地域子育て見守り訪問により、支援が必要な家庭を早期に把握し、保健師等によ

る家庭訪問や個別相談などの支援を切れ目なく行っていきます。 

産後の不安定な時期に、家族等から支援を受けることができず、支援が必要な産婦及び乳児に対して、宿泊・

通所により母体の休養と育児指導等を行うことで、育児不安を軽減し、児童虐待の防止に努めます。 

養育の支援が特に必要な家庭に対して、居宅を訪問し、指導・助言または育児・家事等の援助を行い、養育

環境の改善、家庭の養育力向上を目指します。 

 

 

 

 

 

１０４ ファミリーサポート制度の充実 

ア． ファミリーサポート事業 

１０５ 地域における子どもの居場所づくり 

ア． ひとり親家庭支援事業 

イ． 健やかな成長を支援する子どもの居場所事業 

１０６ 幼児・児童虐待防止体制の充実 

ア． 虐待防止のための支援としくみづくり  

アー１ 子ども家庭支援センターの運営 （再掲 101） 

アー２ 養育支援家庭の早期発見・支援 

アー３ 相談支援等の充実 

アー４ 産後ケア事業【新】 （再掲 101） 

イ． 児童相談所の設置【新】 

前ページより 
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※地域子育て見守り：虐待予防を主に、地域の子育て見守り員による新生児の家庭環境を確認する事業。 

「－」：事業費は、共育プラザ事業の充実・子ども家庭支援センターの充実（施策コード１０１）の中で計上しています。 

 

施策コード １０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

共育プラザ事業の充実 運営の充実 同左 同左 

事業費 ２４３，２４０千円 ２４３，２４０千円 ２４３，２４０千円 

子ども家庭支援センター 

の運営 

関係機関との連携強化 同左 児童相談所で 

事業を継続 
子育て支援事業の実施 同左 

事業費 １２０，０３５千円 １２０，０３５千円 １２０，０３５千円 

子
育
て
ひ
ろ
ば
事
業 

共育プラザ、健康サポー

トセンター、グリーンパレ

ス、船堀子育てひろば、

中葛西子育てひろば等 

運営の充実 同左 同左 

事業費 １２２，９９１千円 １２２，９９１千円 １２２，９９１千円 

民間ひろば 
民間ひろばの 

助成 １か所 
同左 同左 

事業費 ７，５００千円 ７，５００千円 ７，５００千円 

安
心
子
育
て
支
援 

妊婦全数面接【新】 ６，９００人 同左 同左 

事業費 １１１，１１３千円 １１１，１１３千円 １１１，１１３千円 

ハローベビー教室 

平日コース 

土曜日コース 

延４，０００人 

同左 同左 

事業費 ８，９１４千円 ８，９１４千円 ８，９１４千円 

養育支援家庭の早期 

発見・支援 

妊産婦訪問 

１，２００人 
同左 同左 

新生児訪問 

３，１００人 
同左 同左 

地域子育て見守り※ 

訪問 ３，１００人 
同左 同左 

事業費 ２２，７６３千円 ２２，７６３千円 ２２，７６３千円 

産後ケア事業【新】 
宿泊型 １０件 

通所型１２０件 
同左 同左 

事業費 ４，７７９千円 ４，７７９千円 ４，７７９千円 

養育支援訪問事業の実

施（育児支援ヘルパー

派遣事業を含む） 

事業の充実 同左 
児童相談所で 

事業を継続 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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１０２ 自信をもって子育てを行うために 

共育プラザ等子育て関連施設に子育て情報コーナーを設置するとともに、区立保育園の子育て情報掲示板

を活用し、区民へ子育て関連情報を提供します。また、ホームページで子育て情報を発信するとともに、子育て

ガイドなどの印刷物を活用することにより、必要な情報を効果的に提供します。 

子育て世帯が身近な区立保育園で気軽に育児相談や育児の楽しさを感じられるよう子育て安心パスポート

事業を推進します。誰でも気軽に参加できるようにパスポートを発行しながら育児相談、園庭開放、プール開放、

保育体験「親子ｄｅチャレンジ」、園ごとの「遊びにきませんか」など子育て支援事業に取り組んでいきます。 

施策コード １０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

子育て関連情報の 

効果的な提供 

子育て情報コーナー 

（共育プラザ等）の活用 
同左 同左 

子育て情報掲示板 
（区立保育園）の活用 

同左 同左 

子育てガイドの充実 同左 同左 

区ホームページ等の 

充実 
同左 同左 

事業費 １，７５６千円 １，７５６千円 １，７５６千円 

子育て安心パスポート事業 
区立保育園全園で 

実施 
同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

１０３ 家庭に対する支援 

子育て世代の経済的な負担を軽減するため、乳児養育手当、子ども医療費助成等の各種手当の支給又は

助成を実施します。また、ひとり親家庭等に対して医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の健康を

維持し、福祉の増進を図ります。 

幼児教育の大部分を私立幼稚園等に委ねていることから、区立幼稚園との負担格差を解消するための補助

制度を幼児教育無償化の動向を踏まえ実施していきます。 

ひとり親相談室すずらんを設置し、生活に関する内容から就業支援までワンストップで支援します。また、ひと

り親家庭に対し、専門的な職業能力開発に資する自立支援給付金事業を実施することにより、安定した就業の

実現と経済的自立の促進を図ります。 

多様な保育ニーズに対応するため、実施について事業者の理解、協力を得ながら一時保育事業の充実を図

ります。 

病気、介護、就労等の事情で、宿泊を伴う子どもの養育及び保護が必要となる保護者への支援として子ども

ショートステイ事業を実施します。特に養育困難な家庭に子どもショートステイの利用を働きかけ、虐待を防止し、

養育の支援を図ります。なお、平成３０年度（2018 年度）からは、委託施設での預かりに加え、協力家庭での預

かりを実施します。 
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「－」：事業費は、子ども家庭支援センターの運営（施策コード１０１）の中で計上しています。 

 

１０４ ファミリーサポート制度※の充実 

多様化する依頼内容に対応していくため、協力会員の増強及びサブ・リーダーの発掘に努め、地域力を活か

した子育て支援としてファミリーサポート事業の充実を図ります。 

※ ファミリーサポート制度：育児援助を行いたい人と受けたい人を会員組織化し、援助活動を行うことで子育て世帯への育児を支援する

制度。 

施策コード １０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ファミリーサポート事業 
協力会員及びサブ・リ

ーダーの充実 
同左 同左 

事業費 １２，８８１千円 １２，８８１千円 １２，８８１千円 

 

施策コード １０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

子
育
て
に
対
す
る
経
済
的
支
援 

乳児養育手当 ５，７５２人 同左 同左 

事業費 ８９８，３４５千円 ８９８，３４５千円 ８９８，３４５千円 

子ども医療費助成 ９５，５００人 ９５，３００人 ９５，１００人 

事業費 ３，８２３，７４６千円 ３，８１６，０９９千円 ３，８０８，４６７千円 

ひとり親家庭等 

医療費助成 
６，７２８人 同左 同左 

事業費 ２３５,５２０千円 ２３５,５２０千円 ２３５,５２０千円 

私立幼稚園等 

保護者負担軽減 
支援の実施 同左 同左 

事業費 ２，０５３，９１７千円 ※※※千円 ※※※千円 

認証保育所 

保育料負担軽減 
支援の実施 同左 同左 

事業費 ２６，３７８千円 ※※※千円 ※※※千円 

ひとり親家庭への就労支援 

ひとり親家庭総合相談

事業（ひとり親相談室

すずらん） 

同左 同左 

自立支援給付金事業 同左 同左 

事業費 ４７，９０８千円 ４７，９０８千円 ４７，９０８千円 

一時保育・緊急一時保育 

事業 
事業の充実 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

子どもショートステイ事業 事業の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

食の支援事業【新】 事業の充実 同左 同左 

事業費 １３，５５６千円 １３，５５６千円 １３，５５６千円 
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１０５ 地域における子どもの居場所づくり 

地域、学校及び保護者の連携を推進し、子どもたちの豊かな人間性を育みます。 

施策コード １０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ひとり親家庭学習支援事業 

【新】 
２１５人 同左 同左 

事業費 ３９，５６９千円 ３９，５６９千円 ３９，５６９千円 

健やかな成長を支援する子

どもの居場所事業【新】 
６０人 同左 同左 

事業費 ２９，３２１千円 ２９，３２１千円 ２９，３２１千円 

 

１０６ 幼児・児童虐待防止体制の充実 

子育てに関する講座や養育支援訪問事業等の児童虐待予防事業の充実を図るほか、「子どもの保護に関す

る地域協議会」を中心に関係機関との連携を強化するとともに、おとなりさんボランティアを活用すること等により、

地域全体で児童虐待防止活動の一層の推進を図ります。平成３２年の区児童相談所開設後は、児童相談所を

中心に事業を継続していきます。 

子どもに関わるあらゆる関係者が連携し、地域を挙げて子育てに取り組み、児童虐待を防止します。 

急増する虐待相談対応等の現状の課題を解決し、子ども家庭支援センターとの二元体制の解消や切れ目の

ない児童福祉行政を展開すべく、区に児童相談所を設置します。設置に伴い、勤務する職員の人材育成のた

め、都内及び近隣県の児童相談所・一時保護所への職員派遣や、派遣を行わない職員については子ども家庭

支援センターでのＯＪＴ研修を実施することで、より実務的な技術の習得を行います。 

施策コード １０６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

虐
待
防
止
の
た
め
の
支
援
と
し
く
み
づ
く
り 

子ども家庭支援センター 

の運営 再掲１０１ 

養育支援訪問事業の

実施（育児支援ヘルパ

ー派遣事業を含む） 

同左 

児童相談所で 

事業を継続 

子どもショートステイ事

業ほか子育て支援事

業の実施 

同左 

関係機関との連携強化 同左 

おとなりさんボランティア

の活用 
同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

養育支援家庭の 

早期発見・支援 

再掲１０１ 

妊産婦訪問 

１，２００人 
同左 同左 

新生児訪問 

３，１００人 
同左 同左 

地域子育て見守り訪問 

３，１００人 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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（
虐
待
防
止
の
た
め
の
支
援
と
し
く
み
づ
く
り
） 

相談支援などの充実 

ＭＣＧ※の実施 同左 同左 

育児ストレス相談 同左 同左 

虐待予防検討会の運営 

１２回 
同左 同左 

事業費 ２，０７２千円 ２，０７２千円 ２，０７２千円 

産後ケア事業【新】 

再掲１０１ 

宿泊型 １０件 

通所型１２０件 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

児童相談所の設置【新】 

児童相談所設置工事 同左 開設 

児童相談所勤務職員

の育成 
同左 開設 

事業費 １，７２１，０００千円 １，１５９，０００千円 ０千円 

※MCG（マザーアンドチャイルドグループ）：児童虐待、育児困難等を抱える母親等がグループに参加し、親子の関係づくり、問題

解決等を図る事業。 

「－」：事業費は、養育支援家庭の早期発見・支援、産後ケア事業、子ども家庭支援センターの運営（施策コード１０１）の中で計上

しています。 
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２ 地域での次代を担う人づくり（地域教育の充実） 

【施策の考え方】 

一人ひとりのライフスタイルが一層多様化する中で、子どもたちが地域に愛着をもち、次代の地域社会を担う人

材となるよう、地域の人々がともに支えあって教育していくことが大切です。 

子ども会活動等への多くの地域ボランティアの関わり、親と子の貴重なふれあいの場となる親水公園等豊か

な自然、町会・自治会等のしっかりしたコミュニティの存在、このような子どもを教育していくための恵まれた環境

を活かして、次代を担う人づくりを進めます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域教育の環境づくり 

１０７ 地域で子どもの教育に責任をもつ意識の形成 

地域・学校・保護者が連携し、地域全体で世代の異なる多くの大人が子どもたちと関わることで、次世代を担

う子どもたちの創造性・自主性・社会性が養われ、豊かな心を育めるよう、すくすくスクールの充実を図ります。 
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１０７ 地域で子どもの教育に責任をもつ意識の形成 

ア． すくすくスクールの充実 

１０８ 地域教育力の担い手づくり 

ア． 学校経営・教育活動等への地域人材等の活用 

１０９ 親子・親同士がふれあえる環境づくり 

ア． 子育てひろば事業 （再掲 101） 

イ． 共育プラザ事業の充実 （再掲 101） 

ウ． 身近な公園の整備 

エ． 特色のある公園の整備 

１１０ 地域の人々とふれあい、のびのび遊べる環境づくり 

ア． 共育プラザ事業の充実 （再掲 101） 

イ． 特色のある公園の整備 （再掲 109） 

１１１ 夢と好奇心をはぐくむ共育プラザづくり 

ア． 共育プラザ事業の充実 （再掲 101） 

１１２ 多様な産業教育の推進 

ア．産業ときめきフェアの開催 

 

 

１１３ 多様な活動機会・場の提供・支援 

ア． 共育プラザ事業の充実 （再掲 101） 

イ． 「青少年の翼」事業の充実 

１１４ 相談体制の整備 

ア． 教育研究所の教育相談の充実 

１１５ 健全育成団体の支援、指導者の育成 

１１６ 青少年のための社会環境づくり 
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施策コード １０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

すくすくスクールの充実 地域・学校との連携強化 同左 同左 

事業費 ８７９，２５５千円 ８７９，２５５千円 ８７９，２５５千円 

 

１０８ 地域教育力の担い手づくり 

地域住民が積極的に学校支援活動に参加し、地域の資源・人材の活用により、学校を支援することで、学校

の教育活動をより効果的に推進します。また、地域住民と児童生徒との異世代交流を通して、地域の教育力の

向上を図ります。 

施策コード １０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

学校経営・教育活動等への

地域人材等の活用 

学校応援団の充実 

区立全小中学校 
同左 同左 

事業費 ７，２８０千円 ７，２１０千円 ７，２１０千円 

 

１０９ 親子・親同士がふれあえる環境づくり 

子育てひろばにおける育児相談、子育て講座等を実施するとともに、父親も積極的に育児や地域の子育て

活動に参加できる体制づくりを進めていきます。 

「－」：事業費は、子育てひろば事業、共育プラザ事業の充実（施策コード１０１）の中で計上しています。 

 

施策コード １０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

子
育
て
ひ
ろ
ば
事
業 

共育プラザ、健康サポー

トセンター、グリーンパレ

ス、船堀子育てひろば、

中葛西子育てひろば等 

再掲１０１ 

運営の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

民間ひろば 

再掲１０１ 

民間ひろばの 

助成 １か所 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

共育プラザ事業の充実 

再掲１０１ 
運営の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

身近な公園の整備 ２箇所 同左 １箇所 

事業費 ５０６，８７８千円 ３８１，０００千円 ３４０，０００千円 

特色のある公園の整備 ２箇所 １箇所 同左 

事業費 １９５，８１６千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 
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１１０ 地域の人々とふれあい、のびのび遊べる環境づくり 

共育プラザにおいて世代間の交流を推進し、各地域の共育・協働を実践する拠点として、一層の充実を図り

ます。また、「みどりの基本計画」に基づき、花や緑があふれる自然とふれあえる公園、農地を活用した公園、

様々な世代が自由に遊べる公園等、特色のある公園を地域にバランスよく整備していきます。 

施策コード １１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

共育プラザ事業の充実 

再掲１０１ 
運営の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特色のある公園の整備 

再掲１０９ 
２箇所 １箇所 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、共育プラザ事業の充実（施策コード１０１）、特色ある公園の整備（施策コード１０９）の中で計上しています。 
 

１１１ 夢と好奇心をはぐくむ共育プラザづくり 

共育プラザにおいて、中高生が利用しやすいような居場所づくりを進めるとともに自主的・主体的な活動を支

援します。また、世代間の交流を推進し、各地域の共育・協働を実践する拠点として一層の充実を図ります。 

「－」：事業費は、共育プラザ事業の充実（施策コード１０１）の中で計上しています。 

 

１１２ 多様な産業教育の推進 

区内外の企業（主に区内製造業）が一堂に会し、展示・実演等により優れた製品、技術力を企業並びに区民

に広く紹介する産業ときめきフェアにおいて、ものづくり体験コーナーや製作実演等を産業教育の場として活用

していきます。 

施策コード １１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

産業ときめきフェアの開催 実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、産業ときめきフェアの開催（施策コード６０１）の中で計上しています。 

 

（２）青少年の地域社会の一員としての自覚づくり 

１１３ 多様な活動機会・場の提供・支援 

共育プラザにおいて、中高生が利用しやすいような居場所づくりを進めるとともに自主的・主体的な活動を支

援します。 

青少年を世界各国へ派遣し、ホームステイや文化体験等の幅広い体験を通して国際感覚を培い、次代を担

う人材の育成を図ります。また、青少年の翼に参加した団員が、その後も地域等でさらに活躍できるよう支援しま

す。 

 

施策コード １１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

共育プラザ事業の充実 

再掲１０１ 
運営の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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「－」：事業費は、共育プラザ事業の充実（施策コード１０１）、「青少年の翼」事業の充実（施策コード２２１）の中で計上しています。 

 

１１４ 相談体制の整備 

いじめや不登校、発達などの悩みに専門的に対応できるよう、関係機関との連携を強め、教育研究所の教育

相談機能を充実させていきます。また、教職員相談や学校要請訪問など人的派遣を講じて学校を支援します。 

 

１１５ 健全育成団体の支援、指導者の育成 

地区委員会、子ども会等の健全育成団体を支援するとともに、ジュニアリーダー※、ユースワーカー等の指導

者を育成します。 

※ ジュニアリーダー：子ども会の中で、レクリエーションの指導、行事の企画立案運営の援助等をする中高生。 

 

１１６ 青少年のための社会環境づくり 

家庭、学校、地域社会、健全育成団体等が連携し、青少年のための健全な社会環境づくりを進めます。 

施策コード １１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

共育プラザ事業の充実 

再掲１０１ 
運営の充実 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「青少年の翼」事業の充実 
派遣先  ３か国 

派遣人数 ６０人 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

施策コード １１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

教育研究所の教育相談の充

実（いじめ・不登校・発達障

害など） 

相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 １２，３３９千円 １２，３３９千円 １２，３３９千円 
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３ 多様な保育サービスの提供 

【施策の考え方】 

区では、０～２歳児の低年齢期は家庭で保育する世帯が多く、３～５歳児の幼年期はその９割以上が集団保

育です。低年齢児保育へのニーズ、女性の就労の増加等に伴う長時間保育に対する期待等、様々な保育需要

に柔軟に対応するために、多様な保育サービスが提供できるしくみづくりに取り組みます。 

【施策体系図】 
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１１７ 保育ママ制度の充実 

ア． 保育ママ制度の充実 

１１８ 家庭的保育の多様なしくみづくり 

 

１１９ 保育人材の充実 

 

１２０ 集団的保育の推進 

ア． 私立幼稚園就園奨励費 

イ． 私立幼稚園等保護者負担軽減 （再掲 103） 

１２１ 地域に開かれた保育施設 

 

１２２ 幼稚園・保育園の充実 

ア． 保育園の新設等 

アー１ 認可保育園の新設 

アー２ 地域型保育事業の新設 

イ． 保育園発達支援コーディネーターの育成 

ウ． 育成室の運営 

エ． 保育園・幼稚園における食育の実施 

 

１２３ 保育サービスの多様化 

ア． 区立保育園の民営化 

イ． 私立保育園等の運営支援 

ウ．延長保育の実施 

エ．私立幼稚園預かり保育の充実 

オ．病児・病後児保育施設の拡充 

 

１２４ 保育サービスの窓口整備 

ア． 子育て関連情報の効果的な提供 （再掲 102） 

イ． 子育て安心パスポート事業 （再掲 102） 

 

１２５ 保育サービスに対する第三者評価への取り組み 

ア． 第三者評価への取り組み 
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（１）人間性の基礎を培う家庭的保育の推進 

１１７ 保育ママ制度の充実 

０歳児保育の区民ニーズを見極めながら、ぬくもりと愛情あふれる家庭的保育の「保育ママ制度」を区独自事

業として、維持・充実させていきます。 

保育ママの人材確保、研修や巡回指導による保育ママへのサポート体制を強化し、資質向上に努め、「安

全・安心な保育」を推進していきます。 

施策コード １１７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

保育ママ制度 制度の充実 同左 同左 

事業費 ４８１，０３１千円 ４８１，０３１千円 ４８１，０３１千円 

 

１１８ 家庭的保育の多様なしくみづくり 

ファミリーサポート協力会員が、共育プラザの子育てひろばにおいて、一時預かりを行う子育てサポートひろ

ば事業を実施する等の地域力を活かした子育て支援を推進します。 

 

１１９ 保育人材の充実 

地域の保育人材を発掘し、その積極的な活用を図ります。 

 

（２）社会性の基礎を培う集団的保育の推進 

１２０ 集団的保育の推進 

人間形成のために重要な幼児期の教育を推進していくため、子どもの就園を奨励するための支援を継続して

いきます。また、幼児教育の大部分を私立幼稚園等に委ねていることから、区立幼稚園との負担格差を解消す

るための補助制度を幼児教育無償化の動向を踏まえ実施していきます。 

施策コード １２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

私立幼稚園就園奨励費 実施 同左 同左 

事業費 ８６３，８７２千円 ※※※千円 ※※※千円 

私立幼稚園等 

保護者負担軽減 

再掲１０３ 

支援の実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、私立幼稚園等保護者負担軽減（施策コード１０３）の中で計上しています。 

 

１２１ 地域に開かれた保育施設 

地域に開かれた、安全な保育施設の整備に努めます。 
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１２２ 幼稚園・保育園の充実 

各地域の待機児童数等を考慮しながら認可保育園や地域型保育事業などの保育施設の整備を進めていき

ます。 

区立及び私立保育園において、発達に課題を抱える子どもへの理解を深め、保護者への適切な対応や支援

を行うことができるように保育園発達支援コーディネーターを育成していきます。また、必要に応じて新規育成を

随時実施しながら、現在活動中のコーディネーターのステップアップ研修を実施し、専門性の向上を図るととも

に、関係機関との連携強化も推進していきます。 

育成室では、あそびと生活の場を通じ、基本的生活指導や機能発達訓練、言語指導を行うことにより、人間

形成の最も重要な幼児期にある児童の情緒の発達を促し、身辺自立機能の向上及び社会性の発達を図ります。

また、保護者協力の基での集団及び個別療育や、児童の心身の状況等の把握による適切な相談・保護者支援、

児童の発達に必要な関係機関の情報提供及び連携に努めます。 

保育園や幼稚園では、食を営む力の育成に向けその基礎を培うため食育を実施します。また、家庭での食に

関する生活力の低下が危惧されることから、家庭での食育への理解がすすむよう保育園・幼稚園での取り組み

や普及啓発を行います。 

施策コード １２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

保
育
園
の
新
設
等 

認可保育園の新設 １６園 １１園 検討 

地域型保育事業の新設 ３園 ７園 検討 

事業費 ２，１１９，７６４千円 ３，７７８，６７９千円 ※※※千円 

保育園発達支援コーディネ

ーターの育成 

専門性の向上 

関係機関との連携強化 

新規育成 

同左 同左 

事業費 １０１千円 １０１千円 １０１千円 

育成室の運営 

専門性の高い療育の 

提供 

信頼される保護者支援

の提供 

関係機関・専門機関と

の連携 

育成室の新設・円滑な

運営 

同左 同左 

事業費 ４２２，２５８千円 ４２２，２５８千円 ４２２，２５８千円 

保育園・幼稚園における 

食育の実施 
普及・啓発 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 
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１２３ 保育サービスの多様化 

保育サービスに関する多様な需要に柔軟に対応するため、区内の私立幼稚園及び私立保育園で構成する

社会福祉法人えどがわによる保育園運営を行い、区立保育園の民営化の促進を図ります。また、私立保育園、

認定こども園※、認証保育所※、地域型保育事業※、企業主導型保育事業※について、各園の特長を活かした保

育の充実を図ります。 

併せて、多様な保育ニーズに対応するため、地域のニーズ及び実情等を勘案しながら延長保育事業や私立幼稚

園の預かり保育事業の充実を図ります。 

また、病後児保育を実施する医療機関に対し、事業費の一部を補助するとともに中央地区で新たな地域での事業

実施を検討していきます。 

※ 認定こども園：幼稚園、保育所等のうち、東京都が認めた、就学前の教育・保育を一体として捉え一貫して提供する施設。 

※ 認証保育所：大都市特有のニーズに対応するため、東京都が独自基準により認証した保育所。 

※ 地域型保育事業：小規模保育事業、事業所内保育事業等 

※ 企業主導型保育事業：企業が従業員のために設置する保育施設。 

施策コード １２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

区立保育園の民営化 １園 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

私立保育園等の運営支援 保育内容の充実 同左 同左 

事業費 １７，０４３，７７８千円 ※※※千円 ※※※千円 

延長保育の実施 充実 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

私立幼稚園預かり保育の 

充実 
充実 同左 同左 

事業費 １３６，２７５千円 ※※※千円 ※※※千円 

病児・病後児保育施設の 

拡充 
５か所 ６か所 同左 

事業費 ４，０００千円 ※※※千円 ※※※千円 
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１２４ 保育サービスの窓口整備 

共育プラザ等子育て関連施設に子育て情報コーナーを設置するとともに、区立保育園の子育て情報掲示板

を活用し、区民へ子育て関連情報を提供します。また、ホームページで子育て情報を発信するとともに、子育て

ガイドなどの印刷物を活用することにより、必要な情報を効果的に提供します。 

子育て世帯が身近な区立保育園で気軽に育児相談や育児の楽しさを感じられるよう子育て安心パスポート

事業を推進します。誰でも気軽に参加できるようにパスポートを発行しながら育児相談、園庭開放、プール開放、

保育体験「親子ｄｅチャレンジ」、園ごとの「遊びにきませんか」など子育て支援事業に取り組んでいきます。 

施策コード １２４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

子育て関連情報 

の効果的な提供 

再掲１０２ 

子育て情報コーナー 

（共育プラザ等）の活用 
同左 同左 

子育て情報掲示板 

（区立保育園）の活用 
同左 同左 

子育てガイドの充実 同左 同左 

区ホームページ等の 

充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

子育て安心パスポート事業 

再掲１０２ 

区立保育園全園で 

実施 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、子育て関連情報の効果的な提供（施策コード１０２）、子育て安心パスポート事業（施策コード１０２）の中で計上し

ています。 

 

１２５ 保育サービスに対する第三者評価※への取り組み 

保育施設に対する公正中立な機関による評価実施の啓発に努め、施設におけるサービスの質の向上に繋げ

ていきます。 

※ 第三者評価：事業者の提供するサービスの質を公的に認められた第三者機関が専門的かつ客観的な立場から評価すること。 

施策コード １２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

第三者評価への取り組み 普及・啓発・実施 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 



28 

 

４ ２１世紀にふさわしい学校教育の推進 

【施策の考え方】 

次代を担っていく子どもたちが、未来への夢や目標を抱き、創造的で活力ある社会をめざして果敢に取り組

み、世界の中で信頼される人間として成長するように２１世紀にふさわしい学校教育を推進します。 

このため、時代の変化に対応できる教育の展開、特色ある学校づくり、基礎学力の向上をめざした先進的取り

組み、校内での相談体制の充実等による笑顔で通える学校づくり、学校と家庭、地域、関係機関との連携強化、

子どもの居場所づくり等による開かれた学校づくりを進めます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

二
十
一
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い
学
校
教
育
の
推
進 

 

 

１２６ ２１世紀にふさわしい教育内容の充実 

ア． 教育課題への対応 

イ． 併設型葛西小中学校における小中連携教育に関わる

研究 

 

１２７ 教員の資質の向上 

ア． 教育の情報化の推進 

イ． 若手教員の育成 

ウ． 教員一人ひとりの「指導力」の向上 

エ． 読書科推進研修 

オ． 特別支援学級における指導の充実 

 

１２８ 学校ごとに特色のある教育の展開 

ア． 小中連携教育の充実 

 

１２９ 教育環境の整備 

ア． 校務の情報化の推進 

イ． 教育用校内ＬＡＮの整備 

ウ． 小中学校の改築 

エ． 施設改修・補修工事 

エー１ 給食室改修工事 エー２ 外壁補修工事 

エー３ 屋上改修工事 エー４ 電気設備改修工事 

エー５ 手洗所改修工事 エー６ プール改修工事 

エー７ 給水管改修工事  

 

学
校
環
境
の
整
備 

子
ど
も
た
ち
の
た
め
の 

 

次ページへ 
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（１）子どもたちのための学校環境の整備 

１２６ ２１世紀にふさわしい教育内容の充実 

区の重点的な教育課題について、研究校を指定し、研究項目（各教科における指導法の充実、ICT 活用の

推進、カリキュラム・マネジメントの研究、特別支援教育の充実等）について研究を行い、普及・啓発を図ります。 

開
か
れ
た
学
校
づ
く
り 

１３０ いきいきと学ぶ学校づくり 

ア． 「確かな学力」の向上 

イ． キャリア教育 

ウ． 小学校外国語活動の推進 

エ． 理科教育の充実 

オ． 体験活動の充実（民間施設を利用した日光移動教室） 

カ． 体力の向上 

キ． 心の教育【新】 

ク． 読書科の推進 

ケ． 学校図書活動の推進 

コ． オリンピック・パラリンピック教育の推進 

サ． 部活動の適正な実施【新】 

 

１３１ 校内での相談体制の充実 

ア． 校内相談体制の充実 

イ． 教育研究所の教育相談の充実 （再掲 114） 

ウ． 学校サポート教室の運営 

エ． 不登校対策事業の拡充 

オ． 不登校改善対策体験事業の実施 

カ． 登校サポートボランティア活用事業 

 

１３２ 特別支援教育の充実 

ア． 特別支援学級の新設  

イ． 専門家チームの派遣 

ウ． 通常学級における特別支援教育の推進 

エ． 特別支援学級における指導の充実 

 

１３３ 学校と家庭、地域、関係機関との連携強化 

ア． 学校評価の推進 

 

１３４ 放課後児童の健全育成の推進 

ア． すくすくスクールの実施 （再掲 107） 

イ． すくすくスクールの職員研修・巡回指導 

１３５ 地域の人々が集う学校づくり 

ア． 校庭・体育館･教室等の地域開放 

前ページより 

 

教
育
の
実
践 

「
生
き
る
力
」
を
育
む 

 

特
別
支
援
教
育
の
充
実 
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施策コード １２６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

教育課題への対応 
教育課題実践推進校の 

指定 
同左 同左 

事業費 ４，２００千円 ４，２００千円 ４，２００千円 

併設型葛西小中学校における

小中連携教育に関わる研究 
研究 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

１２７ 教員の資質の向上 

教育現場における、タブレットや電子黒板等のＩＣＴ機器の活用を推進するとともに、情報教育に関する教員

研修を行い、情報社会において必要な「情報活用能力」や「情報モラル」を育成していきます。 

教育公務員として求められる４つの資質「学習指導力」「生活指導力・進路指導力」「外部との連携・折衝力」

「学校運営力・組織貢献力」を系統的に身に付けさせていきます。また、新たな教育課題に対応するため、教員

研修の充実を図り、変化の激しい時代を生き抜く子どもの育成につなげていきます。 

施策コード １２７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

教育の情報化の推進 ICT校内研修の実施 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

若手教員の育成 
１～３年次研修の 

体系化 
同左 同左 

事業費 ８１８千円 ８１８千円 ８１８千円 

教員一人ひとりの 

「指導力」の向上 

教育課題に対応した 

研修内容の充実 
同左 同左 

事業費 １，６０８千円 １，６０８千円 １，６０８千円 

読書科推進研修 実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

特別支援学級における指導

の充実 
教員研修の実施 同左 同左 

事業費 ８９２千円 ８９２千円 ８９２千円 
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１２８ 学校ごとに特色のある教育の展開 

小中学校の９年間を一体的に捉え、地区ごとの教育課題の解決に向けて、小中連携教育を推進します。 

施策コード １２８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

小中連携教育の充実 

小中連携教育プログラム

の改善・充実 
同左 同左 

併設型葛西小中学校にお

ける小中連携教育に関わ

る研究 再掲１２６ 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

１２９ 教育環境の整備 

第三次江戸川区学校教育情報化推進計画（平成 30年策定）に基づき、１人１台の校務用パソコンを活用して

児童生徒及び教員間の情報を共有し、更なる校務の効率化を図り教育の質を向上させます。さらに学校ホーム

ページや連絡メール配信システムなどＩＣＴを効果的に活用し、家庭・地域との連携を強化することで、開かれた

学校づくりを推進します。また、すべての教科において児童・生徒と教員が、安全かつ気軽に、日常的にＩＣＴ

を利用できる環境を整備し、１人１台の情報端末時代に向けたＩＣＴ環境のあり方に関する研究・検討を進めてい

きます。 

老朽化の進んでいる学校施設の改築を実施し、将来にわたって地域の拠点となる安全・安心な施設整備を

行います。また、改築に際しては、環境に配慮した学校づくりを進めるとともに、実情にあわせて地域のニーズに

配慮した施設整備を行っていきます。また、学校の各設備に関しては、老朽化状況等を踏まえ、適切な改修・補

修工事を行っていきます。 

施策コード １２９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

校務の情報化の推進 区立全小中学校 同左 同左 

事業費 ４８７，３６６千円 ４２４，９８３千円 ４２４，９０６千円 

教育用校内ＬＡＮの整備 区立全小中学校 同左 同左 

事業費 ４６４，７３０千円 ４７０，０００千円 ４７０，０００千円 

小中学校の改築 改築工事 ２校 改築工事 １校 改築工事 ２校 

事業費 ３，４７９，０００千円 ２，０００，０００千円 ４，０００，０００千円 

施
設
改
修
・補
修
工
事 

給食室改修工事 小学校 １校 小学校 １校 小学校 １校 

事業費 １３６，８５０千円 １３７，０００千円 １３７，０００千円 

外壁補修工事 
小学校 ２校 

中学校 １校 
小学校 ３校 

小学校 ３校 

中学校 １校 

事業費 ２３５，０００千円 ２３４，０００千円 ３１２，０００千円 
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（２）「生きる力」を育む教育の実践 

１３０ いきいきと学ぶ学校づくり 

様々な取り組みを通じて、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解決

するために必要な思考力、判断力、表現力等を育むとともに、主体的に学習に取り組む態度を養います。また、

キャリア教育を通じて、発達段階に応じて望ましい勤労観・職業観をもち、自らが進路を選択・決定していくこと

に必要な能力・態度を身に付けさせます。 

教員がＡＬＴ※とともに外国語授業に取り組むことにより、児童・生徒が外国語の音声や基本的な表現に慣れ

親しむとともに、外国語によるコミュニケーション能力を養います。また、学校や地域における理科教育を充実さ

せ、児童・生徒の科学に対する興味・関心を高めていきます。 

小学校６年生を対象として、民間施設を利用した日光移動教室を実施し、豊かな心の育成や望ましい人間関

係の形成を目指します。また、道徳教育の充実を図るとともに「いじめ、不登校、自殺等」の未然防止を図り、心

身ともに健康で豊かな心の育成を図ります。 

積極的に運動やスポーツに親しみ、日常的に運動を行う習慣を身に付けさせるため、心身の調和的発達を

遂げられるような資質を養うための取り組みを行います。 

本区独自の読書科の推進を図ることにより、読書を通じた探究的な学習を通して、生涯にわたって主体的に

学び続けていくための資質・能力を育成します。また、学校図書館の活用推進及び環境の充実を図り、児童・生

徒の主体的な学習活動・読書活動を推進します。 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック開催後も教育的な遺産を児童・生徒に残せるよう、オリンピック・パラリン

ピック教育の充実を図っていきます。 

部活動の運営について指針を定めるとともに、専門的な技術指導を受けることができるよう外部指導員を派遣

し、適正な部活動の運営を図っていきます。 

※ＡＬＴ：外国人英語科指導助手 

 

 

 

 

（
施
設
改
修
・補
修
工
事
） 

屋上改修工事 
小学校 ５校 

中学校 ２校 

小学校 ５校 

中学校 １校 

小学校 ４校 

中学校 ３校 

事業費 ３０２，０００千円 ２５８，０００千円 ３０１，０００千円 

電気設備改修工事 中学校 １校 
小学校 １校 

中学校 １校 

小学校 １校 

中学校 １校 

事業費 ８４，６３４千円 １７０，０００千円 １７０，０００千円 

手洗所改修工事 
小学校 ２校 

中学校 ４校 

小学校 ２校 

中学校 ４校 

小学校 １校 

中学校 ４校 

事業費 ３７３，８０１千円 ３７２，０００千円 ３１０，０００千円 

プール改修工事 小学校 ２校 
小学校 １校 

中学校 １校 

小学校 １校 

中学校 １校 

事業費 １９０，０８０千円 １９０，０００千円 １９０，０００千円 

給水管改修工事 
小学校 ３校 

中学校 ２校 

小学校 ２校 

中学校 １校 

小学校 ２校 

中学校 ２校 

事業費 １７８，５００千円 １６５，０００千円 ２２０，０００千円 
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施策コード １３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

「確かな学力」の向上 

各学校独自の「確かな

学力向上推進プラン」

を策定 

同左 同左 

「全国学力・学習状況

調査」全校実施 
同左 同左 

「児童・生徒の学力向

上を図るための調査」

全校実施 

同左 同左 

少人数指導による授業

の推進 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

キャリア教育 
チャレンジ・ザ・ドリーム

の実施 
同左 同左 

事業費 ３，７８５千円 ３，７８５千円 ３，７８５千円 

小学校外国語活動の推進 

国の動向を踏まえた 

ＡＬＴの配置 
同左 同左 

教育課題実践推進校

の指定  

再掲１２６ 

同左 同左 

事業費 ６８，１０８千円※ ６８，１０８千円※ ６８，１０８千円※ 

理科教育の充実 

科学教育センターの 

実施 
同左 同左 

観察実験アシスタントの

配置 
同左 同左 

事業費 ２７，４１８千円 ２７，４１８千円 ２７，４１８千円 

体験活動の充実 

（民間施設を利用した日光移

動教室） 

準備 実施 完全実施 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

体力の向上 

「体力・運動能力調査」

の全校実施 
同左 同左 

運動意欲の向上 

小：運動遊び 

中：補助運動 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 
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心の教育【新】 

道徳教育の充実 同左 同左 

「江戸川っ子・家庭 

ルール」の実施 
同左 同左 

Ｑ－Ｕアンケートの 

実施 
同左 同左 

事業費 ５，２４８千円 ５，２４８千円 ５，２４８千円 

読書科の推進 

読書科推進研修の 

実施 

再掲１２７ 

同左 同左 

各学校独自の「読書科

年間指導計画」の作成・

実施 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

学校図書館活用の推進 

学校図書館スーパー 

バイザーの配置 
同左 同左 

司書の派遣 同左 同左 

事業費 ２２，１９０千円 ２２，１９０千円 ２２，１９０千円 

オリンピック・ 

パラリンピック教育の推進 

オリンピック・パラリンピ

ック教育レガシー創造

プランの策定 

同左 同左 

オリンピック・パラリンピ

ックコーナーの設置 
同左 同左 

「オリンピック・パラリンピ

ック学習読本」、 

「オリンピック・パラリンピ

ックノート」の活用 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

部活動の適正な実施【新】 

クラブ・部活動 

外部指導員の活用 
同左 同左 

部活動運営指針の 

策定 

部活動運営指針に 

基づく実施 
同左 

事業費 １９，８００千円 １９，８００千円 １９，８００千円 

※事業費は、「国の動向を踏まえたＡＬＴの配置」のみ計上しています。 
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１３１ 校内での相談体制の充実 

全校にスクールカウンセラー※を配置し、児童・生徒や保護者に対する相談、授業観察、担任等へのアドバイ

ス、教員研修での講話等、状況に応じた支援を行います。また、学校では対応が困難な事案に対して、チルド

レン・サポートチームとして、指導主事・心理士・スクールソーシャルワーカー・教育研究員を派遣し、支援を行い

ます。 

いじめや不登校、発達等の悩みに専門的に対応できるよう、関係機関との連携を強め、教育研究所の教育相

談機能を充実させます。また、教職員相談や学校要請訪問など人的派遣を行い、学校を支援します。 

学校サポート教室において、不登校の児童・生徒に対して、基礎学力の向上、生活リズムの定着及びコミュニ

ケーション能力を高める指導を行うとともに、学校及び家庭との協力を得ながら、一人ひとりに応じた学校復帰方

針を立て、児童・生徒の学校復帰へのきっかけづくりを進めて行きます。また、保護者にとっても学びや安心して

相談できる場としての機能も維持していきます。 

今後の不登校対策のあり方の検討・見直しにより、不登校の未然防止・早期解決を図るとともに、不登校傾向

にある児童・生徒の自主性・自律性を高め、学校復帰の力を養うために、野外体験学習(キャンプ)等や地域ボラ

ンティアの協力による体験学習を実施していきます。 

登校サポートボランティア活用事業として、教室に入れない児童・生徒への別室での支援(学習の見守り・話し

相手)、付き添いがあれば登校できる児童・生徒の迎え、教室に一時的にいられなくなった児童・生徒への対応

など学校の活動プランに基づいて活動するボランティア(心理学等を学んでいる大学生や地域人材等)を学校へ

派遣します。学校がボランティアを組織的に活用することで校内の不登校対策を活性化させ、対応の幅を広げ、

不登校の解消へとつなげていきます。 

※ スクールカウンセラー：学校において児童・生徒の悩みの相談に応じる等教員の児童・生徒理解について指導・助言を行う人。 

※ 登校サポートボランティア：登校はできても教室へ入ることのできない児童・生徒や、付添いの支援があれば登校できる児童・生

徒への登校支援を行うボランティア。 

施策コード １３１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

校内相談体制の充実 

スクールカウンセラーの

配置（全小・中学校） 
同左 同左 

チルドレン・サポートチ

ーム（スクールソーシャ

ルワーカーを含む）の

派遣 

同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

教育研究所の教育相談の 

充実 

（いじめ・不登校・発達障害など） 

再掲１１４ 

相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

学校サポート教室の運営 ６ヶ所 同左 同左 

事業費 ８，３５７千円 ８，３５７千円 ８，３５７千円 

不登校対策事業の拡充 不登校対策の見直し 
不登校に関する新たな

取り組みの実施 
同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 
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不登校改善対策体験事業の

実施 
１０事業 同左 同左 

事業費 １，７２３千円 １，７２３千円 １，７２３千円 

登校サポートボランティア活

用事業 
実施 同左 同左 

事業費 ５，９８４千円 ５，９８４千円 ５，９８４千円 

「－」：事業費は、教育研究所の教育相談の充実（施策コード１１４）の中で計上しています。 

 

（３）特別支援教育の充実 

１３２ 特別支援教育の充実 

今後、増加が見込まれる情緒障害・発達障害等の児童・生徒に対応していくため、特別支援教室と情緒障害

等通級指導学級を設置していくとともに、通常学級在籍の発達障害の児童・生徒に対する望ましい教育的対応

に取り組むため、助言等を行う専門家を派遣していきます。また、平成３０年度（2018 年度）から全小学校におけ

る巡回指導の実施及び平成３３年度（2021 年度）からの全中学校における巡回指導の実施に向けて、配慮を要

する生徒への支援体制の充実を図っていきます。特別支援教育担当教員を対象とした研修を実施し、個々の

児童・生徒の障害に応じた指導を行います。また、中学校特別支援学級における作業学習の充実を図っていき

ます。 

施策コード １３２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

特別支援学級の新設 

小学校全校(特別支援

教室・情緒) 

小松川第二中学校 

(情緒) 

－ － 

事業費 ２９，２２２千円 千円 千円 

専門家チームの派遣 推進 同左 同左 

事業費 ９０６千円 ９０６千円 ９０６千円 

通常学級における特別支援

教育の推進 

小学校における巡回指

導の完全実施 

小学校における巡回指 

導の改善・充実 
同左 

中学校における巡回指

導の開始準備 
同左 同左 

交流及び共同学習の

充実 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

特別支援学級における指導

の充実 

教員研修の実施 

再掲１２７ 
同左 同左 

中学校特別支援学級

（知的障害）における作

業学習の充実 

同左 同左 

事業費 ８９２千円 ８９２千円 ８９２千円 
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（４）開かれた学校づくり 

１３３ 学校と家庭、地域、関係機関との連携強化 

教育委員会の重点事業を踏まえた評価項目に基づき、各学校において学校関係者評価を行います。また、

評価結果をホームページ掲載や保護者会での説明などにより、保護者や地域に対して積極的に情報を公開し

ていきます。 

施策コード １３３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

学校評価の推進 
学校関係者評価の実施

及び評価結果の公開 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

１３４ 放課後児童の健全育成の推進 

地域・学校・保護者が連携し、地域全体で世代の異なる多くの大人が子どもたちと関わることで、次世代を担

う子どもたちの創造性・自主性・社会性が養われ、豊かな心を育めるよう、すくすくスクールの充実を図ります。ま

た、配慮を要する児童への適切な対応を行うため、職員のスキルアップを図るとともに、臨床心理士の派遣を行

います。 

施策コード １３４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

すくすくスクールの充実 

再掲１０７ 
地域・学校との連携強化 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

すくすくスクールの職員 

研修・巡回指導 
実施 ９回 同左 同左 

事業費 ２８１千円 ２８１千円 ２８１千円 

「－」：事業費は、すくすくスクールの充実（施策コード１０７）の中で計上しています。 

 

１３５ 地域の人々が集う学校づくり 

地域住民の健康・体力の維持及び増進並びに文化的教育活動の高揚に努めるとともに、地域住民相互の親

睦が図れるよう、区立小学校・中学校の施設を学校教育に支障のない範囲において、広く区民に開放します。 

施策コード １３５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

校庭・体育館・教室等の 

地域開放 
実施 同左 同左 

事業費 ５２，９３７千円 ５２，９３７千円 ５２，９３７千円 
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第２節 

学びと協働による 

区民文化づくり 

 

１ 人生を豊かにする生涯学習 

（１）時代にふさわしい生涯学習機会の提供 

（２）生涯学習の裾野を広げるしくみづくりと学習成果の活用 

 

２ 江戸川区の良さを活かしたボランティア活動と 

コミュニティ活動 

（１）ボランティア立区の推進 

（２）時代にふさわしいコミュニティの形成 

 

３ 創造性豊かな江戸川文化 

（１）「江戸川文化」の創造 

 

４ 男女共同参画社会の推進 

（１）性別に関係しない機会平等の社会づくり 

 

５ 世界の人々との交流と共生 

（１）「地球人」の意識づくり 

（２）世界からの人々が共生する地域社会の構築 

（３）世界平和のためのまちづくり 

 

６ 安心できる消費生活 

（１）安心できる消費生活への支援 

（２）参加型消費者の支援 
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１ 人生を豊かにする生涯学習 

【施策の考え方】 

豊かな人生とより良い地域社会を目指し、多くの区民が実りある生涯学習に取り組めるように、さまざまな学習

の場及び機会を提供します。 

また、情報の提供、相談サービス、図書館等の施設の充実等、区民の自主的な学習活動を支援するための

環境づくりを行います。さらに、学習する人々の励みにもなり、地域の教育力の向上、活性化等にも繋がるよう、

学習によって得られた知識、技術、経験等を活かして地域社会に寄与できるよう支援します。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）時代にふさわしい生涯学習機会の提供 

２０１ 「江戸川総合人生大学」の充実 

江戸川総合人生大学でかけがえのない仲間をつくり、活力ある地域社会実現の一員となるよう、必要に応じ

てカリキュラム等を見直し、より実効性の高い内容に努めます。また、卒業生に対しては、地域でさまざまな活動

をするために必要な情報提供や相談などを行い、積極的な活動に繋がるよう支援していきます。 

 施策コード ２０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川総合人生大学の 

充実 

学生生活の充実 

地域活動の支援 
同左 同左 

事業費 ４４，２９３千円 ※※※千円 ※※※千円 
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２０１ 「江戸川総合人生大学」の充実 

ア． 江戸川総合人生大学の充実 

 

 

 

 

２０２ 学びの広報と機会づくり 

 

２０３ 地域での学びの場の提供 

ア． 子ども未来館の充実 

イ． 図書館サービスの充実 

 

２０４ 学びの支援と学習成果の活用 

生
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学
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（２）生涯学習の裾野を広げるしくみづくりと学習成果の活用 

２０２ 学びの広報と機会づくり 

一人でも多くの区民が生涯学習に参加できるように、情報技術等の活用を図り、総合人生大学、国、都、民間

機関等が実施する講座等を紹介します。また、気軽に学びを体験できる機会の提供に努めます。さらに、生涯

学習の裾野を広げるために、実際に学んでいる人が、学びの楽しさ、充実感等を周囲の人に伝えられるよう、そ

の促進を図ります。 

 

２０３ 地域での学びの場の提供 

子ども未来館では、ゼミを中心とした半年から通年のプログラムを実施し、子どもの継続的な学び活動を進め

ます。また、地域の人材に加え大学や企業、研究機関等と積極的に連携し、学校では学びにくい分野の探究型

プログラムを開発、実施します。さらに、篠崎子ども図書館との一体的運営を更に進め、充実した理知活動の展

開を図ります。 

また、時代のニーズに対応した図書資料の充実に努め、区民の様々な情報収集の要求に応えられるよう、高

度なレファレンスサービスを提供します。 

施策コード ２０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

子ども未来館の充実 プログラムの充実 同左 同左 

事業費 ５４，５１４千円 ５４，５１４千円 ５４，５１４千円 

図書館サービスの充実 実施 同左 同左 

事業費 １９７，２０１千円 １９７，２０１千円 １９７，２０１千円 

 

２０４ 学びの支援と学習成果の活用 

総合人生大学等における学びを契機とした区民の自発的な学習を促進するため、学習サークルを育成し、

学習サークル間の連携を促進する等の、学びのネットワークづくりを支援します。また、一定の学びの成果を得

た区民が、その成果を発表する場、他の区民に教える機会等の整備に努めます。 
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２ 江戸川区の良さを活かしたボランティア活動とコミュニティ活動 

【施策の考え方】 

地域社会において、区民の自主的な取り組みを必要とする新たな課題が生じています。このため、区民一人

ひとりがボランティアとして、活躍できるようなしくみづくりを行い、自立性の高い、思いやりと支えあいのある、豊

かなコミュニティをつくります。また、町会・自治会を基礎としつつ、テーマコミュニティ等、様々なコミュニティが自

主的に活発に活動できるような環境を整えます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ボランティア立区の推進 

２０５ ボランティア活動のためのプラットフォーム※の構築 

民間活力である「公益財団法人えどがわボランティアセンター」への支援を行うことで、ボランティア活動を活

性化させ、ボランティア立区のさらなる推進を図ります。 

「東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会江戸川区推進プログラム」に基づき、本区の更なる発展に向

け、スポーツ、教育、まちづくり等各分野での取り組みを推進していきます。また、区民連絡会の開催やカウント

ダウン記念イベントなどで気運を盛り上げるとともに、区民参画を促進していきます。 

ホストタウン事業「江戸川区交流計画」に基づき、パラスポーツを通じた連携事業を中心に、文化・福祉・産業

など様々な分野において、オランダ王国との相互交流を進め、地域力の向上を図ります。 

※ プラットフォーム：様々なボランティア活動を支える共通の土台。 
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２０５ ボランティア活動のためのプラットフォームの構築 

ア． ボランティアセンターへの支援 

イ． 東京 2020大会成功と区の発展 

ウ． ホストタウン(オランダ)事業の推進【新】 

 

２０６ ボランティアを支える人づくり 

 

 

２０７ ボランティア団体などへの支援 

 

 

 

 

 

２０８ 町会・自治会などを基礎としたコミュニティの活性化 

ア． 町会・自治会の活動支援 
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施策コード ２０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公益財団法人えどがわボラン

ティアセンターへの支援 
活動支援 同左 同左 

事業費 ４６，１２３千円※ ※※※千円 ※※※千円 

東京 2020大会成功と 

区の発展 
実施 同左 同左 

事業費 ３，２１２千円 ３，２１２千円 ３，２１２千円 

ホストタウン(オランダ)事業の

推進【新】 
実施 同左 同左 

事業費 ４３５千円 ４３５千円 ４３５千円 

※事業費には、各ボランティア団体への活動費助成、各種講座等経費を含みます。 

 

２０６ ボランティアを支える人づくり 

えどがわボランティアセンターと実行委員会が共催でボランティアフェスティバルを開催し、ボランティアの普

及・ネットワークづくりに努めます。また、ボランティア活動を支える知識や技能習得の機会を提供するため、えど

がわボランティアセンターによる各種ボランティア養成講座や出前ボランティア体験事業等を支援し、人材育成

に努めます。 

 

２０７ ボランティア団体などへの支援 

ボランティア活動室の提供やボランティア保険の加入促進等を通じて、区民が安全・安心にボランティア活動

を行うことができる環境づくりに努めます。 

 

（２）時代にふさわしいコミュニティの形成 

２０８ 町会・自治会などを基礎としたコミュニティの活性化 

地域コミュニティの更なる向上に向け、町会・自治会活動が活発に行われるように環境づくりを行います。安

全で安心して暮らしていけるよう、地域住民による防災力の向上など区民の自主的な取り組みを側面から支援し

ていきます。 

施策コード ２０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

町会・自治会の活動支援 活動支援 同左 同左 

事業費 ２３８，４０３千円 ２３８，４０３千円 ２３８，４０３千円 
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３ 創造性豊かな江戸川文化 

【施策の考え方】 

区は、都心から近い位置にありながら、水と緑に恵まれ、地域の中で住み、働き、学び、憩うことができる等、う

るおいと楽しさのある魅力的な都市として発展しています。このような中で、文化財、伝統工芸等の伝統文化を

継承し、様々な地域の資源、特長等を活かして新たな生活文化を創造し、魅力あふれる「江戸川文化」として世

界に向けて発信していく等、創造性豊かな江戸川文化を育みます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「江戸川文化」の創造 

２０９ 文化の創造のための活動の支援 

区内で活動するサークル連合会等の文化団体の活動支援や、江戸川区文化祭の開催、文化賞等の表彰を

通じて、区民の文化向上に努めます。 

施策コード ２０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

「まちの魅力」の向上や 

創造、心のゆとりや豊かさ 

などのための取り組み 

実施 同左 同左 

事業費 ２０，２４３千円 ２０，２４３千円 ２０，２４３千円 
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２０９ 文化の創造のための活動の支援 

ア． 「まちの魅力」の向上や創造、心のゆとりや豊かさ等 

のための取り組み 

２１０ 豊かな生活文化の形成 

ア． 各種講座・スポーツ指定開放の開催 

イ． 公益性のある大会、講座等の支援･後援 

ウ． 実行委員会組織による各種イベントの開催 

エ． 障害者スポーツの推進【新】 

２１１ 国際文化との交流と情報発信 

 

２１２ 地域資源などの活用 

 

２１３ 文化情報の発信 

ア． 文化施設を活用した効果的な文化の発信 

２１４ 伝統文化の継承と積極的な活用 

ア．良質な芸術文化の醸成 

イ．一之江名主屋敷の保存管理・活用 

ウ．郷土資料室の運営 

エ．影向のマツの保護 

「
江
戸
川
文
化
」
の
創
造 
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２１０ 豊かな生活文化の形成 

各種スポーツ講座を開催し、区民の健康・体力づくりや生涯スポーツとして誰もが楽しめるスポーツの普及を

図っていきます。また、各種団体と連携し、区民が安心して楽しめるマラソン大会等のスポーツイベントを開催し

ていきます。 

また、広報紙等を活用した啓発活動をはじめ、体験教室や指導者講習会等を実施することで、障害者スポー

ツを推進していきます。 

施策コード ２１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

各種講座・スポーツ指定開放

の開催 
開催 同左 同左 

事業費 １５，５４３千円 １５，５４３千円 １５，５４３千円 

公益性のある大会、講座等

の支援・後援 
支援 同左 同左 

事業費 ９，２５２千円 ９，２５２千円 ９，２５２千円 

実行委員会組織による各種

イベントの開催 

実行委員会による各種

イベントの開催 
同左 同左 

事業費 ７，９５２千円 ７，９５２千円 ７，９５２千円 

障害者スポーツの推進【新】 
啓発・体験・人材育成 

事業の実施 
同左 同左 

事業費 １４，３１８千円 １４，３１８千円 １４，３１８千円 

 

２１１ 国際文化との交流と情報発信 

国際的な文化イベントの開催、区民の多彩な文化交流への支援等により、親善及び相互理解が図れる機会

を充実するとともに、世界に向けて江戸川文化に関する情報を発信します。 

 

２１２ 地域資源などの活用 

区の概要を紹介する冊子を作成し、区の魅力を広く紹介します。また、多くの人々が集まるイベント等の積極

的な誘致活動を展開し、地域を舞台とする様々な交流を推進します。 

 

２１３ 文化情報の発信 

篠崎文化プラザで開催する企画展示や、タワーホール船堀・総合文化センターで行うコンサートや講座、グリ

ーンパレスで開催する発表会等、文化施設から江戸川区らしい文化の発信を行っていきます。 

施策コード ２１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

文化施設を活用した 

効果的な文化の発信 
実施 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 
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２１４ 伝統文化の継承と積極的な活用 

ひらい圓藏亭における落語会の開催や落語関連講座の開催のほか、多様な文化講演会等を通じ、芸術文

化の質の向上を図り、「江戸川文化」の醸成を行っていきます。 

都指定史跡、区登録史跡に指定されている一之江名主屋敷を、安定的に維持・保存するため、施設及び景

観を計画的に維持補修していくとともに、江戸時代の佇まいをそのまま今に残す貴重な古民家を広く公開する

ため、季節の催事に合わせた行事を開催していきます。 

郷土資料室において、江戸川区の文化財、文化的資料及び伝統工芸等に触れられる場、または学ぶ場とし

て、企画展を開催していきます。また、歴史的に価値のある郷土資料などの収蔵資料を広く公開し活用するた

め、適切な整理及び保存管理に努めるとともに、必要な補修を行っていきます。 

国指定天然記念物である善養寺の影向のマツの、樹勢を回復し維持していくための必要な対策を講じます。 

施策コード ２１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

良質な芸術文化の醸成 実施 同左 同左 

事業費 ８，８１３千円 ８，７９４千円 ８，８１３千円 

一之江名主屋敷の 

保存管理・活用 

施設及び敷地景観 

の維持管理 
同左 同左 

古民家を活かした 

行事の開催 
同左 同左 

事業費 ２１，０３１千円 ２４，７８０千円 ２５，２５６千円 

郷土資料室の運営 

企画展の開催 同左 同左 

収蔵品の保存管理 

及び公開 
同左 同左 

事業費 ９，０６６千円 ７，４７２千円 ７，５８８千円 

影向のマツの保護 保護・指導 同左 同左 

事業費 １１１千円 １１１千円 １１１千円 

 



47 

 

４ 男女共同参画社会の推進 

【施策の考え方】 

男女がお互いに尊重しあい、その能力と個性を発揮できる地域社会の実現をめざして、男女平等の意識

づくりを進め、区民と力を合わせて環境整備を行います。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）性別に関係しない機会平等の社会づくり 

２１５ 男女共同参画推進計画の実施 

男女共同参画社会の実現に向けて、区民とともに連携、協働して「江戸川区男女共同参画推進計画」の着実

な推進を図ります。 

施策コード ２１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川区男女共同参画 

推進計画の着実な推進 
推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

２１６ 男女平等に向けた意識の形成 

男女がともに尊重しあい、それぞれの能力と個性が充分発揮できる社会の実現を目指し、男女共同参画に対

する理解を深め、あらゆる分野での参画を進めるべく、意識啓発を継続していきます。 

施策コード ２１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

男女平等に向けた 

意識啓発 

講演会等の開催 

情報誌の発行 
同左 同左 

事業費 １，０８７千円 １，０８７千円 １，０８７千円 

男
女
共
同
参
画
社
会
の
推
進 

２１５ 男女共同参画推進計画の実施 

ア． 江戸川区男女共同参画推進計画の着実な推進 

 

２１６ 男女平等に向けた意識の形成 

ア． 男女平等に向けた意識啓発の推進 

 

２１７ 男女がいきいきと働き自立できる環境づくり 

ア． ワーク・ライフ・バランスの意識啓発及び女性の 

自立支援 

イ． ワーク・ライフ・バランス推進企業を対象とする融資の 

あっせん 

ウ． ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

２１８ 性別によらず人権が確立・擁護される社会づくり 

ア． 配偶者等からの暴力（DV）被害の拡大防止及び 

相談事業の充実 
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２１７ 男女がいきいきと働き自立できる環境づくり 

仕事と家庭生活を両立できるよう、男性の家事・子育て参加を促進するための講座や女性の就労支援講座

等の実施、ワーク・ライフ・バランスを推進する企業への融資や表彰などにより、ワーク・ライフ・バランスの意識啓

発および女性の活躍を推進します。 

施策コード ２１７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ワーク・ライフ・バランスの 

意識啓発及び 

女性の自立支援 

ワーク・ライフ・バランス

や女性の就労支援の

講座等の実施 

同左 同左 

事業費 ４５６千円 ４５６千円 ４５６千円 

ワーク・ライフ・バランス 

推進企業を対象とする 

融資のあっせん 

経営向上資金の 

あっせん 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ワーク・ライフ・バランスの 

推進 

ワーク・ライフ・バランス

推進協議会の開催 
同左 同左 

産業賞での企業表彰 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）、ワーク・ライフ・バランスの推進

（施策コード６０６）の中で計上しています。 

 

２１８ 性別によらず人権が確立・擁護される社会づくり 

男女が互いに人権を尊重しあい、あらゆる暴力をなくすため、暴力防止のさらなる意識啓発と相談窓口の周

知を進めます。また、被害者に対する適切な支援と保護のため、関係機関との連携強化と相談支援体制の充実

を図ります。 

施策コード ２１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）

被害の拡大防止及び相談 

事業 

講座開催等による啓発

活動の実施 
同左 同左 

ＤＶ被害者等からの 

相談の実施 
同左 同左 

配偶者暴力相談支援

センターの運営 
同左 同左 

ＤＶネットワーク会議の

開催 
同左 同左 

事業費 ２，１７９千円 ２，１７９千円 ２，１７９千円 
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５ 世界の人々との交流と共生 

【施策の考え方】 

区内に住む世界からの人々が増加しています。環境、平和等地球規模の課題に対して、区民一人ひとりが、

同じ地球に住む「地球人」としての発想を持ち、ともに暮らしていける環境を整えます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「地球人」の意識づくり 

２１９ 地球人の意識づくり 

教員がＡＬＴ※とともに授業を行うことにより、児童・生徒が、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しむこと

ができるようにし、外国語によるコミュニケーション能力を育成します。 

※ＡＬＴ：外国人英語科指導助手 
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２１９ 地球人の意識づくり 

ア． 小学校外国語活動の推進 （再掲 130） 

 

２２０ 世界の人々との交流の促進 

ア． 共生社会の構築【新】 

 

２２１ 青少年の海外派遣事業の推進 

ア． 「青少年の翼」事業の充実 （再掲 113） 

 

 

２２２ 日常生活の支援 

 

２２３ 生活上の問題を解決する仲介役の確保 

 

２２４ 地域社会との交流促進 

 

２２５ 行政サービスの充実 

 

 

２２６ 平和意識の啓発 

 

２２７ 平和教育の充実 

 

２２８ 平和への取り組みの支援 

「
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施策コード ２１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

小学校外国語活動の推進 

再掲１３０ 

国の動向を踏まえた 

ＡＬＴの配置 
同左 同左 

教育課題実践推進校

の指定 再掲１２６ 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、小学校外国語活動の推進（施策コード１３０）の中で計上しています。 

 

２２０ 世界の人々との交流の促進 

地域まつりやイベントにおいて、本区の地域性や特長等を PR するとともに、各国の文化の紹介を通じて相互

理解の促進に努めます。区内交流団体の実施する交流事業への支援や、区内在住外国人や諸外国からの来

訪者と区民との交流機会を拡大します。 

また、ワークショップ等の啓発事業を通し、外国人コミュニティと地域との交流拡大を支援することで、より安心

で住みよい地域を目指します。 

施策コード ２２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

共生社会の構築【新】 
イベントの開催、 

啓発事業の実施 
同左 同左 

事業費 １，３９１千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

２２１ 青少年の海外派遣事業の推進 

青少年を世界各国へ派遣し、ホームステイや文化体験等の幅広い体験を通して国際感覚を培い、次代を担

う人材の育成を図ります。また、青少年の翼に参加した団員が、その後も地域等でさらに活躍できるよう支援しま

す。 

施策コード ２２１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

青少年の翼事業の充実 

再掲１１３ 

派遣先 ３か国 

派遣人数 ６０名 
同左 同左 

事業費 ３０，０９０千円 ３０，０９０千円 ３０，０９０千円 

 

（２）世界からの人々が共生する地域社会の構築 

２２２ 日常生活の支援 

世界からの人々が、ひとりの区民として区で安心した生活ができるように、日本語指導ボランティアによる支援

をはじめ、日常生活における様々な相談及び生活支援を行います。また、えどがわボランティアセンターとの協

働により、様々な活動を行っている民間交流団体、ボランティアの人々等のネットワーク化を図るとともに、効果

的な支援ができるように条件整備を進めます。 

 

 

 



51 

 

２２３ 生活上の問題を解決する仲介役の確保 

文化や生活習慣の違いに起因する様々な問題について、相互に意見交換し、解決策を見出せるように、地

域において仲介役のできる人を確保します。また、トラブルや不当な差別を招くことがないように、情報提供と相

談に努めます。 

 

２２４ 地域社会との交流促進 

世界からの人々が気軽に地域活動に参加できる、開かれた地域社会づくりを促進し、相互交流を通じて地域

コミュニティがさらに活発になることを目指します。 

 

２２５ 行政サービスの充実 

永住や就労等の長期滞在者が増加傾向にある中、引き続き子育て・教育・医療・年金等安心して生活するた

めの相談体制や行政サービスをさらに充実していきます。 

また、区内在住外国人を対象とした防災情報の外国語によるきめ細かな提供等、関係部署と連携しながら支

援を充実していきます。 

 

（３）世界平和のためのまちづくり 

２２６ 平和意識の啓発 

水と緑に囲まれた郷土を次世代に守り伝えていくため、生命の尊さと平和の大切さを考える機会をもつことは

重要であり、「江戸川区平和都市宣言」の趣旨を踏まえて、平和祈念展示室や各種のイベントなど多様な機会

を通じて、区民への本区及び本区以外での平和活動などの取り組みの情報提供と意識啓発に努めます。 

 

２２７ 平和教育の充実 

戦争の悲惨な体験をされた人々の話しは、大変貴重な証言であり、様々な機会を通じて、世代を問わず伝え

ていきます。 

 

２２８ 平和への取り組みの支援 

戦争の悲惨さ、生命の尊さなどについて、区民が改めて考える機会を提供すべく、区民の自主的な取り組み

を支援していきます。 
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６ 安心できる消費生活 

【施策の考え方】 

区民の消費生活における被害を防止し、区民が安全に消費生活を営むことができるようにします。また、消費

者である区民が自ら主体的・合理的行動をすることにより消費生活の安全・安心を得ることができるようにしま

す。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）安心できる消費生活への支援 

２２９ 情報提供の充実 

講師派遣、ホームページやメールニュース、消費生活情報紙により、消費者被害の事例や被害を未然に防

止するための情報提供を行います。 

また、区民が消費生活において、適切に商品を選択し、使用・利用できるよう、消費者教育や情報提供を充

実していきます。 

施策コード ２２９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

消費者被害未然防止のため

の情報提供 

講師派遣 同左 同左 

ホームページの運用 同左 同左 

メールニュースの活用 同左 同左 

消費生活情報紙 

（Ｅくらし）の発行 
同左 同左 

事業費 ５４０千円※ ５４０千円※ ５４０千円※ 

※「消費生活情報紙（Ｅくらし）の発行」は、主体的・合理的な消費行動に関する情報提供（施策コード 234）の中で計上しています。

安
心
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２２９ 情報提供の充実 

ア． 消費者被害未然防止のための情報提供 

 

２３０ 学習機会の充実 

ア． 小中学校での消費者教育の推進 

 

２３１ 関係機関との連携強化 

    ア． 消費者被害が増加傾向にある熟年者への対応 

 

２３２ 相談体制の充実 

    ア． 新たに発生する消費者被害への対応 

 

 

 

２３３ 消費者団体活動への支援 

    ア． 自立した消費者団体活動への支援 

 

２３４ 消費行動に関する情報提供 

    ア． 主体的・合理的な消費行動に関する情報提供 

消
費
生
活
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２３０ 学習機会の充実 

インターネットを利用したオンラインゲームによるトラブルや架空・不当請求など、小・中学生が対象となる被害

の防止のために、小中学校やＰＴＡなどの関係部署と連携し、教材の貸出しや講師派遣を行います。 

施策コード ２３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

小中学校での消費者教育の

推進 
関係部署との連携強化 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

２３１ 関係機関との連携強化 

消費者被害が増加傾向にある熟年者への対応として、熟年相談室・なごみの家・民生委員など熟年者関係

機関と連携をとり、見守り体制の充実を図るとともに、リズム運動会場等で対面による消費者被害未然防止の啓

発やくすのきクラブ会員へ情報紙「みまもり・ねっと」の配布を行います。 

施策コード ２３１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

消費者被害が増加傾向 

にある熟年者への対応 

関係部署・機関との 

連携 
同左 同左 

情報紙「みまもり・ねっと」

の発行 
同左 同左 

事業費 ８１千円 ８１千円 ８１千円 

 

２３２ 相談体制の充実 

インターネット取引、金融取引等高度化・複雑化する契約・解決困難相談の増加に対して、弁護士による専

門的助言を活用するとともに、相談員に研修の機会を提供し、相談へ適切に対応していきます。 

施策コード ２３２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

新たに発生する消費者被害

への対応 

弁護士相談の活用 同左 同左 

関係部署・機関との 

連携 
同左 同左 

事業費 ６８９千円 ６８９千円 ６８９千円 
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（２）参加型消費者の支援 

２３３ 消費者団体活動への支援 

消費者団体が自主的・自立的に活動を展開し、区民の消費生活の向上に寄与できるよう、各種情報提供や

学習支援を行います。 

施策コード ２３３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

自立した消費者団体活動 

への支援 

研修会等の実施 同左 同左 

消費生活情報紙 

（Ｅくらし）の発行 
同左 同左 

協働事業の実施 同左 同左 

事業費 ６１千円※ ６１千円※ ６１千円※ 

※「消費生活情報紙（Ｅくらし）の発行」は、主体的・合理的な消費行動に関する情報提供（施策コード 234）の中で計上しています。 

 

２３４ 消費行動に関する情報提供 

消費者教室、ホームページや各種情報紙、イベントにより、自ら主体的・合理的に行動する区民へ情報提供

を継続的に実施し、さらなる意識向上を図ります。 

施策コード ２３４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

主体的・合理的な消費行動

に関する情報提供 

消費者教室の実施 同左 同左 

消費生活情報紙 

（Ｅくらし）の発行 
同左 同左 

消費生活展の開催 同左 同左 

事業費 ４３８千円 ４３８千円 ４３８千円 
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第３節 

いきいきとした生活のための 

健康・福祉の社会づくり 

〔１〕 区民の健康づくりのために 

 

１ 生活習慣病と健康 

（１）区民の生命と健康を守るためのしくみづくり 

（２）がん予防対策の推進 

 

２ 心の健康づくり 

（１）心を元気にするためのしくみづくり 

 

３ 生涯スポーツの推進 

（１）健康スポーツ都市・江戸川の形成 

 

４ 感染症と健康危機への対応 

（１）感染症対策などの充実 

 

５ 食と住の安全性 

（１）健康食住の推進 
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１ 生活習慣病と健康 

【施策の考え方】 

高齢化の進展、食生活、ライフスタイル等の多様化に伴い、生活習慣病が区民共通の課題となっています。 

生活習慣病は、日頃の生活習慣と密接な関係があるため、正しい生活習慣を身に付け、年齢、生活環境等

に応じた健康づくりを進めることが大切です。自分の健康は自分で守り、自分でつくることを基本に、区民一人

ひとりの「健康寿命」をのばすことを積極的に支援するための施策を展開します。 

【施策体系図】 
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３０１ 健康サポートセンターの運営 

３０２ 安心できる保健医療体制の整備 

ア． 固定式休日診療の維持 

イ． 安心して在宅療養できる体制の推進【新】 

３０３ いつでも受けられる健診体制の充実 

ア． 区民基本健診の充実 

アー１ ４０歳未満・その他 

アー２ ７５歳以上の後期高齢者医療制度加入者 

イ． 生活習慣病に関する健康診査（特定健診）の充実 

ウ． がん検診の充実 

エ． 母子保健の充実 

オ． 成人歯科健診の充実 

カ． 乳幼児期からの歯科健診の充実 

キ． 口腔ケア健診【新】 

３０４ より良い生活習慣づくり 

ア． 食育の推進 

イ． 生活習慣病予防事業の充実 

ウ． 生活習慣病予防に関する保健指導（特定健診）の充実 

エ． ８０２０運動の推進 

３０５ 地域からの健康づくり 

ア． 地域密着型の健康づくり運動の展開 

イ． 健康ボランティアや健康づくりグループの育成及び支援 

ウ． ファミリーヘルス推進員の支援 

エ．地域の働き盛り・子育て世代団体による健康づくり運動【新】 

３０６ 手軽な健康増進のためのしくみづくり 

 

３０７ がん予防対策の推進 

ア． がん検診の充実 （再掲載303） 

イ． 受診率向上事業の実施 

ウ． がん予防推進月間等普及啓発の実施  

エ． 小学校・中学校がん予防出前教室【新】 

オ． 地域の働き盛り・子育て世代団体による健康づくり運動(再掲305) 

カ． 受動喫煙防止の取り組み 

 

守
る
た
め
の
し
く
み
づ
く
り 

区
民
の
生
命
と
健
康
を 
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ん
予
防
対
策
の
推
進 
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（１）区民の生命と健康を守るためのしくみづくり 

３０１ 健康サポートセンターの運営 

妊娠分娩期及び乳幼児期から熟年期までの健康相談、各種健診、精神保健福祉、生活習慣病予防対策、

介護予防等を行う健康サポートセンターを区内８か所に設置し、生涯を通じた健康づくりを支援します。 

 

３０２ 安心できる保健医療体制の整備 

固定式休日診療を江戸川区医師会夜間・休日急病診療所で実施します。また、従来の輪番制との連携を図

ることにより、区民が安心できる医療体制の維持に努めます。 

住み慣れた自宅等で安心して療養生活を継続するため、在宅医と病院が患者の情報を共有し、入院を伴う

治療が必要な際に病院保有救急車を活用した搬送システムを江戸川区医師会で運営します。患者の身体的・

経済的負担を減らし、退院後の速やかな在宅復帰も図ることができるため、江戸川区として支援します。 

施策コード ３０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

固定式休日診療の維持 
固定式休日診療事業

の維持 
同左 同左 

事業費 ３４，３８０千円 ３４，３８０千円 ３４，３８０千円 

安心して在宅療養できる 

体制の推進【新】 

在宅療養サポート搬送

システムへの支援 
同左 同左 

事業費 ９，９２１千円 ９，９２１千円 ９，９２１千円 

 

３０３ いつでも受けられる健診体制の充実 

健康寿命の延伸を阻害し、介護の要因となる生活習慣病を予防するため、若年層から生活習慣病予防を意

識づけさせるとともに、より受診しやすい体制を整備していきます。併せて、効果的な受診勧奨や周知を行うなど

受診率向上に努めます。 

妊婦健診、乳幼児健診の体制を確保し、妊娠期から乳幼児期の健康づくりの充実、母子保健の向上に努め

ます。 

成人歯科健診では、特に若年層の受診率向上に努め、かかりつけ歯科医の普及を図るとともに、口腔ケアが

全身の健康につながることを区民に広く啓発します。また、乳幼児期の歯と口腔の健康づくりの充実を進め、母

子保健の向上に努めます。 

口腔ケア健診では、６５歳以上の区民（成人歯科健診対象者を除く）を対象に、咀嚼
そ しゃ く

・嚥下
え ん げ

機能等の健診を実

施し、口腔機能保持を増進することにより、誤嚥性肺炎等の疾病予防を通し、健康の維持・増進や介護が必要

となる状態の予防を図ります。 

施策コード ３０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

区
民
基
本
健
診
の
充
実 

４０歳未満・その他 １２，７４０人 １２，７９０人 １２，９４０人 

事業費 ８５，２６０千円 ８５，６３６千円 ８６，７６５千円 

７５歳以上の後期高齢者 

医療制度加入者 
４３，９００人 ４５，９００人 ４６，９００人 

事業費 ４８８，９９３千円 ５１１，２８１千円 ５２２，４２０千円 
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生活習慣病に関する健康診査 

（特定健診）の充実 
４８，０００人 ４５，０００人 ４３，０００人 

事業費 ５８８，８９１千円 ５５２，１０５千円 ５２７，５６７千円 

がん検診の充実 １２４，６００人 １２５，６００人 １２６，６００人 

事業費 ９３３，０４２千円 ９４０，０７３千円 ９４６，８４４千円 

母子保健の充実 

妊婦健康診査 

受診費助成 
同左 同左 

乳幼児健診の実施 

２９，１６０人 
同左 同左 

事業費 ６７４，６２７千円 ６７４，６２７千円 ６７４，６２７千円 

成人歯科健診の充実 ７，４２０人 ７，４２０人 ７，４２０人 

事業費 ６５，８２６千円 ６５，８２６千円 ６５，８２６千円 

乳幼児期からの 

歯科健診の充実 

乳幼児歯科事業の実施 

２５，９００人 
同左 同左 

事業費 ６０，７３０千円 ６０，７３０千円 ６０，７３０千円 

口腔ケア健診【新】 口腔機能保持の増進 同左 同左 

事業費 ７０，８１６千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

３０４ より良い生活習慣づくり 

健康で生き生きとした生活を送るため、「食」に関わる団体等との連携を通じた食育を推進します。その中で、

小中学生を対象としたメニューグランプリ、関係団体の取り組みを推進するための食育講演会等を実施し、「食

育」を更に地域へ拡げていきます。 

健康寿命の延伸のためには、若い世代からの生活習慣が大切であり、子どもの健診等の機会を捉えて、その

保護者への生活習慣改善（禁煙、栄養、運動、口腔ケアなど）を促します。更に、「減塩」を旗印にしながら、高

血圧をはじめとする生活習慣病予防事業を推進します。また、特定健診の結果を踏まえ、メタボリックシンドロー

ム（内臓脂肪症候群）の該当者及び予備群に対して、生活習慣病の改善等を図る適切な保健指導を実施しま

す。３１年度（2019年度）より、保健指導期間を６か月から３か月に短縮し実施します。 

口腔の健康は食べることに直結し運動機能を支える点でも重要であるため、乳幼児から学齢期、成人熟年へ

とあらゆる年代へのアプローチに、８０２０運動※を地域と連携して推進します。 

※８０２０運動：「８０歳になっても２０本以上自分の歯を保とう」という運動。 

施策コード ３０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

食育の推進 

食育推進連絡会及び

食育推進会議委員と連

携した食育の推進 

同左 同左 

事業費 １，９８２千円 １，９８２千円 １，９８２千円 

生活習慣病予防事業の充実 

イベント、相談・指導等

の実施 
同左 同左 

食生活改善の支援 同左 同左 

事業費 １，９５７千円 １，８９５千円 １，８９５千円 
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生活習慣病予防に関する 

保健指導（特定保健指導）の

充実 

１，９００人 ２，５００人 ２，５００人 

事業費 ３８，３２７千円 ５０，４３０千円 ５０，４３０千円 

８０２０運動の推進 周知・啓発 同左 同左 

事業費 ２７０千円 ２７０千円 ２７０千円 

 

３０５ 地域からの健康づくり 

生活習慣病及び介護の予防を図るため、ウオーキング、介護予防等の健康課題に関する地域出前講座の実

施や健康情報誌『いっぽ』の作成・配布等、地域の自主的な健康づくり運動を支援します。 

食習慣改善、口腔ケアや口腔機能の維持向上等、健康づくりについての総合的な学習の機会を提供すると

ともに、受講者の自主的な活動の立ち上げを支援することにより、地域の健康づくりグループなどの支援に努め

ます。また、家庭・地域からの健康づくりを担うファミリーヘルス推進員の活動を支援するとともに、地域で健康づ

くり活動を実践するボランティアの育成等に努めます。 

地域の働き盛り・子育て世代団体による健康づくり運動では、若年での生活習慣病の発症・死亡を予防する

ため、PTAなど働き盛り・子育て世代が加入する地域の団体が楽しく運動や健診を受診するような健康づくり事

業を企画・運営します。 

施策コード ３０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域密着型の健康づくり 

運動の展開 

健康ウオーキング大会・

各種健康講座等、 

イベントの活用 

同左 同左 

事業費 ２，２５７千円 ２，２５７千円 ２，２５７千円 

健康ボランティアや健康づく

りグループの育成及び支援 

ボランティア・健康づくり 

グループの育成及び 

支援 

同左 同左 

事業費 １２７千円 １５７千円 １２７千円 

ファミリーヘルス推進員 

の支援 

活動支援 

委嘱式 

同左 

８団体３４０名 

活動支援 

委嘱式 

事業費 ９，７４７千円 ９，０４７千円 ９，７４７千円 

地域の働き盛り・子育て世代

団体による健康づくり運動 

【新】 

PTAによる健康ポイント※

活用事業のモデル実施 

PTAによる健康ポイント

活用事業の拡大 
同左 

事業費 ２８２千円 ２８２千円 ２８２千円 

※健康ポイント：健康づくりの取り組みを数値化し、ポイント数に応じて表彰や賞品の贈呈を行うことにより健康づくりの継続を促す

仕組み 

 

３０６ 手軽な健康増進のためのしくみづくり 

河川堤防上の通路等の利用を図り、サイクリングロードの整備の充実に努める等、健康増進のために、自然

の中で気持ちよく散歩等が行える環境づくりを推進します。 
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（２）がん予防対策の推進 

３０７ がん予防対策の推進 

がん検診は、特に働き盛り・子育て世代で罹患が増加する大腸がん・乳がん・子宮頸がんについて、効果的

な受診勧奨を実施し、受診率向上に努めます。特に、９月のがん予防推進月間に併せ、ポスター掲示やチラシ

の回覧等を行います。さらに、がん予防出前教室を通じて子から親への受診勧奨を実施していくとともに、健康

ポイントを活用した PTAの健康づくり運動などにより、働き盛り・子育て世代の受診率向上に取り組んでいきま

す。 

また、受動喫煙防止に関する東京都条例の制定を契機とし、小中学校でのがん予防出前教室などにおいて

新たな喫煙者を増やさない取り組みを進めます。 

施策コード ３０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

がん検診の充実 

再掲３０３ 
１２４，６００人 １２５，６００人 １２６，６００人 

事業費 －千円 －千円 －千円 

受診率向上事業の実施 
クーポン事業の実施 

個別勧奨の実施 
効果的な勧奨の実施 同左 

事業費 ５，８２０千円 ５，８２０千円 ５，８２０千円 

がん予防推進月間等 

普及啓発の実施 
効果的な勧奨の実施 同左 同左 

事業費 １，５４３千円 １，５４３千円 １，５４３千円 

小学校・中学校 

がん予防出前教室【新】 

小学校 ２６校 

中学校 １１校 

小学校 ２１校 

中学校 １１校 

小学校 ２４校 

中学校 １１校 

事業費 ０円 ０円 ０円 

地域の働き盛り・子育て世代

団体による健康づくり運動 

再掲３０５ 

PTAによる健康ポイント※

活用事業モデル実施 

PTAによる健康ポイント

活用事業拡大 
同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

受動喫煙防止の取り組み 
普及啓発の実施 

法令制定に伴う対応 
同左 同左 

事業費 ５５５千円 ５５５千円 ５５５千円 

※健康ポイント：健康づくりの取り組みを数値化し、ポイント数に応じて表彰や賞品の贈呈を行うことにより健康づくりの継続を促す

仕組み 

「－」：事業費は、がん検診の充実（施策コード３０３）、地域の働き盛り・子育て世代団体による健康づくり運動（施策コード３０５）の

中で計上しています。 
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２ 心の健康づくり 

【施策の考え方】 

ストレスの多い社会に生きる現代人にとって、「心の健康」は生活の質を左右する重要な要因の一つです。家

族関係、地域社会への帰属意識等が大きく多様化する中で、高度情報化社会の進展等により、区民一人ひとり

をとりまく環境はこれまでにも増して変化が激しくなっています。このような変化を受け止め、心のバランスを保っ

ていくことが大切です。 

そのため、心の健康を保つための啓発、正しい情報の提供、相談支援等の心を元気にするためのしくみづく

りを進めます。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 

（１）心を元気にするためのしくみづくり 

３０８ こころの健康づくり対策 

平成３０年度（2018年度）に自殺対策計画を策定し、「生きることの包括的支援」の観点からも全庁的に連携し

ながら事業を進めていくとともに、個人の電子機器（パソコン、スマートフォン）でメンタルヘルスチェックが可能な

「こころの体温計事業」・イベントによる自殺防止の普及啓発や、区立小中学校での SOSの出し方教育による悩

みを抱えた時の対処方法の習得、「いのち見守り隊」の育成による周囲の自殺兆候の早期発見、当事者が抱え

込みやすい悩み（健康問題、雇用問題等）に対応できる専門職配置によるワンストップ総合相談会、入院先の

病院と連携した未遂者支援など、自殺予防・早期発見・当事者支援を組み合わせ、包括的に自殺対策を進め

ていきます。 

東京都薬物乱用防止推進江戸川区地区協議会（薬防協）の事務局として、教育委員会や学校、警察と連携

し薬物乱用防止の普及啓発活動を推進します。 

施策コード ３０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

こころの体温計事業 
メンタルヘルスチェック

システム 
同左 同左 

事業費 ３２４千円 ３２４千円 ３２４千円 

自殺防止対策事業 

普及啓発事業 

（イベント等） 
同左 同左 

SOSの出し方教育（授

業）区内全小中学校に

て実施 

同左 同左 

いのち見守り隊 

養成講座の実施 
同左 同左 

心
の
健
康
づ
く
り 

た
め
の
し
く
み
づ
く
り 

心
を
元
気
に
す
る 

 
 
 
 

３０８ こころの健康づくり対策 

ア． こころの体温計事業の実施 

イ． 自殺防止対策事業 

ウ． 薬防協の活動の支援 



62 
 

（自殺防止対策事業） 

当事者支援（総合相談

会、自殺未遂者支援）

の充実 

同左 同左 

江戸川区自殺対策 

計画の策定 

自殺対策実施の推進・

評価 
同左 

自殺防止連絡協議会

の開催 
同左 同左 

事業費 ７，８１４千円 ７，８１４千円 ７，８１４千円 

薬防協の活動の支援 
薬物乱用防止の普及

啓発活動の実施 
同左 同左 

事業費 ７９１千円 ７９１千円 ７９１千円 

 



63 
 

３ 生涯スポーツの推進 

【施策の考え方】 

生活習慣病を予防し、心の健康を保ち、生涯にわたっていきいきと楽しく暮らすためには、そのもととなる身体

の健康づくりを進めることが不可欠であり、区民一人ひとりが体力、興味等に応じて生涯スポーツを続けることが

大切です。 

江戸川区には、球場、陸上競技場等のスポーツ競技の本格的な施設をはじめ、河川敷の野球場、サッカー

場、健康の道、サイクリングロード、健康づくり、スポーツの場等が多様に整えられています。今後さらに、誰でも

どこでも身近にスポーツを続けられる環境づくりを進めます。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

（１）健康スポーツ都市・江戸川の形成 

３０９ 運動やスポーツに親しむ場づくり 

各種スポーツ講座を開催し、区民の健康・体力づくりや生涯スポーツとして誰もが楽しめるスポーツの普及を

図っていきます。また、各種団体と連携し、区民が安心して楽しめるマラソン大会等のスポーツイベントを開催し

ていきます。 

障害者スポーツを推進していくため、広報紙等を活用した啓発活動をはじめ、体験教室や指導者講習会等を

実施していきます。 

東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催を契機として、区民のスポーツへの関心が高まっていることから、

公園においてもスポーツ環境の整備を進め、区民がスポーツする場、機会の充実を図ります。 

施策コード ３０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

各種講座・スポーツ指定開放

の開催 

再掲２１０ 

開催 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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３０９ 運動やスポーツに親しむ場づくり 

ア． 各種講座・スポーツ指定開放の開催 （再掲210） 

イ． 公益性のある区内大会、講座等の支援･後援 （再掲210） 

ウ． 実行委員会組織による各種イベントの開催 （再掲210） 

エ． 障害者スポーツの推進【新】 （再掲２１０） 

オ． 公園におけるスポーツ環境の整備 

 

３１０ 健康スポーツを支える人づくり 

ア． スポーツ関係団体の育成・支援 

 

３１１ スポーツ競技の振興 

ア． 区民大会等の開催 

イ． 東京2020オリンピック・パラリンピック気運醸成 

ウ． スポーツ夢基金事業【新】 
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公益性のある大会、講座等

の支援・後援 再掲２１０ 
支援 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

実行委員会組織による各種

イベントの開催 再掲２１０ 

実行委員会による各種

イベントの開催 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

障害者スポーツの推進【新】 

再掲２１０ 

啓発・体験・人材育成 

事業の実施 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

公園におけるスポーツ環境

の整備 

新左近川親水公園の

整備 
－ － 

事業費 １２９，５６０千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、各種講座・スポーツ指定開放の開催、公益性のある大会、講座等の支援・後援・実行委員会組織による各種イベ

ントの開催（施策コード２１０）の中で計上しています。 
 

３１０ 健康スポーツを支える人づくり 

地域スポーツ活動を推進するため、スポーツ推進委員や地域スポーツ推進員、初級障がい者スポーツ指導

員等、健康スポーツを支える人づくりに努めていきます。また、カヌー競技の普及・振興を図るため、区カヌー協

会との連携をさらに強化していきます。 

施策コード ３１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

スポーツ関係団体の 

育成・支援 
育成・支援 同左 同左 

事業費 １２，２６９千円 １２，２６９千円 １２，２６９千円 
 

３１１ スポーツ競技の振興 

区民がスポーツを通じて相互交流を深めるとともに、日頃の練習の成果を発揮する場として区民大会を引き

続き開催していきます。東京2020オリンピック・パラリンピックについては、開催に向けた気運醸成及び大会後の

レガシー構築に向けて、区民一体となった取り組みを実施していきます。 

また、東京 2020オリンピック・パラリンピック等での活躍を目指しているアスリートに対し、競技活動をサポート

する活動支援金を交付していきます。 

施策コード ３１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

区民大会等の開催 体育会と共催により実施 同左 同左 

事業費 １８，５８０千円 １８，５８０千円 １８，５８０千円 

東京2020オリンピック・ 

パラリンピック気運醸成 
実施 同左 同左 

事業費 ９，３５３千円 ９，３５３千円 ９，３５３千円 

スポーツ夢基金事業【新】 支援 同左 同左 

事業費 ６４，１７３千円 ６４，１７３千円 ６４，１７３千円 
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４ 感染症と健康危機への対応 

【施策の考え方】 

乳幼児のすこやかな成育を図るためには、麻疹、風疹等の予防接種率をさらに高めることが課題です。また、

高齢の人々を中心とした、結核等の感染症に対する危険性の増加も危惧されます。さらに、エイズ、Ｃ型肝炎、

病原性大腸菌等の対策も重要です。このような状況を踏まえ、健康危機の原因となる感染症等の情報を収集し、

正しい知識及び情報の提供、予防方法の啓発等を行います。また、食品、飲料水等の事故の防止を図り、大規

模食中毒等の健康危機等に、迅速に対応できる体制づくりを進めます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）感染症対策などの充実 

３１２ 感染症予防対策等の充実 

疾病を防ぎ感染症の蔓延を防止するためには、効果的な予防接種の取り組みが必要です。法による定期予

防接種率の向上に向けた勧奨や、妊娠を希望する 19 歳以上の女性が対象の風しん予防・高齢者の肺炎球菌

ワクチン等、任意の予防接種についての費用の助成を行っていきます。また、国が今後、予防接種の定期化を

予定しているものに、ロタウイルス、おたふくかぜ、帯状疱疹があります。 

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ※及びＳＴＩ※、結核等の感染症の予防対策の充実を図るため、ＨＩＶ抗体及び梅毒の迅速検査、

結核検診等を実施するとともに、必要な情報の提供、相談支援等の体制の整備に努めます。また、Ｂ型及びＣ

型ウィルス肝炎については、その早期発見・治療を図るために、検診・受療の勧奨、保健指導等を実施します。 

区内における感染症の早期発見と拡大防止及び食中毒予防を図るため、関係部署と連携して感染症発生時

の病原体検査を効率的に実施していきます。また、地方衛生研究所全国協議会等に参加し、専門知識や最新

の技術を取り入れ、病原体検査機能の維持向上を図ります。 

鶏の生食等を原因とするカンピロバクターやノロウイルス等を原因とする食中毒予防対策を継続して行ってい

きます。さらに、全ての食品等事業者が、円滑かつ適切に HACCP※による衛生管理に取り組むことができるよう、

衛生管理計画策定の手引書の周知や、効率的な監視指導を行うことで、さらなる食の安全性の向上を図りま

す。 
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３１２ 感染症予防対策の充実 

ア． 予防接種率の向上・任意予防接種の助成 

イ． HIV/AIDS、STI予防・普及啓発 

ウ． 感染症対策（結核） 

エ． 肝炎対策事業の充実  

オ． 感染症の早期発見と拡大防止（感染症危機管理）及び 

食中毒予防のための病原体検査機能強化 

カ． 食中毒予防対策 

３１３ 健康をおびやかす事故などへの対応 

ア． 健康危機管理対策の推進 

イ． 感染症の早期発見と拡大防止（感染症危機管理）及び 

食中毒予防のための病原体検査機能強化 （再掲 312） 

ウ． 薬局・毒劇物販売業者等の監視指導 

エ． 医薬品等管理のための講習会への講師派遣 

３１４ 安心できる医療体制の確保・充実 

ア． 診療所への立入検査 
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※ ＨＩＶ（Ｈｕｍａｎ Ｉｍｍｕｎｏｄｅｆｉｃｉｅｎｃｙ Ｖｉｒｕｓ）／ＡＩＤＳ：後天性免疫不全症候群。ＨＩＶはその原因となる病原体。 
※ ＳＴＩ（性感染症）：性行為により感染した疾患の総称。 

※ HACCP(ハサップ)：従来の最終製品段階での検査ではなく、調合、密封、熱処理、冷却など製造工程の中で、あらかじめ重要

な工程を定め、その工程を連続的に監視することにより、製品の安全性を確保する食品衛生管理の手法。 

施策コード ３１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

予防接種率の向上・ 

任意予防接種の助成 

定期予防接種の勧奨と 

任意予防接種の助成 
同左 同左 

事業費 １，９３８，４４６千円 １，９３８，４４６千円 １，９３８，４４６千円 

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ＳＴＩ予防・普

及啓発 

ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ＳＴＩ予

防・普及啓発の推進 
同左 同左 

事業費 ４，３５９千円 ４，３５９千円 ４，３５９千円 

感染症対策（結核） 感染症対策（結核） 同左 同左 

事業費 １９６，３５３千円 １９６，３５３千円 １９６，３５３千円 

肝炎対策事業の充実 
肝炎健診の実施・ 

保健指導 
同左 同左 

事業費 １２，３８０千円 １２，３８０千円 １２，３８０千円 

感染症の早期発見と拡大防

止（感染症危機管理）及び食

中毒予防のための病原体検

査機能強化 

関係部署との連携の強

化と試験検査の効率的

な実施 

同左 同左 

事業費 ２７，７７５千円 ２７，７７５千円 ２７，７７５千円 

食中毒予防対策 

全ての食品等事業者

への指導 

（対象７，４００施設） 

同左 同左 

事業費 ５，２１０千円 ５，２１０千円 ５，２１０千円 

 

３１３ 健康をおびやかす事故などへの対応 

感染症に関する正しい知識、感染予防策について情報提供を行います。また、新型インフルエンザ連絡会の

開催、感染症危機管理システム等により、医療機関、関係機関との連携及び情報共有を図ります。併せて、新

型インフルエンザ対策訓練の実施、対応体制の整備を行います。 

区内における感染症の早期発見と拡大防止及び食中毒予防を図るため、関係部署と連携して感染症発生時

の病原体検査を効率的に実施していきます。また、地方衛生研究所全国協議会等に参加し、専門知識や最新

の技術を取り入れ、病原体検査機能の維持向上を図ります。 

医薬品や毒劇物による事故を防止するため、取扱業者等の監視指導により管理徹底させます。また、薬剤師

会が主催する薬剤師への講習会及び自治指導員講習会に講師を派遣し意識の向上を図ります。 

施策コード ３１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

健康危機管理対策の推進 

情報提供 

関係機関との連携 

訓練の実施 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 



67 
 

感染症の早期発見と拡大防

止（感染症危機管理）及び食

中毒予防のための病原体検

査機能強化 

再掲３１２ 

関係部署との連携の強

化と試験検査の効率的

な実施 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

薬局・毒劇物販売業者等の

監視指導 

薬局・毒劇物販売業者

等の監視指導の実施 

（４５０件） 

同左 同左 

事業費 ２，０２４千円 ２，０２４千円 ２，０２４千円 

医薬品等管理のための講習

会への講師派遣 

薬剤師会主催の講習

会への講師派遣（２回） 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

「－」：事業費は、ＨＩＶ／ＡＩＤＳ、ＳＴＩ予防・普及啓発、感染症の早期発見と拡大防止（感染症危機管理）及び食中毒予防のため

の病原体検査機能強化（施策コード３１２）の中で計上しています。 

 

３１４ 安心できる医療体制の確保・充実 

医療安全管理体制の整備、院内感染対策の実施について、平成１９年度から有床診療所、平成２２年度から

医科無床診療所、平成２４年度からは歯科診療所の立入検査を実施しています。また、医師会・歯科医師会と

の連携に向けた取り組みを強化し、医療機関の自主管理体制を構築していきます。 

施策コード ３１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

診療所への立入検査 ２０施設 同左 同左 

事業費 ２００千円 ２００千円 ２００千円 
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５ 食と住の安全性 

【施策の考え方】 

食品の安全性に対する関心が高まる一方、輸入食品の増大、遺伝子組み替え食品の普及等が進んでいま

す。このような状況を踏まえ、食をめぐる環境の変化を的確に捉えることにより、区民一人ひとりの食の安全の確

保に取り組みます。また、住まいについても、区民の健康の維持・増進のうえで重要な役割を果たしています。し

かし、建材に使用される化学物質、衛生害虫等による健康被害も生じており、わかりやすい情報の提供及び相

談体制の充実を通した、健康に配慮した住まいづくりを進めます。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 

 

 

（１）健康食住の推進 

３１５ 安全で健康に配慮した食生活の確保 

迅速かつ正確でわかりやすい最新の食品衛生情報を、ホームページ、ツイッター、FMえどがわ、情報誌など

広く媒体を活用して発信していきます。さらに、食品衛生協会と協働し、協会ホームページなどを活用しながら、

食品衛生に関する情報発信力の強化を図ります。食品衛生推進会議の提言や、区民からの意見収集により得

られた知見を業務に反映させていきます。 

全ての食品等事業者を対象に、HACCP※による衛生管理が制度化される予定のため、主に飲食店等の小規

模事業者を対象に、新たな制度に向けた衛生管理を着実に実施できるよう講習会の場で普及啓発し、併せて

食品衛生協会への加入を呼びかけていきます。 
※ＨＡＣＣＰ（ハサップ）：従来の最終製品段階での検査ではなく、調合、密封、熱処理、冷却などの製造工程の中で、あらかじめ重

要な工程を定め、その工程を連続的に監視することにより、製品の安全性を確保する食品衛生管理の手法。 

施策コード ３１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

食の安全・安心情報の発信 
ホームページなどの 

情報提供の充実 
同左 同左 

事業費 １，４９４千円 １，４９４千円 １，４９４千円 

食品事業者等の指導 
事業者講習会受講の 

指導（年間１６回） 
同左 同左 

事業費 ８，６２１千円 ８，６２１千円 ８，６２１千円 

 

３１６ 健康に配慮した住まいづくり 

デング熱等の感染症を媒介する害虫を含めた発生源対策やダニアレルゲン検査の実施、衛生害虫の駆除

方法の指導など、安全な住環境に関する情報提供と相談体制の充実を図ります。 

施策コード ３１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

住環境情報の提供・ 

相談体制の充実 

衛生害虫の防除・駆除

方法の普及啓発 
同左 同左 

事業費 ５５３千円 ５５３千円 ５５３千円 

 

食
と
住
の
安
全
性 

健
康
食
住
の
推
進 

３１５ 安全で健康に配慮した食生活の確保 

ア． 食の安全・安心情報の発信 

イ． 食品事業者等の指導 

 

３１６ 健康に配慮した住まいづくり 

ア． 住環境情報の提供・相談体制の充実 
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〔２〕 高齢の人々・障害のある人々のために 

 

１ 高齢の人々の生きがいと健康 

（１）「生涯現役」の環境づくり 

（２）高齢の人々の健康づくり 

 

２ 高齢の人々の生活支援 

（１）高齢の人々が安心できる生活支援 

（２）介護サービスの充実 

 

３ 障害のある人々の生活支援 

（１）障害に関する生活支援 

（２）精神障害のある人々の社会復帰への支援 

（３）発達障害者（児）へのライフステージに応じた支援 

 

４ 福祉のまちづくり 

（１）ユニバーサルデザインの促進 

（２）心のバリアフリーと福祉ネットワークづくり 
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１ 高齢の人々の生きがいと健康 

【施策の考え方】 

熟年者にとって、健康であるとともに、「生涯現役」として、自己の経験を活かして、いつまでも地域社会で活

躍できることは、生きがいのある人生を送るうえで重要な考え方の一つです。 

これまでも区は、くすのきカルチャー教室をはじめとする学習機会の提供やリズム運動等のスポーツ・レクリエ

ーション事業、シルバー人材センターの生きがい就労事業、くすのきクラブや総合人生大学等の社会参加促進

事業を通して、熟年者の生きがいづくりを進めてきました。今後も、これらの取り組みを基礎に、熟年者の多様化

するニーズに対応した生きがいづくりを支援するとともに、介護予防を推進し、健康で生きがいのある生活を支

える施策の展開を図ります。 

【施策体系図】 
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と
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涯
現
役
」
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４０１ 生きがいと社会貢献の場づくり 

ア． シルバー人材センターの支援 

イ． くすのきカルチャー教室の運営 

ウ． リズム運動の充実 

エ． くすのきクラブへの助成 

オ． 熟年者の社会参加を促進するための情報提供 

４０２ 経済的自立を支援する体制の整備 

ア．シルバー人材センターの支援 （再掲401） 

４０３ 仲間づくりへの支援 

ア．くすのきクラブへの助成 （再掲401） 

 

４０４ 高齢の人々自身による健康管理への支援 

ア． フレイル予防の取り組みの推進【新】 

イ． 認知症予防の充実 

ウ． 健康づくりの支援 

エ． 健康長寿協力湯 

４０５ スポーツ・レクリエーションを通じた健康づくり 

ア． リズム運動の充実 （再掲401） 

４０６ 心の健康管理 

ア．地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 

イ．なごみの家の整備【新】 

４０７ 介護予防活動への取り組み支援 

ア． 健康づくりの支援 （再掲404） 

イ． 口腔ケア健診【新】 （再掲303） 

ウ． 地域ミニデイサービスの運営 

エ． 介護予防相談の充実 

オ． フレイル予防の取り組みの推進【新】 (再掲404) 

カ． にこにこ運動教室【新】 

キ． 熟年介護サポーター事業の実施 

高
齢
の
人
々
の
健
康
づ
く
り 
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（１）「生涯現役」の環境づくり 

４０１ 生きがいと社会貢献の場づくり 

シルバー人材センター、くすのきカルチャー教室、リズム運動を柱に、熟年者が生きがいをもって健

康で元気な生活を送れる場の提供の充実を図っていきます。また、くすのきクラブについては、生きがい及

び仲間づくりの支援を図るとともに、社会貢献活動の推進を行います。 

熟年者の社会参加を促進するため、多様化するニーズの調査研究を行い、的確な支援策を講じていきます。

また、６４歳になる熟年者を対象に、社会参加のきっかけとなるよう地域資源を盛り込んだ情報誌を作成、送付

するなど、熟年者への情報提供に努めていきます。 

施策コード ４０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

シルバー人材センターへの

支援 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，６００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，７００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，８００人 

事業費 １７５，４９９千円 １７５，４９９千円 １７５，４９９千円 

くすのきカルチャー教室の 

運営 

正規教室 １０１ 

自主活動教室 ２６８ 
同左 同左 

事業費 １８６，１２７千円 １８６，１２７千円 １８６，１２７千円 

リズム運動の充実 
参加実人員 

１１，３００人 
同左 同左 

事業費 １３３，４３５千円 １３３，４３５千円 １３３，４３５千円 

くすのきクラブへの助成 ２００クラブ 同左 同左 

事業費 ５２，９４６千円 ５２，９４６千円 ５２，９４６千円 

熟年者の社会参加を促進 

するための情報提供 
対象人数 ６，１００人 同左 同左 

事業費 ３０，０００千円 ３０，０００千円 ３０，０００千円 
 

４０２ 経済的自立を支援する体制の整備 

公益社団法人シルバー人材センター江戸川区高齢者事業団と協力し、民間企業への就業開拓等を積極的

に行い、会員数の増加に応じた就業の確保を図ることで、就労を通した熟年者の生きがいづくりを支援していき

ます。 

施策コード ４０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

シルバー人材センターへの

支援 

再掲４０１ 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，６００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，７００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，８００人 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、シルバー人材センターへの支援（施策コード４０１）の中で計上しています。 
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４０３ 仲間づくりへの支援 

くすのきクラブの活動を通して、熟年者が地域において健康で生きがいのある生活を送れるように支援してい

きます。併せて活動の一層の活性化を図るため、多様な機会を通じて、くすのきクラブのＰＲを図り、加入者の増

加に結び付けていきます。また、くすのきクラブのスポーツ活動の幅を広げ、文化・スポーツに取り組みたい熟年

者の活動機会を創出していきます。 

施策コード ４０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

くすのきクラブへの助成 

再掲４０１ 
２００クラブ 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、くすのきクラブへの助成（施策コード４０１）の中で計上しています。 

 

（２）高齢の人々の健康づくり 

４０４ 高齢の人々自身による健康管理への支援 

65歳以上の熟年者に対する国保、長寿、福祉の各健診の際に、医師会と連携してフレイル※予防の普及・啓

発を行うほか、地域で健康づくり活動を実践するボランティアの育成および活動支援に努めます。また、高齢の

人々に関わる地域の団体等へ働きかけ、住民自らが健康づくりに取り組める環境づくりを支援します。 

専門医による、もの忘れに関する相談を実施するとともに、保健師による相談支援等を行い、認知症の予防

に努めます。また、運動・栄養指導、口腔保健、閉じこもり予防等に関する講座等も開催し、熟年者の生活機能

低下の防止を図ります。 

６５歳以上の熟年者が、入浴料金の半額程度で公衆浴場を利用できるように助成することで、健康増進と地

域の人々や世代間の交流を促進していきます。 

※ フレイル：年をとって心身の活力(筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態。多くの人が健康な状態からこのフレイ

ルの段階を経て、要介護状態に陥ると考えられている。 

施策コード ４０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

フレイル予防の取り組みの 

推進【新】 

健診を活用した 

フレイル予防指導 
同左 同左 

住民主体のフレイル 

予防の取り組み支援 
同左 同左 

事業費 ５８５千円 ５８５千円 ５８５千円 

認知症予防の充実 相談の実施 同左 同左 

事業費 ２，８７２千円 ２，８７２千円 ２，８７２千円 

健康づくりの支援 

口腔保健、栄養、運動

指導等の健康講座・ 

教室の開催 

同左 同左 

事業費 ６２１千円 ６２１千円 ６２１千円 

健康長寿協力湯 
利用者数 

延１，２５５，０００人 

利用者数 

延１，２６０，０００人 

利用者数 

延１，２６５，０００人 

事業費 ２６８，８５９千円 ２６８，８５９千円 ２６８，８５９千円 
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４０５ スポーツ・レクリエーションを通じた健康づくり 
熟年者の生きがい及び仲間づくりの支援を図るとともに、健康増進、介護予防を推進するため、リズム運動の

参加人員の拡大に努め、様々なスポーツ活動への参加を促進していきます。 

施策コード ４０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

リズム運動の充実 

再掲４０１ 

参加実人員 

１１，３００人 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、リズム運動の充実（施策コード４０１）の中で計上しています。 

 
４０６ 心の健康管理 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるよう、「住まい・医療・介護・介護予

防・生活支援」を地域で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点として「なごみの家」を区内１５圏域に

各１か所設置します。 

施策コード ４０６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４１２ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

なごみの家の整備【新】 

再掲４３０ 

なごみの家 

４か所新規設置 
新規設置数未定 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）、なごみの家整備（施策コード４３０）の中で計上し

ています。 

 

４０７ 介護予防活動への取り組み支援 

運動・栄養指導、口腔保健等に関する講座等を地域で開催し、熟年者の生活機能の低下の防止を図り、介

護が必要となる状態を予防します。また、熟年者の閉じこもりの予防等を図るため、地域ミニデイサービスを充実

させます。さらに、６５歳以上の区民（成人歯科健診対象者を除く）を対象に、口腔ケア健診（咀嚼
そ しゃ く

・嚥下
え ん げ

機能等

の健診）を実施し、口腔機能保持を増進することにより、誤嚥性肺炎等の疾病予防を通し、健康の維持・増進や

介護が必要となる状態の予防を図ります。 

熟年者に対して、国保、長寿、福祉の各健診と同時に調査を実施し、事業の案内やサービス利用などにつな

げ、生活機能低下の防止や介護が必要となる状態の予防を図ります。また、各健診の際には、医師会と連携し

てフレイル予防の普及・啓発を行うほか、地域で健康づくり活動を実践するボランティアの育成および活動支援

に努めるとともに、高齢の人々に関わる地域の団体等へ働きかけ、住民自らが健康づくりに取り組める環境づく

りを支援します。 

６５歳以上の区民を対象に、くつろぎの家やなごみの家にて、音楽を取り入れた軽い有酸素運動や脳トレなど

を実施し、健康の維持・増進や介護が必要となる状態の予防を図ります。また、要介護者等を支援する地域の

活動に参加してもらうことにより、熟年者の社会参加と介護予防を促進するとともに、地域で介護を支える人材の

育成を図ります。 
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施策コード ４０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

健康づくりの支援 

再掲４０４ 

口腔保健、栄養、運動

指導等の健康講座・ 

教室の開催 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

口腔ケア健診【新】 

再掲３０３ 
口腔機能保持の増進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

地域ミニデイサービス 

の運営 
３７か所 同左 同左 

事業費 １，９３３千円 １，９３３千円 １，９３３千円 

介護予防相談の充実 
対象者の把握と 

事業の案内 
同左 同左 

事業費 １，３１０千円 ※※※千円 ※※※千円 

フレイル予防の取り組みの 

推進【新】 

再掲４０４ 

健診を活用した 

フレイル予防指導 
同左 同左 

住民主体のフレイル 

予防の取り組み支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

にこにこ運動教室【新】 教室の開催 同左 同左 

事業費 ２，４４５千円 ※※※千円 ※※※千円 

熟年介護サポーター事業の

実施 

サポーターの育成・ 

活動先の確保 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、フレイル予防の取り組みの推進、健康づくりの支援（施策コード４０４）、口腔ケア健診（施策コード３０３）、熟年介

護サポーター事業の実施（施策コード４１３）の中で計上しています。 
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２ 高齢の人々の生活支援 

【施策の考え方】 

高齢の人々が、日常生活を安心して送れるようきめ細かな支援を行います。また、介護が必要となったときに、

住み慣れた地域で安心して生活していくことができるよう、介護サービスの基盤整備を進めるとともに、保健・医

療・福祉の一体的なサービス提供のしくみづくり、介護の相談体制の充実等を図り、適切なサービスが提供でき

る体制を整備します。 

【施策体系図】 
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４０８ 安心できる住環境の整備 

ア． 高齢者向け賃貸住宅の供給支援 

イ． 民間賃貸住宅家賃助成（熟年者） 

ウ． 住まいの改造助成（熟年者） 

エ． 居住支援協議会の組織・運営【新】 

オ． シルバーピア運営 

カ． 熟年者の住まい関連ボランティアの活用 

４０９ 安心できる日常生活のための支援サービスの充実 

ア． 民間緊急通報システムの拡大 

イ． 地域支援ネットワークの推進 

ウ． ふれあい訪問員の派遣 

エ． ジュニア訪問員の派遣 

オ． 地域見守り名簿の作成 

カ． 地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 （再掲406） 

キ． 配食サービスの充実 

ク． 紙おむつ等介護用品の支給 

４１０ 高齢の人々の権利擁護のしくみづくり 

ア． 福祉サービス利用支援事業 

イ． 成年後見制度の利用支援 

ウ． 高齢者虐待対応支援会議の実施 

エ． 高齢者虐待防止の啓発【新】 

 

４１１ 介護サービス基盤等の整備 

ア． 介護保険施設の整備・支援 

イ． 地域密着型サービスの整備・支援 

ウ． 介護サービス事業者の資質の向上 

エ． 医療と介護の連携による介護サービス提供のしくみづくり 

オ． 第三者評価の推進 

カ． 地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 （再掲406） 

キ． 要介護度改善支援実施事業 

４１２ 介護に関する相談・情報提供体制の充実 

ア．地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（再掲406） 

 

 次ページへ 
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（１）高齢の人々が安心できる生活支援 

４０８ 安心できる住環境の整備 

熟年者が住み慣れた地域にいつまでも安心して住み続けられるよう、その状態に応じた多様な住まいの普

及・整備の促進に努めるとともに、高齢者向け賃貸住宅の供給支援、民間賃貸住宅家賃助成※、住まいの改造

助成、シルバーピア運営等の実施を推進することにより、熟年者がより安心して住み続けられる住まいの確保・

改善等を図ります。 

※ 民間賃貸住宅家賃助成：建物の取り壊し等で家主から転居を迫られた熟年者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

ように、緊急処置として住み替え家賃の差額を助成する。 

施策コード ４０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

高
齢
者
向
け
賃
貸

住
宅
の
供
給
支
援 

新規整備 事業計画への同意 同左 同左 

家賃低廉化 ８棟224戸 同左 同左 

事業費 ６４，７１１千円 ６４，７１１千円 ６４，７１１千円 

民間賃貸住宅家賃助成 

（熟年者） 
１７０件 同左 同左 

事業費 ５５，７９５千円 ５５，７９５千円 ５５，７９５千円 

住まいの改造助成 

（熟年者） 
１８０件 同左 同左 

事業費 ５０，８３３千円 ５０，８３３千円 ５０，８３３千円 

居住支援協議会の 

組織・運営【新】 
組織・運営 運営 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

 

４１３ 介護に関する人材・ボランティア団体の育成 

ア． 熟年介護サポーター事業の実施 （再掲407） 

イ． 社会福祉士等卒後連携事業 

ウ． 介護人材確保事業【新】 

４１４ 認知症の高齢の人々に対する支援の充実 

ア． 認知症地域ネットワーク活用事業の実施 

イ． 認知症サポーターの養成 

ウ． 早期発見・対応体制の整備【新】 

エ． 認知症地域支援推進員の配置【新】 

前ページより 
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シルバーピア運営 ５０世帯 同左 同左 

事業費 ３，６１８千円 ３，６１８千円 ３，６１８千円 

熟年者の住まい関連 

ボランティアの活用 
ボランティアの活用 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

４０９ 安心できる日常生活のための支援サービスの充実 

子どもから熟年者まで障害の有無に関係なく、住み慣れた地域で安心して暮らせる共生社会の実現のため、

地域での見守りなどなごみの家を中心としたネットワークを推進していきます。 

また、見守りネットワークの互助の体制づくりを目的として「地域見守り名簿」を作成し、希望する町会・自治会

等に名簿を提供します。 

熟年者の安心な日常生活を支援するため、全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、相談体制と事業のより

一層の充実を図ります。民間緊急通報システムの活用による24時間体制の見守りの拡大を図る一方、ふれあい

訪問員やジュニア訪問員（中学生）など人と人との関わりを大切にした見守りも行い、誰もが安心して住みやす

いまちづくりを目指します。 

生きがいと潤いのある生活のため、紙おむつ等介護用品の支給や配食サービスを継続していきます。 

施策コード ４０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

民間緊急通報システムの拡大 設置数１，３４４か所 設置数１，７５３か所 設置数２，１６２か所 

事業費 ２２，９４８千円 ２８，５５２千円 ３７，９０１千円 

地域支援ネットワークの推進 ネットワークの推進 同左 同左 

事業費 １，３５１千円 １，３５１千円 １，３５１千円 

ふれあい訪問員の派遣 
訪問員数１５０人 

対象世帯の拡大 

訪問員数１５５人 

同左 

訪問員数１６０人 

同左 

事業費 ４，４７６千円 ４，４９４千円 ４，５１２千円 

ジュニア訪問員の派遣 訪問員１８０人 同左 同左 

事業費 １，２４９千円 １，２４９千円 １，２４９千円 

地域見守り名簿の作成 
対象者の全数調査 

４４，６００人 

新たな対象者の調査・

追加 
同左 

事業費 １１，９６８千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 
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配食サービスの充実 

一般食 

１０６，９０４食 

一般食 

１０７，９７３食 

一般食 

１０９，０５２食 

特別食 

９３，７４４食 

特別食 

９４，６８１食 

特別食 

９５，６２７食 

事業費 ４７，３６３千円 ４７，７６３千円 ４８，１６３千円 

紙おむつ等介護用品の支給 延べ８１，６４１人 延べ８４，７１３人 延べ８７，９０４人 

事業費 ４７３，７１５千円 ４９１，３８９千円 ５０９，７４６千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）の中で計上しています。 

 

４１０ 高齢の人々の権利擁護のしくみづくり 

区内の福祉サービス利用者の苦情解決や福祉サービスに係る利用者の支援を行うことで、利用者主体のサ

ービス利用を実現していきます。判断能力が十分でない方も、住み慣れた地域で安心して生活を送っていただ

けるよう、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を進め、支援が必要な方の早期発見に努めるとともに、

相談機能や後見人支援機能等を強化し、利用促進を行います。また、後見人等に対する報酬を負担することが

困難な方への支援として、当該費用を助成します。さらに、成年後見制度※を利用する必要のある方が、地域の

中で適切な支援を受けることができるよう、親族や専門職以外の地域住民による後見人等（社会貢献型後見人）

の候補者の養成について、区が養成から後見人等として選任された後の支援までを一体的に実施します。 

地域支援ネットワーク会議の取り組みの一つである高齢者虐待対応を支援するための事例検討会やケア会

議を実施し、弁護士、臨床心理士、精神科医など、各分野の専門家の意見を高齢者虐待対応に役立てるととも

に、他機関とも連携し、支援体制を強化します。また、虐待に関する正しい知識と相談窓口を周知し、早期発見、

解決に役立てます。 

※成年後見制度：判断能力の不十分な認知症高齢者や知的障害のある人、精神障害のある人等を保護するための民法上の制度。 

施策コード ４１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

福祉サービス利用支援事業 

相談事業の充実 同左 同左 

安心生活サポート事業 

６０件 

安心生活サポート事業 

６２件 

安心生活サポート事業 

６４件 

事業費 ４，７８７千円 ４，９３０千円 ５，０７７千円 

成年後見制度の利用支援 

法人後見４５件（累計） 

区長申立て１００件 

職能後見人等への 

報酬助成６０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修二年目） 

＜２年で20人を養成＞ 

法人後見５０件（累計） 

区長申立て１３０件 

職能後見人等への 

報酬助成９０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修一年目） 

２０人 

法人後見５５件（累計） 

区長申立て１６０件 

職能後見人等への 

報酬助成１３０件 

社会貢献型後見人 

等の養成（研修二年目） 

事業費 ２１，３７７千円 ２９，５２５千円 ４１，０４１千円 
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高齢者虐待対応支援会議の

実施 

高齢者虐待対応を 

支援する会議の実施 
同左 同左 

事業費 ７５３千円 ７５３千円 ７５３千円 

高齢者虐待防止の啓発【新】 リーフレットの作成 同左 同左 

事業費 ４６７千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

（２）介護サービスの充実 

４１１ 介護サービス基盤等の整備 

利用者の状況と事業者の適格性を見極めながら第７期江戸川区介護保険事業計画に基づき、介護老人福

祉施設や地域密着型サービスの整備・支援を行います。また、小規模多機能型居宅介護新設事業者について

は、開設後の運営費補助を行い、空白地域の整備を支援します。 

介護支援専門員や介護サービス事業者などに対する研修等を実施し、多職種連携の強化と介護サービスの

質の向上に努めます。 

在宅で介護サービスを利用する方などについて、介護サービス事業者や医療関係者による情報共有化とケ

アマネジメントの推進を図り、在宅医療と介護の連携推進に努めます。 

介護サービスの質の向上を図る取り組みを支援するため、地域密着型サービスで第三者評価の受審が義務

付けられているサービスを中心に、事業者に受審費用を助成していきます。 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

区内の介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び介護老人保健施設の入所者の要介護度が改善され

た場合に、改善に至る施設サービスを評価し、奨励交付金を支給することにより、施設職員の意欲向上を図りま

す。 

施策コード ４１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

介護保険施設の整備・支援 
介護老人福祉施設 

２ヶ所の整備支援 

介護老人福祉施設 

１ヶ所開設 
同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域密着型サービス 

の整備・支援 

認知症高齢者グループ

ホーム等の整備 
整備支援 同左 

事業費 １４，６５８千円  ※※※千円  ※※※千円 

介護サービス事業者の資質

の向上 

介護事業者向け研修の

充実 
同左 同左 

事業費 ２，２２５千円 ※※※千円 ※※※千円 

医療と介護の連携による介護

サービス提供のしくみづくり 

介護連絡ノートの 

普及・推進 
同左 同左 

事業費 ７８０千円 ※※※千円 ※※※千円 
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第三者評価の推進 
地域密着型サービス第三

者評価受審費用助成 
同左 同左 

事業費 １４，８６０千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

要介護度改善支援 

実施事業 

要介護度改善支援 

奨励金の交付 
同左 同左 

事業費 ５２，８６６千円 ※※※千円 ※※※千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）の中で計上しています。 

 

４１２ 介護に関する相談・情報提供体制の充実 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

施策コード ４１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ４５６，２１０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

４１３ 介護に関する人材・ボランティア団体の育成  

６５歳以上の区民を対象に、要介護者等を支援する地域の活動に参加してもらうことにより、熟年者の社会参

加と介護予防を促進するとともに、地域で介護を支える人材の育成を図ります。 

区が、区内の専門学校卒業生を最長３年間、福祉・介護支援員（非常勤職員）として雇用し、福祉及び介護

分野における多様な問題に対応できる人材として育成します。 

介護人材が不足する状況の改善に向けて、介護福祉士育成給付金及び介護職員初任者研修受講費用助

成金等の事業により、資格取得に向けて支援を行い、あわせて人材を採用する事業者側への支援を目的とす

るセミナーを開催することにより介護人材の確保を図ります。 

施策コード ４１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

熟年介護サポーター事業の

実施 

再掲４０７ 

サポーターの育成・活

動先の確保 
同左 同左 

事業費 ３，４９８千円 ※※※千円 ※※※千円 

社会福祉士等卒後連携事業 採用数５人（予定） 同左 同左 

事業費 ３９，４１４千円 ※※※千円 ※※※千円 
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介護人材確保事業【新】 実施 同左 同左 

事業費 ３６，８９６千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

４１４ 認知症の高齢の人々に対する支援の充実 

区民や介護職員等を対象にした講演会の開催により、認知症への理解を広く地域に浸透させるとともに、認

知症に関する区民や介護サービス事業者等からの相談への対応として、認知症ホットライン、認知症相談窓口

を設置するなど、認知症の早期発見、対応に努めます。  

地域で暮らす認知症の人やその家族を応援する「認知症サポーター」を養成するため、認知症の基礎知識

や認知症サポーターの役割等を学ぶ「認知症サポーター養成講座」を実施し、認知症に対する社会的な理解

を深めていきます。また、講座を修了し、今後地域で活動を希望される方向けに、認知症サポーターフォローア

ップ研修を実施し、地域で活躍できるような取り組みを図ります。 

地域包括支援センター（熟年相談室）に認知症地域支援推進員を配置し、認知症になっても住み慣れた地

域で生活を継続できるよう、医療、介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークの形成と、

効果的な支援体制の構築を図ります。 

複数の専門家が家族等の訴えにより認知症が疑われる人やその家族などを訪問し、アセスメント、家族支援

など初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサポートや必要なサービスへつなげます。 

施策コード ４１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

認知症地域ネットワーク活用

事業の実施 

認知症に関する総合相

談窓口の充実 
同左 同左 

事業費 ７，２３６千円 ※※※千円 ※※※千円 

認知症サポーターの養成 ３，０００人 同左 同左 

事業費 ８７３千円 ※※※千円 ※※※千円 

認知症地域支援推進員の

配置【新】 
配置 同左 同左 

事業費 ９１，２００千円 ※※※千円 ※※※千円 

早期発見・対応体制 

の整備【新】 

認知症初期集中支援

チームの設置 
同左 同左 

事業費 ８，８３６千円 ※※※千円 ※※※千円 
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３ 障害のある人々の生活支援 

【施策の考え方】 

身体、知的及び精神障害のある人々とその家族が、地域の中で自立して生活ができ、安心して毎日が暮らせ

るよう、地域生活支援の充実を図ります。また、生きがいをもって生活を営める環境を整えるため、職業訓練や

就労の場づくり、安心して住める多様な住宅の整備、施設の充実等を進めます。 

特に精神障害のある人々については、地域生活を支援するサービスの基盤整備を図り、医療と連携した生活

相談、訓練等を通じた社会復帰を支援します。 

【施策体系図】 
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４１５ 在宅サービス基盤の充実 

ア． ホームヘルプサービスの充実 

イ． 寝具乾燥消毒等サービスの実施 

ウ． 福祉理美容サービスの実施 

エ． 巡回入浴サービスの実施 

オ． 身体・知的障害者の短期入所（ショートステイ）・日帰り 

ショートステイの実施 

カ． 心身障害者福祉手当の支給 

キ． 難病患者福祉手当の支給 

ク． 移動支援の実施 

ケ． 地域活動センターⅡ型の実施 

コ． 同行援護 

サ． 紙おむつ等介護用品の支給 （再掲409） 

シ． 民間緊急通報システムの拡大 （再掲409） 

 

 

 

 

４１６ 障害者（児）支援の充実 

ア． 発達障害者（児）の支援の充実 

イ． 特別支援学級の新設 （再掲132） 

ウ． 専門家チームの派遣 （再掲132） 

エ． 通常学級における特別支援教育の推進 （再掲132） 

オ． 特別支援学級における指導の充実 （再掲132） 

カ． 教育研究所の教育相談の充実 （再掲132） 

キ． すくすくスクールの職員研修・巡回指導 （再掲134） 

 

次ページへ 次ページへ 
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４１７ 障害のある人々の健康支援 

ア． 江戸川区口腔保健センターへの事業補助 

イ． 中途障害者へのリハビリテーションの実施 

ウ． リハビリテーション相談 

エ．リハビリテーション関係者に対する支援と連携の推進 

４１８ 障害に関する身近な相談・情報提供体制の充実 

ア． 地域自立支援協議会の開催 

イ． 成年後見制度の利用支援 （再掲410） 

４１９ 職業訓練と就労の場づくり 

ア． 障害者就労支援センターの運営 

４２０ 生きがいと社会貢献の場づくり 

ア．福祉タクシー券の助成 

イ．自動車燃料費の助成 

    ウ．自動車運転教習費の助成 

    エ．身体障害者用自動車改造費の助成 

４２１ 障害のある人々が安心して住める多様な住宅の整備 

ア． 知的障害者グループホーム等の運営支援 

イ． 民間賃貸住宅家賃助成（障害者） 

ウ． 住まいの改造助成（障害者） 

４２２ 身近な地域での施設整備 

ア． 区立障害者施設の充実 

 

４２３ 自助グループなどへの支援 

ア． 家族会が主体的に活動するための支援 

４２４ 社会復帰への支援 

ア． 困難事例への対応【新】 

イ． 心の専門グループワークの実施 

ウ． 総合的相談体制の整備 

エ． 医療と連携した社会復帰支援 

オ． 自立のための支援施策の充実 

カ． 就労訓練や就労の場づくり 

キ． 作業・レクリエーション・交流等を通じての居場所づくり 

４２５ 精神障害のある人々についての理解促進 

ア． 民間事業者やＮＰＯなどサービス提供主体の指導・育

成・相談体制の整備 

 

前ページより 
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（１）障害に関する生活支援 

４１５ 在宅サービス基盤の充実  

障害者の社会参加の促進及び生活の質の向上を図るため、「江戸川区障害福祉計画」や「江戸川区障害児

福祉計画」に基づき、障害福祉サービスの基盤整備の支援及び地域生活支援事業の充実に努めます。 

施策コード ４１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ホームヘルプサービスの充実 実施 同左 同左 

事業費 ４，９５２，６３３千円 ※※※千円 ※※※千円 

寝具乾燥消毒等サービスの

実施 
実施 同左 同左 

事業費 １，０６７千円 １，１１０千円 １，１５４千円 

福祉理美容サービスの実施 実施 同左 同左 

事業費 ９，７９２千円 ９，７９２千円 ９，７９２千円 

巡回入浴サービスの充実 実施 同左 同左 

事業費 ５２，６４０千円 ５５，８００千円 ５９，１５０千円 

 

４２６ 発達障害者（児）への支援 

ア． 発達障害相談センター相談事業の充実 （再掲416） 

イ． （仮称）発達相談・支援センターの開設【新】 （再掲416） 

ウ． 早期発見のための乳幼児健診を活用したスクリーニング 

エ． 保護者支援の充実 （再掲416） 

オ． 発達障害に関する支援者への支援の充実 （再掲416） 

カ． 理解普及啓発事業の実施 （再掲416） 

キ． 発達障害支援関係者の連携の推進 （再掲416） 

ク． 保育園発達支援コーディネーターの資質向上 (再掲122) 

ケ． 育成室の運営 （再掲122） 

コ． 特別支援学級の新設 （再掲132） 

サ．専門家チームの派遣 （再掲132） 

シ． 通常学級における特別支援教育の推進（再掲132） 

ス． 特別支援学級における指導の充実 （再掲132） 

セ． 教育研究所の教育相談の充実 （再掲114） 

ソ． すくすくスクールの職員研修・巡回指導 （再掲134） 
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身体・知的障害者の短期入

所（ショートステイ）・日帰り 

ショートステイの実施 

実施 同左 同左 

事業費 ３３８，８０７千円 ※※※千円 ※※※千円 

心身障害者福祉手当の支給 実施 同左 同左 

事業費 ２，１５９，４６９千円 ２，１５９，２３２千円 ２，１５９，２０５千円 

難病患者福祉手当の支給 実施 同左 同左 

事業費 ６１，２００千円 ５６，９１６千円 ５２，９３２千円 

移動支援の実施 実施 同左 同左 

事業費 ７１３，９０９千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域活動センターⅡ型※ 

の実施 
実施 同左 同左 

事業費 ８３，０７０千円 ※※※千円 ※※※千円 

同行援護 実施 同左 同左 

事業費 １２６，６１４千円 ※※※千円 ※※※千円 

紙おむつ等介護用品の支給 

再掲４０９ 
実施 同左 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

民間緊急通報システムの拡大 

再掲４０９ 
実施 同左 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

※ 地域活動支援センターⅡ型：創作的活動等の提供等の他に、機能訓練、社会的適応訓練、入浴等のサービスを実施する機関。 

「－」：事業費は、紙おむつ等介護用品の支給、民間緊急通報システムの拡大（施策コード４０９）の中で計上しています。 

 

４１６ 障害児（者）支援の充実 

発達障害相談センターにおいて、発達障害※の特性のある方のライフステージに応じた支援につながるよう、

関係機関と連携を図り、一人ひとりの特性に合わせた支援を推進します。また、講座や講演会等を通じた保護

者・支援者への情報提供や適切な支援に関する提案のほか、保育園・幼稚園、小・中学校などの関係機関との

連絡調整・情報共有を行うコーディネーター機能や巡回支援などにより、支援力の向上を図ります。さらに、児

童福祉法の規定にある「福祉型児童発達支援センター」の機能を有する「（仮称）江戸川区発達相談・支援セン

ター」を平成３１年中（2019年度）に開設するための準備を行います。 

増加が見込まれる情緒障害・発達障害等の児童・生徒に対応していくため、特別支援教室と情緒障害等通

級指導学級を設置していくとともに、通常学級在籍の発達障害の児童・生徒に対する望ましい教育的対応に取

り組むため、助言等を行う専門家を派遣していきます。また、平成３０年度（2018年度）から全小学校における巡

回指導の実施及び平成３３年度からの全中学校における巡回指導の実施に向けて、配慮を要する生徒への支

援体制の充実を図っていきます。特別支援教育担当教員を対象とした研修を実施し、個々の児童・生徒の障害

に応じた指導を行います。また、中学校特別支援学級における作業学習の充実を図っていきます。 

いじめや不登校、発達などの悩みに専門的に対応できるよう、関係機関との連携を強め、教育研究所の教育



86 
 

相談を充実させていくとともに、教職員相談や学校要請訪問など人的派遣を行い、学校を支援します。 

すくすくスクールにおいて、配慮を要する児童への適切な対応を行うため、職員のスキルアップを図るとともに、

臨床心理士の派遣を行います。 

※発達障害：発達障害者支援法第２条の定義に基づき、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害（Ｌ

Ｄ）※、注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）※その他これに類する脳機能の障害であってその症状が低年齢において出現するも

のとして政令で定めるもの。 

※ 学習障害（ＬＤ）：基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特

定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。 

※ 注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）：不注意、多動性及び衝動性を中心とした症状とする発達障害。 

施策コード ４１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

発達障害者（児）の 

支援の充実 

（仮称）発達相談・支援

センターの設計【新】 

改修工事及び（仮称）発

達相談・支援センターの

開設 

発達障害相談センターの

事業移行及び（仮称）発

達相談・支援センターの

事業の充実 

発達障害相談センター

相談事業の充実 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターへ事業移行 

保護者支援の充実 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

発達障害に関する支援

者への支援の充実 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

理解普及啓発事業の

実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

発達障害支援関係者

の連携の推進 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級の新設 

再掲１３２ 

小学校全校(特別支援

教室・情緒) 

小松川第二中学校 

(情緒) 

－ － 

事業費 －千円 －千円 －千円 

専門家チームの派遣 

再掲１３２ 
推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

通常学級における 

特別支援教育の推進 

再掲１３２ 

小学校における巡回指

導の完全実施 

小学校における巡回指 

導の改善・充実 
同左 

中学校における巡回指

導の開始準備 
同左 同左 

交流及び共同学習の

充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 



87 
 

特別支援学級における 

指導の充実 

再掲１３２ 

教育研修の実施 

再掲１２７ 
同左 同左 

中学校特別支援学級

（知的障害）における 

作業学習の充実 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

教育研究所の教育相談の 

充実 再掲１１４ 
相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

すくすくスクールの職員研

修・巡回指導 再掲１３４ 
実施（９回） 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、発達障害者（児）の支援（施策コード４２６）、保育園発達支援コーディネーターの資質の向上、育成室の運営、

（施策コード１２２）、特別支援学級の新設、特別支援教育の推進、専門家チームの派遣（施策コード１３２）、教育研究所の教育相

談の充実（施策コード１１４）職員研修・巡回指導（施策コード１３４）の中で計上しています。 
 

４１７ 障害のある人々の健康支援 

江戸川区口腔保健センターにおける障害者（児）等の歯科診療の充実と口腔ケアの向上を図るため、引き続

き歯科医師会と連携し、運営支援を行います。 

理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士が、疾病や加齢により生活機能に支障を生じた区民のリハビリテ

ーション、運動、健康に関する相談・支援を行います。また、医療・介護・福祉に関わる事業者などに対して、運

動器の機能低下を予防する知識及び技術の普及を図るとともにネットワークづくりにより、関係機関が主体的に

サービスを提供できる環境づくりを進めます。 

施策コード ４１７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川区口腔保健センター

への事業補助 
運営支援 同左 同左 

事業費 ９０，４９６千円 ９０，４９６千円 ９０，４９６千円 

中途障害者への 

リハビリテーションの実施 

言語リハビリ教室の実施 

３８回 
同左 同左 

事業費 １，１７９千円 １，１７９千円 １，１７９千円 

リハビリテーション相談 
随時相談（訪問・電話等） 

相談日 年４２回 
同左 同左 

事業費 １，２２９千円 １，２２９千円 １，２２９千円 

リハビリテーション関係者に

対する支援と連携の推進 

講習会の開催、医療機

関、医療・介護・福祉に

関する各機関との連絡

調整 

同左 同左 

事業費 １８４千円 １８４千円 １８４千円 
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４１８ 障害に関する身近な相談・情報提供体制の充実 

障害のある方の地域における自立した生活を支えるため、医療、保健、福祉、教育及び就労等に関わる機関

とのネットワーク構築を推進する中核機関として開催し、地域の関係機関との連携等についての協議、障害福

祉計画策定に際しての意見聴取等を行います。 

判断能力が十分でない方も、住み慣れた地域で安心して生活を送っていただけるよう、権利擁護支援の地域

連携ネットワークの構築を進め、支援が必要な方の早期発見に努めるとともに、相談機能や後見人支援機能等

を強化し、利用促進を行います。また、後見人等に対する報酬を負担することが困難な方への支援として、当該

費用を助成します。さらに、成年後見制度※を利用する必要のある方が、地域の中で適切な支援を受けることが

できるよう、親族や専門職以外の地域住民による後見人等（社会貢献型後見人）の候補者の養成について、区

が養成から後見人等として選任された後の支援までを一体的に実施します。 

※成年後見制度：判断能力の不十分な認知症高齢者や知的障害のある人、精神障害のある人等を保護するための民法上の制度。 

施策コード ４１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域自立支援協議会の開催 ３回 同左 同左 

事業費 ５４８千円 ５４８千円 ５４８千円 

成年後見制度の利用支援 

再掲４１０ 

法人後見 ４５件（累計） 

区長申立て １００件 

職能後見人等への 

報酬助成 ６０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修二年目） 

＜２年で20人を養成＞ 

法人後見５０件（累計） 

区長申立て １３０件 

職能後見人等への 

報酬助成 ９０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修一年目） 

２０人 

法人後見 ５５件（累計） 

区長申立て １６０件 

職能後見人等への 

報酬助成 １３０件 

社会貢献型後見人等の

養成（研修二年目） 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、成年後見制度の利用支援（施策コード４１０）の中で計上しています。 

 

４１９ 職業訓練と就労の場づくり 

一般就労への移行を推進するため、「江戸川区障害福祉計画」に基づき、民間事業者等のノウハウや経営手

法を活用しながら、企業、養護学校、公共職業安定所等の関係機関との連携を図り、就労支援・定着支援等を

行っていきます。 

施策コード ４１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

障害者就労支援センターの

運営 
指定管理者による運営 同左 同左 

事業費 １８０，７７７千円 １８０，７７７千円 １８０，７７７千円 

 

４２０ 生きがいと社会貢献の場づくり 

障害者の自立と社会参加の拡大を図るため、外出困難な身体又は知的障害者に対し、タクシーの乗車に係

る料金や利用する自動車燃料費、自動車運転免許を取得する際の教習費の一部を助成します。また、身体障

害者が自動車を取得する際の改造経費の一部を助成します。 
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施策コード ４２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

福祉タクシー券の助成 実施 同左 同左 

事業費 １９０，７０８千円 １８６，８９３千円 １８３，１５６千円 

自動車燃料費の助成 実施 同左 同左 

事業費 ６９，７９０千円 ６９，９３０千円 ７０，０７０千円 

自動車運転教習費の助成 実施 同左 同左 

事業費 ２，０００千円 ２，０００千円 ２，０００千円 

身体障害者用自動車改造費

の助成 
実施 同左 同左 

事業費 ２，０００千円 ２，０００千円 ２，０００千円 

 

４２１ 障害のある人々が安心して住める多様な住宅の整備 

障害者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して生活が続けられるよう、グループホーム等の運営支援を行

います。また、住まいの改造等、住居の整備を支援します。 

施策コード ４２１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

知的障害者グループホーム

等の運営支援 
実施 同左 同左 

事業費 ２５，４４０千円 ※※※千円 ※※※千円 

民間賃貸住宅家賃助成 

（障害者） 
実施 同左 同 左 

事業費 ５，４２４千円 ５，４２４千円 ５，４２４千円 

住まいの改造助成（障害者） 実施 同左 同左 

事業費 ３，９００千円 ３，９００千円 ３，９００千円 

 

４２２ 身近な地域での施設整備 

区立障害者施設の運営に民間事業者等のノウハウや経営手法を活用することにより、利用者のニーズに対

応したきめ細かなサービスの提供を行っていきます。 

施策コード ４２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

区立障害者施設の充実 指定管理者による運営 同左 同左 

事業費 ２，８６８，８４７千円 ２，８６８，８４７千円 ２，８６８，８４７千円 
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（２）精神障害のある人々の社会復帰への支援 

４２３ 自助グループなどへの支援 

家族が互いの悩みや気持ちを分かち合い、精神的な負担を軽減することで、生き生きとした生活に結びつく

よう、交流の場づくりや学習会・講演会の開催等の活動を支援していきます。 

施策コード ４２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

家族会が主体的に活動する

ための支援 
活動費の助成 同左 同左 

事業費 ２００千円 ２００千円 ２００千円 

 

４２４ 社会復帰への支援 

社会及び疾病構造の変化等による引きこもりや病状不安定、自殺未遂等の支援困難事例の増加にきめ細や

かに対応するため、専門相談員と保健師が各々の専門性を活かしたチーム支援を強化します。また、関係機関

や多職種間の連携を強化して、本人及び家族への個別支援を充実させていきます。 

精神障害者とその家族が、地域で安心して暮らすための総合的・包括的な支援体制づくりをすすめ、入院生

活から地域移行に向けた相談支援、個々のニーズに応じた就労支援、日中活動の場の整備等を推進していき

ます。また、病気の再発・悪化防止に留意し、保健医療福祉等の連携を密にして、きめ細やかな支援体制を構

築します。 

施策コード ４２４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

困難事例への対応【新】 
相談の実施 

２８８回 
同左 同左 

事業費 ４，３２０千円 ４，３２０千円 ４，３２０千円 

心の専門グループワーク 

の実施 
８ヶ所 検討中 検討中 

事業費 ９，６９１千円 ※※※千円 ※※※千円 

総合的相談体制の整備 

地域活動支援センター

Ⅰ型※と相談支援事業

所の整備 

同左 同左 

事業費 ７０，４４０千円 ７０，４４０千円 ７０，４４０千円 

医療と連携した社会復帰 

支援 

地域移行及び地域定

着の推進 
同左 同左 

事業費 １１５千円 １１５千円 １１５千円 

自立のための支援施策の 

充実 

地域生活安定化支援・

居住支援・自立生活体

験事業の実施 

同左 同左 

事業費 ２９，５９５千円 ２９，５９５千円 ２９，５９５千円 



91 
 

就労訓練や就労の場づくり 

就労支援事業の実施、

就労移行事業所等へ

の運営費等助成 

同左 同左 

事業費 ８０，３０１千円 ８０，３０１千円 ８０，３０１千円 

作業・レクリエーション・交流

などを通じての居場所づくり 

地域活動支援センター

Ⅲ型※の運営費補助 
同左 同左 

事業費 ４１，５２０千円 ４１，５２０千円 ４１，５２０千円 

※ 地域活動支援センターⅠ型：創作的活動等の提供等の他に、精神保健福祉士等を配置し、関係機関等との連携を図りながら、相談支

援等を実施する事業所。 

※ 地域活動支援センターⅢ型：創作的活動等の提供等の他に、レクリエーションやミーティング等を実施する事業所。 

 

４２５ 精神障害のある人々についての理解促進 

サービス事業者の新規開拓と資質向上を目指し、精神障害者に対する正しい知識と支援法を学ぶための講

座を実施するとともに、事業者間の自主的な連携強化を促進します。また、地域住民の障害者に対する理解の

促進を図り、支援施設・事業所等で活動するボランティア育成を進めます。 

施策コード ４２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

民間事業者やＮＰＯなどサー

ビス提供主体の指導・育成・

相談体制の整備 

事業者研修・ボランティア

養成講座の開催 
同左 同左 

事業費 １５１千円 １５１千円 １５１千円 

（３）発達障害※者（児）へのライフステージに応じた支援 

４２６ 発達障害者（児）への支援 

発達障害相談センターにおいて、発達障害の特性のある方のライフステージに応じた支援につながるよう、関

係機関と連携を図り、一人ひとりの特性に合わせた支援を推進します。また、講座や講演会等を通じた保護者

や支援者への情報提供や適切な支援に関する提案のほか、保育園・幼稚園、小・中学校などの関係機関との

連絡調整・情報共有を行うコーディネーター機能や巡回支援などにより支援力の向上を図ります。さらに、児童

福祉法の規定にある「福祉型児童発達支援センター」の機能を有する「（仮称）江戸川区発達相談・支援センタ

ー」を31年中（2019年中）に開設するための準備を行います。 

早期発見のため、1歳6か月児歯科健診におけるＭ－ＣＨＡＴ（乳幼児自閉症チェックリスト修正版）の実施に

より、保護者の発達障害への理解と気づきを促すとともに早期療育につなげていきます。 

育成室では、あそびと生活の場を通じ、基本的生活指導や機能発達訓練、言語指導を行うことにより、人間

形成の最も重要な幼児期にある児童の情緒の発達を促し、身辺自立機能の向上及び社会性の発達を図ります。

また、保護者協力の下での集団及び個別療育や、児童の心身の状況等の把握による適切な相談・保護者支援、

児童の発達に必要な関係機関の情報提供及び連携に努めます。 

増加が見込まれる情緒障害・発達障害等の児童・生徒に対応していくため、特別支援教室と情緒障害等通

級指導学級を設置していくとともに、通常学級在籍の発達障害の児童・生徒に対する望ましい教育的対応に取

り組むため、助言等を行う専門家を派遣していきます。また、平成３０年度（2018年度）から全小学校における巡

回指導の実施及び平成33年度（2021年度）からの全中学校における巡回指導の実施に向けて、配慮を要する

生徒への支援体制の充実を図っていきます。特別支援教育担当教員を対象とした研修を実施し、個々の児童・
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生徒の障害に応じた指導を行います。また、中学校特別支援学級における作業学習の充実を図っていきます。 

すくすくスクールにおいて、配慮を要する児童への適切な対応を行うため、職員のスキルアップを図るとともに、

臨床心理士の派遣を行います。 

※ 発達障害：発達障害者支援法第２条の定義に基づき、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害（Ｌ

Ｄ）※、注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）※その他これに類する脳機能の障害であってその症状が低年齢において出現するも

のとして政令で定めるもの。 

※ 学習障害（ＬＤ）：基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特

定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。 

※ 注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）：不注意、多動性及び衝動性を中心とした症状とする発達障害。 

施策コード ４２６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

発達障害相談センター 

相談事業の充実 

再掲４１６ 

実施 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターへ事業移行 

事業費 ３３，４１０千円 ３３，４１０千円 ※※※千円 

（仮称）発達相談・支援センタ

ーの開設【新】 

再掲４１６ 

設計 改修工事及び開設 

発達障害相談センター 

の事業移行及び（仮称）

発達相談・支援センター

の事業の充実 

事業費 １４，８３１千円 ※※※千円 ※※※千円 

早期発見のための乳幼児健

診を活用したスクリーニング 
実施 同左 同左 

事業費 －千円※ －千円※ －千円※ 

保護者支援の充実 

再掲４１６ 
実施 同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 ６３５千円 ６３５千円 ※※※千円 

発達障害に関する支援者への 

支援の充実 

再掲４１６ 

乳幼児施設等巡回支

援事業の実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 ５，４９７千円 ５，４９７千円 ※※※千円 

理解普及啓発事業の実施 

再掲４１６ 

リーフレット配布・講演

会等の実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 １，１２２千円 １，１２２千円 ※※※千円 

発達障害支援関係者の 

連携の推進 

再掲４１６ 

実施 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 １４０千円 １４０千円 ※※※千円 

保育園発達支援コーディネ

ーターの資質の向上 

再掲１２２ 

専門性の向上 

関係機関との連携強化 

新規育成 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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育成室の運営 

再掲１２２ 

専門性の高い療育の

提供 

信頼される保護者支援

の提供 

関係機関・専門機関と

の連携 

育成室の新設・円滑な

運営 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級の新設 

再掲１３２ 

小学校全校(特別支援

教室・情緒) 

小松川第二中学校 

(情緒) 

- - 

事業費 －千円 －千円 －千円 

専門家チームの派遣 

再掲１３２ 
推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

通常学級における 

特別支援教育の推進【新】 

再掲１３２ 

小学校における巡回指

導の完全実施 

小学校における巡回指 

導の改善・充実 
同左 

中学校における巡回指

導の開始準備 
同左 同左 

交流及び共同学習の

充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級における 

指導の充実 

再掲１３２ 

教育研修の実施 

再掲１２７ 
同左 同左 

中学校特別支援学級

（知的障害）における作

業学習の充実 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

教育研究所の教育相談の 

充実 再掲１１４ 
相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

すくすくスクールの職員 

研修・巡回指導 再掲１３４ 
実施（９回） 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

※「早期発見のための乳幼児健診を活用したスクリーニング」は、母子保健の充実（乳幼児健診の実施）（施策コード３０３）の中で

計上しています。 

「－」：事業費は、保育園発達支援コーディネーターの資質の向上、育成室の運営（施策コード１２２）、特別支援学級の新設、特別

支援教育の推進、専門家チームの派遣（施策コード１３２）、教育研究所の教育相談の充実（施策コード１１４）、職員研修・巡回指

導（施策コード１３４）の中で計上しています。
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４ 福祉のまちづくり 

【施策の考え方】 

歩道の拡幅、道路段差の解消、公共施設のバリアフリー化等を推進し、年齢、障害の有無等に関わりなく、区

民誰もが活動の場を広げ、社会参加のしやすいまちづくりを進めます。 

また、すべての区民がたすけあい、支えあい、ともに生きる社会をつくるために、子どもの頃から福祉の関心を

高めるよう地域社会、学校、職場等のあらゆる場で心のバリアフリーを推進し、区民全員のボランティア意識の醸

成、福祉ネットワークの形成等に取り組みます。 

【施策体系図】 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）ユニバーサルデザイン※の促進 

４２７ すべての人が移動しやすいまちづくり 

バリアフリー※のまちづくりを進めるために、歩道巻き込み部の段差解消等を推進するとともに、エレベーターの

設置や多目的手洗所への改修等のバリアフリー化を推進します。また、誰もが利用しやすく快適に移動できる駅

の整備を、鉄道事業者に要請します。 

誰もが安心して街に出かけ施設利用ができるように、バリアフリーマップの改定版を作成し、周知及び活用に努

めます。 

※ ユニバーサルデザイン：年齢、性別、能力の有無等にかかわりなく、どんな人でも使えるように設計されたデザイン。 

※ バリアフリー：人が生活する上で妨げとなる障害（バリア）が街、施設、道路、住宅、人々の意識、社会等から取り除かれた状態。 

施策コード ４２７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

歩道巻き込み部の段差解消 
道路改修及び占用工 

事にあわせて改修 
同左 同左 

事業費 ５０，０００千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 
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４２７ すべての人が移動しやすいまちづくり 

ア． 歩道巻き込み部の段差解消 

イ． 公共施設のバリアフリー化 

ウ． バリアフリーマップの改定 

 

 

 

４２８ 福祉教育の充実と区民全員のボランティア意識の醸成 

 

４２９ 区民と区の福祉パートナーシップの向上 

 

４３０ 地域全体で支える福祉ネットワークづくり 

ア． なごみの家の整備【新】 （再掲416） 

イ． 地域支援ネットワークの推進 （再掲409） 

ウ． 地域見守り名簿の作成 （再掲409） 
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公
共
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化 

区民施設・学校施設 手洗所改修５施設 

手洗所改修５施設 

エレベーター設置１施

設 

手洗所改修３施設 

事業費 ２７７，０００千円 ３２４，０００千円 １９１，０００千円 

駅前広場・公園 手洗所改修４施設 手洗所改修３施設 手洗所改修２施設 

事業費 ２１６，９４５千円 １５６，０００千円 １２２，０００千円 

バリアフリーマップの改定 配布 ２，０００冊作成 配布 

事業費 ０千円 ５，０００千円 ０千円 

 

（２）心のバリアフリーと福祉ネットワークづくり 

４２８ 福祉教育の充実と区民全員のボランティア意識の醸成 

福祉教育の充実により区民全員のボランティア意識の醸成を図ります。 

 

４２９ 区民と区の福祉パートナーシップの向上 

地域で福祉を支えられるように、区民と区の福祉パートナーシップの向上に取り組みます。 

 

４３０ 地域全体で支える福祉ネットワークづくり 

誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるよう、「住まい・医療・介護・介護予

防・生活支援」を地域で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点として「なごみの家」を区内１５圏域に

各１か所設置し、子どもから熟年者まで障害地域での見守りなど、なごみの家を中心としたネットワークを推進し

ていきます。 

また、見守りネットワークの互助の体制づくりを目的として「地域見守り名簿」を作成し、希望する町会・自治会

等に名簿を提供します。 

施策コード ４３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

なごみの家の整備【新】 

再掲４０６ 

なごみの家 

４か所新規設置 
新規設置数未定 同左 

事業費 ２８４，２９２千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域支援ネットワークの推進 

再掲４０９ 
ネットワークの推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

地域見守り名簿の作成 

再掲４０９ 

対象者の全数調査 

４４，６００人 

新たな対象者の調査・

追加 
同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、安心できる日常生活のための支援サービスの充実（施策コード４０９）の中で計上しています。 
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第４節 

 

１ 環境啓発・環境教育 

（１）環境にやさしいエコタウンづくり 

 

２ 資源循環（ごみの減量と資源リサイクル） 

（１）ライフスタイルの見直しによるごみの大幅な減量化 

（２）資源リサイクルの拡充 

 

３ 自然との共生・ふれあい 

（１）水と緑でネットワークする「いのちのオアシス」づくり 

（２）自然とのふれあいの拡大 

 

４ 都市環境問題・有害化学物質への対応 

（１）生活環境の改善・保全と新たな環境汚染問題への対応 

 

 

 

 

区民参加による環境づくり 
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１ 環境啓発・環境教育 

【施策の考え方】 

一人ひとりが環境に対する高い意識を持てるように、幅広い年齢層が参加できる多様な学習の機会を整えま

す。特に「暮らしと環境」との関係をわかりやすく体系的に学べるようにするとともに、学校等において、次代を担

う子どもたちに環境教育を積極的に行います。また、えどがわエコセンターと連携し、環境啓発、環境教育等を

進め、資源循環、自然とのふれあい等の取り組みにつなげます。 

【施策体系図】 
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境
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境
教
育 

５０１ 区民や事業者が地球環境に配慮した 

生活を実践するための支援 

ア． 地球温暖化防止活動の推進 

イ． エコカンパニーえどがわの推進 

ウ． 情報提供の実施 

エ． えどがわ環境財団との連携 

 

 

５０２ 地域としての温室効果ガスの削減 

ア． エコタウンえどがわ推進計画の推進 

イ． 省エネアドバイス 

ウ． みどりのカーテンの普及 

エ． 公共施設の屋上緑化 

オ． 民間屋上緑化等の促進 

 

 

５０３ 自然エネルギーの活用等の誘導策・支援策の充実 

ア． 再生可能エネルギー・省エネルギー機器の導入促進 

イ． 新エネルギー等の普及拡大に向けた啓発 

ウ． 緑のリサイクルの推進 

 

 

５０４ えどがわエコセンターの充実 

ア．NPO法人えどがわエコセンターへの支援 

イ．環境講座の実施 

 

 

５０５ 次代を担う子どもたちへの環境教育 

ア． 環境教育の推進 
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（１）環境にやさしいエコタウンづくり 

５０１ 区民や事業者が地球環境に配慮した生活を実践するための支援 

地球温暖化防止を図るため、えどがわエコセンター※と連携し、省エネ・省資源・ごみ減量等にみんなが取り

組む「もったいない運動えどがわ」を拡大します。併せて、区独自の環境取り組み制度「エコカンパニーえどが

わ」事業※の普及促進を図り、事業者の地球温暖化防止等の環境に配慮した自主的な取り組みを支援します。 

えどがわ環境財団※と連携し、水と緑に親しめるような区民意識の啓発、子どもたちへの環境学習等を推進し

ます。 

※ えどがわエコセンター：江戸川区という地域社会を舞台として区民、事業者、行政が連携・協働し、多くの人々に環境にやさしい

生活を広げるため設立した特定非営利活動法人。 

※ 「エコカンパニーえどがわ」事業：環境活動の取り組みに対する宣言をした事業所を、「環境取り組み事業所」として登録し、年

一回、その活動を報告する制度。 

※ えどがわ環境財団：緑化推進に関する事業及び動物とのふれあいに関する事業を行い、水と緑の環境を保護・保全することを目的と

して設置した公益財団法人。 

施策コード ５０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地球温暖化防止活動の推進 
もったいない運動えど

がわの拡大 
同左 同左 

事業費 １４５千円 １４５千円 １４５千円 

エコカンパニーえどがわの 

推進 

登録事業所の拡大 同左 同左 

事業者の取り組み支援 同左 同左 

事業費 ８３９千円 ８３９千円 ８３９千円 

情報提供の実施 
情報紙発行支援及び

ホームページの充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

えどがわ環境財団との連携 事業連携 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

「－」：事業費は、ＮＰＯ法人えどがわエコセンターへの支援（施策コード５０４）の中で計上しています。 

 

５０２ 地域としての温室効果ガスの削減 

地域をあげて地球温暖化防止を図るため、エコタウンえどがわ推進計画※の推進に努めます。また、都が実

施している省エネアドバイス※等を広く周知し、区民の省エネ行動を推進します。 

住宅等整備事業における基準等に関する条例※に基づいた民間や公共施設の屋上緑化等の取り組みを推

進することにより、ヒートアイランド現象※の抑制を図るとともに、緑のカーテンの普及を支援することにより夏場の

省エネルギー対策の推進を図ります。 

※ エコタウンえどがわ推進計画：地球温暖化防止を図るため、温室効果ガス削減の数値目標等を定めた計画。 

※ 省エネアドバイス：中小事業者を対象に節電アドバイザーを派遣し、それぞれの事業所にあった対策を提案する事業。 

※ 住宅等整備事業における基準等に関する条例：中高層共同住宅、一定規模以上の土地利用の基準等を定めたもの。 

※ ヒートアイランド現象：都市中心部の都市活動の結果として生じる気温上昇現象。 

施策コード ５０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

エコタウンえどがわ推進計画

の推進 

推進本部の運営 同左 同左 

計画の実施・周知 同左 同左 

事業費 ３３２千円 ３３２千円 ３３２千円 
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省エネアドバイス 
都の省エネ診断事業

等の紹介 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

みどりのカーテンの普及 
モニター事業 同左 同左 

区民への周知 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

公共施設の屋上緑化 ６施設 ６施設 ９施設 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

民間の屋上緑化等の促進 

「住宅等整備事業にお

ける基準等に関する条

例」に基づく相談対応 

促進件数５０件 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

「－」：事業費は、ＮＰＯ法人えどがわエコセンターへの支援（施策コード５０４）、小中学校の改築（施策コード１２９）の中で計上して

います。 

 

５０３ 自然エネルギーの活用等の誘導策・支援策の充実 

住宅や事業所への再生可能エネルギー・省エネルギー機器の導入を促進するため、えどがわエコセンター

で実施する太陽光エネルギー利用講習会への支援や、東京都などの機器の導入に対する補助・支援制度の

周知を行います。また、水素エネルギー普及に向けた活動を実施する民間団体や自治体と連携し、情報発信

等を行います。剪定枝、枯損木、倒木等の発生材を、ボランティア団体や保育園・小中学校などでの樹名板等

を作製し、区の公園の樹木や街路樹等に設置し、有効活用を図ります。 

施策コード ５０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

再生可能エネルギー・省エネ

ルギー機器の導入促進 
区民への情報提供 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

新エネルギー等の普及拡大

に向けた啓発 
区民への情報提供 同左 同左 

事業費 ８７千円 ８７千円 ８７千円 

緑のリサイクルの推進 
剪定枝等を活用した樹

名板の作製 
同左 同左 

事業費 ３４６千円 ３４６千円 ３４６千円 

「－」：事業費は、ＮＰＯ法人えどがわエコセンターへの支援（施策コード５０４）の中で計上しています。 

 

５０４ えどがわエコセンターの充実 

区民、事業者及び区が連携・協働した環境活動の輪をさらに広げるため、その中心となるえどがわエコセンタ

ーの活動を支援します。また、えどがわエコセンターで実施する学習会等の環境講座を支援するとともに、地域

の環境学習リーダーを育成するための「おきがる環境講座」事業等を委託します。 
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施策コード ５０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ＮＰＯ法人えどがわエコセン

ターへの支援 
活動支援 同左 同左 

事業費 ４７，７３４千円 ４７，７３４千円 ４７，７３４千円 

環境講座の実施 

各種環境講座 同左 同左 

人材育成事業 同左 同左 

事業費 ６０７千円 ６０７千円 ６０７千円 

 

５０５ 次代を担う子どもたちへの環境教育 

えどがわエコセンターで実施するグリーンプラン推進校※事業や、小・中学校の環境学習事業等を支援します。

また、「学校版もったいない運動」と連携し、環境教育のさらなる拡大を図ります。 

さらに、諸団体等が地域で行っている環境に関する活動に対して支援を行います。 

※ グリーンプラン推進校：えどがわエコセンターと協働し、学校における環境学習を推進するモデル校。 

施策コード ５０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

環境教育の推進 

グリーンプラン推進校

の拡大及び小中学校

の環境学習支援 

同左 同左 

学校版もったいない 

運動との連携 
同左 同左 

地域の実情に合わせた

活動の支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ＮＰＯ法人えどがわエコセンターへの支援（施策コード５０４）の中で計上しています。 
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２ 資源循環（ごみの減量と資源リサイクル） 

【施策の考え方】 

ごみの量は、平成１１年１０月から実施した資源回収事業の全区展開により減少傾向にありますが、ごみの減

量をより一層推進することが必要です。限りある資源を大切にするために、区民と事業者が協力するとともに、効

率的に３Ｒ（リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再資源化））を推進し、清掃事業と一体となっ

た循環型社会形成に向けたしくみづくりが求められています。 

【施策体系図】 
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５０６ ごみ減量の目標達成に向けた取り組み 

 

５０７ 啓発活動の推進 

 

５０８ ごみを少なくするしくみの構築 

ア． マイバック運動の推進 

イ． 家庭ごみ有料化等の調査・研究 

ウ． 再利用計画書提出の促進 

廃棄物管理責任者講習会 

エ． 小型家電リサイクルの推進 

オ． 食品ロス削減の推進 

 

５０９ 環境に配慮したごみの収集・運搬・処理の推進 

ア． 低公害車の導入 

 

５１０ 産業廃棄物、建築副産物の排出抑制と再利用の促進 

 

 

５１１ 区民流通ネットワークシステムの構築 

ア． ３Ｒ情報の提供 

 

５１２ 事業者と処理業者の連携促進 

 

５１３ 修理マイスター制度の創設 

 

５１４ デポジット制度などによる再資源化の促進 

 

５１５ リサイクルリーダーの育成・活用 

ア． リサイクル推進の普及啓発 

 

５１６ 区民による資源回収活動の拡大 

ア． 古着等の拠点回収 

イ． 集団回収活動の支援 

 

５１７ リサイクル製品の利用促進 
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（１）ライフスタイルの見直しによるごみの大幅な減量化 

５０６ ごみ減量の目標達成に向けた取り組み  

平成２８年３月に改定した「第３期 Edogawaごみダイエットプラン（一般廃棄物処理基本計画）」に基づき、平成

３３年度（2021年度）までに平成１２年度に比べて２０％のごみ減量を図ります。 

 

５０７ 啓発活動の推進 

ごみ減量・リサイクルに関する取り組みを拡大するため、学校、町会・自治会等を単位として出前講座等の啓

発活動を推進します。 

また、ごみ減量の方法及びリサイクルの効果について、清掃・リサイクルニュースを発行し、３Ｒ（発生抑制、再

使用、再資源化）の啓発等に努めます。併せて、区立小学校４年生全員に環境教育冊子「えどがわくのごみダ

イエットにチャレンジ」を配付し、環境学習の促進を図ります。 

 

５０８ ごみを少なくするしくみの構築 

えどがわエコセンターと連携を図りつつ、スーパー、コンビニ等の事業者、区民、区が一体となり、マイバッグ

の利用を促進し、ごみの減量を推進します。また、効果的なごみ減量施策のあり方について、学識経験者・区

民・事業者の代表による廃棄物減量等推進審議会等で調査・研究します。 

さらに、事業用面積が１，０００㎡を超える大規模事業所を対象に、再利用計画書の作成・提出を促すとともに、

廃棄物管理責任者講習会を実施し、事業者におけるごみの発生抑制、事業者処理責任の徹底を促進します。

さらに、拡大生産者責任に基づいて、事業者が主体的にリサイクルに取り組みむよう、国や事業者に働きかけを

行います。また、小型家電リサイクルや食品ロス削減の取り組みにより、資源化の推進とごみの減量を図ります。 

施策コード ５０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

マイバッグ運動の推進 マイバッグ運動推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

家庭ごみ有料化等の 

調査・研究 

廃棄物減量等推進審議

会の開催 

他自治体における実施

状況や効果等の研究 

同左 同左 

事業費 ２，８７１千円 ２，８７１千円 ２，８７１千円 

再利用計画書提出の促進 

廃棄物管理責任者講習会 
実施 同左 同左 

事業費 ４３０千円 ※※※千円 ※※※千円 

小型家電リサイクルの推進 実施 同左 同左 

事業費 １７２，６６９千円 ※※※千円 ※※※千円 

食品ロス削減の推進 

えどがわ食べきり推進運

動の実施 

・フードドライブの実施 

・食べきり推進店の拡大 

・30・10運動の実施等 

同左 同左 

事業費 １,４１１千円 １,４１１千円 １,４１１千円 
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５０９ 環境に配慮したごみの収集・運搬・処理の推進 

ごみ収集の直営車両の買い替えに当たっては、低公害車の購入を継続するとともに、雇上車両についても、

引き続き、低公害車を使用するよう働きかけます。 

施策コード ５０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

低公害車の導入 

災害時にも対応できる

低公害車の導入 

・小型プレス車３台 

・新大型特殊車２台 

耐用年数を超えた車両

の買い替え時に導入 
同左 

事業費 ５５，８９０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

５１０ 産業廃棄物、建築副産物の排出抑制と再利用の促進 

建設リサイクルの届出及び分別解体を確実に推進するため、届出の徹底、意識啓発等を図るとともに、引き

続き現場パトロールの実施を推進します。 

 

（２）資源リサイクルの拡充 

５１１ 区民流通ネットワークシステムの構築  

区民の３Ｒ（リデュース（発生抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再資源化））の取り組みを促進するために、

わかりやすい情報を情報紙や区ホームページ等を活用して提供します。 

施策コード ５１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

３Ｒ情報の提供 

３Ｒ店舗情報の提供 

リサイクルバンク情報の 

提供 

同左 同左 

事業費 ２４３千円 ２４３千円 ２４３千円 

 

５１２ 事業者と処理業者の連携促進 

 家電製品等の資源リサイクルを確実、かつ、より効果的に行うため、事業者、処理業者及び区が必要な情報

交換を行えるよう連携の促進を図ります。 

 

５１３ 修理マイスター※制度の創設 

ものを長く大切に使うため、事業者等の技術を活用して、「修理マイスター制度」に向けた人材育成について

研究します。 

※ マイスター：ドイツのものづくりの「親方」。「親方の下で修行して一人前に」という中世からのものづくりのシステムを国家資格

として整備したものがドイツのマイスター制度。 
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５１４ デポジット制度※などによる再資源化の促進 

国及び事業者に対して再資源化品目の拡大の要請等を行うことに努めます。 

また、デポジット制度については、その導入を国に働きかけるとともに、イベント時のリユースカップの導入等の

先進的な取り組みについて研究します。 

※ デポジット制度：ビールびん等のように、預り金、保証金等を取り、返却時に返金することにより、確実な返却を促すためのシ

ステム。 

 

５１５ リサイクルリーダーの育成・活用 

資源の有効利用を促進するためにリサイクル施設見学会等の開催や清掃・リサイクルニュースを発行し、リサ

イクルの取り組みを広めます。 

施策コード ５１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

リサイクル推進の普及啓発 

リサイクル施設見学会等

の実施 

リサイクル情報誌の発行 

同左 同左 

事業費 ５，５３７千円 ５，５３７千円 ５，５３７千円 

 

５１６ 区民による資源回収活動の拡大  

区内施設を活用した古着等の拠点回収を実施し、ごみ減量と資源化を推進します。 

地域力を生かし、良質な資源を効率的に回収できる集団回収活動を支援します。実施団体の安定的な運営

を図るため、回収量に応じた報奨金の支給や集団回収ニュース等の配布等の支援を行います。 

集団回収は資源の持ち去り防止対策としても有効なことから、より多くの方に参加していただくよう未実施町会

等への働きかけを積極的に進めます。 

さらに、回収業者に対しても、安定的な回収のために、資源の市況を参考にしながら支援を行います。 

施策コード ５１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

古着等の拠点回収 実施 同左 同左 

事業費 １５，５３８千円 １５，５３８千円 １５，５３８千円 

集団回収活動の支援 実施 同左 同左 

事業費 ６５，１１５千円 ６５，１１５千円 ６５，１１５千円 

 

５１７ リサイクル製品の利用促進 

資源リサイクルを促進するため、区は事業者として、自らリサイクル製品の購入を促進するとともに、区民、事業者

等のリサイクル製品の購入（グリーン購入）の促進を図ります。 
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３ 自然との共生・ふれあい 

【施策の考え方】 

区には、区民の保全活動に支えられ、水と緑豊かな自然を活かしたうるおいの感じられる生活空間が形成さ

れています。この特長を活かし、様々な生き物が棲む「いのちのオアシス」づくり、「花と緑の拠点」づくり等を進

め、誰もが気軽に水と緑に親しめるような環境を整備します。また、これらの環境を利用して、自然とふれあうこと

のできる機会を充実します。 

【施策体系図】 
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５１８ 区民主体の環境づくり 

ア． ボランティアの育成支援 

アー1 公園ボランティア 

アー2 まちかどボランティア 

アー3 緑のボランティア 

アー4 水辺のボランティア 

 

５１９ 多様な生物が棲息できる環境づくり 

ア． 水辺環境調査の実施 

イ．  生物情報の共有 

 

５２０ 水と緑の拠点づくりの拡大 

ア． 河川沿川の並木づくり 

 

５２１ 「いのちのオアシス」のネットワークづくり 

 

５２２ 体験型イベントの実施 

ア． 環境講座の実施 （再掲 504） 

 

５２３ 自然体験活動などの充実 

ア． 環境教育の推進 （再掲 505） 

イ． 生物情報の共有(再掲 519) 

 

５２４ 身近な自然を活かした休息と健康づくり 

 

５２５ 水辺環境とのふれあい 

ア． 水辺に親しむ環境学習の場の設置 

 

５２６ 農地とのふれあい 

ア．農地保全に向けた取り組み（再掲 735） 

 

５２７ 自然を守り、自然とふれあう活動の支援 
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（１）水と緑でネットワークする「いのちのオアシス」づくり 

５１８ 区民主体の環境づくり 

街路樹や水辺、公園、道路、駅前広場などで活動するボランティア団体に対して安全で円滑な活動ができる

よう支援するとともに、区民相互の交流促進、相談支援、情報の収集・提供等の支援を行います。 

元気な桜を育てるまちづくりを目標に、区内の桜を守り育て、広める役割を担う人材を育成し、その活動を支

援します。 

施策コード ５１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成
支
援 

公園ボランティア 活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

まちかどボランティア 活動の相談・支援・広報 同左 同左 

事業費 ２０千円 ２０千円 ２０千円 

緑のボランティア 活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 ５０千円 ５０千円 ５０千円 

水辺のボランティア 活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 ２０千円 ２０千円 ２０千円 

 

５１９ 多様な生物が棲息できる環境づくり 

水辺環境調査をえどがわエコセンターに委託し実施することで現状把握を行い、そのデータを水辺の自然の

保全活動に活用していきます。 

多様な生物が棲息できる環境づくり実現のため、江戸川区版生物多様性地域戦略の策定や区民参加型の

情報発信・共有環境の整備を進め、区民の生物多様性に関する興味・関心の醸成や意識啓発を図ります。 

施策コード ５１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

水辺環境調査の実施 水辺環境調査 同左 同左 

事業費 １，６７４千円 １，６７４千円 １，６７４千円 

生物情報の共有 
生物情報の発信・共有

環境の整備 
情報収集・発信 同左 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 
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５２０ 水と緑の拠点づくりの拡大 

スーパー堤防整備等の機会を捉えて堤防天端等への桜並木の整備を進め、良好な景観や親水空間の創出

を図ります。 

施策コード ５２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

河川沿川の並木づくり 

江戸川二丁目地区協

議・調整 
さくら植栽工事 協議・調整 

篠崎公園地区協議・調

整 
同左 同左 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

５２１ 「いのちのオアシス」のネットワークづくり 

地域の憩いの場となる利用の促進を図るとともに、生態系に配慮した、より自然に近い親水緑道の整備を図り

ます。 

 

（２）自然とのふれあいの拡大 

５２２ 体験型イベントの実施 

 えどがわエコセンターで実施する自然観察会等の環境講座を支援します。 

施策コード ５２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

環境講座の実施 再掲５０４ 環境講座 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、環境講座の実施（施策コード５０４）の中で計上しています。 

 

５２３ 自然体験活動などの充実 

えどがわエコセンターを中心とした、諸団体が地域で行う環境に関する活動に対して支援を行います。 

また、多様な生物が棲息できる環境づくり実現のため、江戸川区版生物多様性地域戦略の策定や区民参加

型の情報発信・共有環境の整備を進め､区民の生物多様性に関する興味･関心の醸成や意識啓発を図ります。 

施策コード ５２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

環境教育の推進 

再掲５０５ 

地域の実情に合わせた

活動の支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

生物情報の共有 

再掲５１９ 

生物多様性地域戦略 

計画検討 
計画策定 計画実施 

生物情報の発信・共有

環境の整備 
情報収集・発信 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ＮＰＯ法人えどがわエコセンターへの支援（施策コード５０４）、生物情報の共有（施策コード５１９）の中で計上して

います。 
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５２４ 身近な自然を活かした休息と健康づくり 

河川堤防上の通路等の利用を図り、サイクリングロードの整備の充実に努める等、健康増進のために、自然

の中で気持ちよく散歩等が行える環境づくりを推進します。 

 

５２５ 水辺環境とのふれあい 

えどがわエコセンターや子ども未来館と連携し、豊かな水辺空間を活用した環境学習の場づくりを提供・推進

します。 

施策コード ５２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

水辺に親しむ環境学習の場

の設置 

環境学習等の場として

の活用 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

５２６ 農地とのふれあい 

本区の貴重なみどり・オープンスペースである農地について、保全や活用等に向けた取り組みを進めます。 

施策コード ５２６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

農地保全に向けた取り組み

再掲 735 
農地保全策の検討 同左 同左 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

５２７ 自然を守り、自然とふれあう活動の支援 

多くの生き物が生息する水辺の自然生態系を保全し、また国や都との連携により復元・再生を図って、より良

い水辺づくりを推進します。また、親水公園周辺に生息する生物や植物について学び、自然に親しみながら生

物調査と環境学習指導者を育成します。 
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４ 都市環境問題・有害化学物質への対応 

【施策の考え方】 

区民の暮らしに影響を及ぼす都市環境問題、有害化学物質等について、国及び都と協力しながら、区民、事

業者等とともに対応します。また、問題の発生及び被害の拡大を防止するための情報の共有化を図り、リスクの

低減に努めます。 

【施策体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活環境の改善・保全と新たな環境汚染問題への対応 

５２８ アスベスト対策 

解体工事等における事前調査や作業方法の不備によるアスベスト飛散を防止するため、工事業者に対して

適切な工事方法を指導します。また、建築物のアスベスト調査費の助成や、大気環境中のアスベスト濃度を測

定するなど、アスベスト対策を推進します。 

施策コード ５２８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

アスベスト飛散防止対策の 

推進 

建築物等の解体等工

事に対する指導 
同左 同左 

アスベスト除去等作業

に対する指導 
同左 同左 

大気環境測定の実施 同左 同左 

アスベスト調査費の助成 同左 同左 

事業費 １，３８２千円 １，３８２千円 １，３８２千円 

都
市
環
境
問
題
・
有
害
化
学
物
質
へ
の
対
応 

５２８ アスベスト対策 

ア． アスベスト飛散防止対策の推進 

 

５２９ 有害化学物質対策 

ア． 土壌汚染対策の推進及び適正管理化学物質対策の

推進 

 

５３０ 航空機騒音の監視 

ア． 航空機騒音の監視 

 

５３１ 新たな公害相談への対応 

ア． 新たな公害相談への対応 
 
 
 

新
た
な
環
境
汚
染
問
題
へ
の
対
応 

生
活
環
境
の
改
善
・
保
全
と 
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５２９ 有害化学物質対策 

有害化学物質の環境汚染や被害を防止するための取扱事業所等の情報を共有していきます。 

また、事業者に対する土壌汚染リスク、有害化学物質の適正な取り扱いや災害時のリスク管理等について周

知徹底し、化学物質対策を推進します。 

施策コード ５２９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

土壌汚染対策の推進及び適

正管理化学物質対策の推進 

有害物質取扱事業所

に対する啓発及び指導 
同左 同左 

適正管理化学物質取

扱事業所に対する啓発

及び指導 

同左 同左 

事業費 ３９７千円 ３９７千円 ３９７千円 

 

５３０ 航空機騒音の監視 

羽田空港着陸機の南風悪天候時等における、区上空飛行の状況、及び、騒音影響を確認するため、清新町

で航空機騒音の常時測定を継続して実施します。 

また、国土交通省に対し、引き続き航空機騒音低減について申し入れを行います。 

施策コード ５３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

航空機騒音の監視 

着陸機の騒音測定 同左 同左 

国土交通省への騒音

低減の申し入れ 
同左 同左 

事業費 ３，７３６千円 ３，７３６千円 ３，７３６千円 

 

５３１ 新たな公害相談への対応 

ライフスタイルの変化や価値観が多様化し、苦情内容が従来型の公害相談以外にも生活関連相談が多数寄

せられている現状を踏まえ、関係部署との連携や専門機関の紹介など、状況に応じた適切な対応により解決へ

と導きます。 

施策コード ５３１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

新たな公害相談への対応 
状況に応じた適切な 

対応 
同左 同左 

事業費 ９３２千円 ９３２千円 ９３２千円 
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第５節 

活力を創造する産業づくり 

 

１ ものづくり産業の活性化 

（１）自立型中小企業の支援 

   
２ 商業・生活サービス業の活性化 

（１）新しい商店街への経営革新 

 
３ 起業家の育成 

（１）情報産業などの起業・育成支援 

 
４ 都市農業の継承 

（１）特色ある都市農業の展開 

 
５ 伝統的地場産業の継承、発展 

（１）江戸川文化としての伝統的地場産業の振興 

 
６ 次代の産業を担う人材の育成 

（１）次代を担う人材育成の支援 

 
７ 新たなパートナーシップの確立 

（１）産業界の主体性を重視した行政システム 

 
８ 働く意欲あふれる環境づくり 

（１）多様な就業の場の確保と支援 
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１ ものづくり産業の活性化 

【施策の考え方】 

不透明な景気の状況、技術革新等による経済・産業構造全体の大きな変化等により、区のものづくり産業にと

って、厳しい経営環境が続いています。このため、区では、従来の下請加工型企業からの脱却を図り、高付加価

値を生み出す企画・提案型企業としての自立を支援するとともに、企業間連携と情報化による競争力の強化、も

のづくり技術の継承支援等を行い、ものづくり産業の活性化を図ります。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

も
の
づ
く
り
産
業
の
活
性
化 

６０１ マーケティング強化支援 

ア． 産業ときめきフェアの開催 （再掲112） 

イ． 産業ナビ（事業所データベース）の充実 

ウ． 江戸川区名産品の販売促進 

エ． 販路拡大の支援 

 

６０２ 既存技術の応用・技術開発支援 

ア． 大学等との連携の推進 

イ． 知的財産活用セミナーの実施 

ウ． 新製品・新技術開発等の支援 

エ． ものづくり企業の技術力向上及び連携構築の支援【新】 

オ． 中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成 

カ． セーフティネット保証等を利用する中小企業者への支援 

キ． 金融機関提案型融資への支援【新】 

 

６０３ 区民の暮らしと調和する生産環境の確保 

ア． 省エネルギー設備、地球温暖化対策取り組み企業支援を対象

とする融資のあっせん 

イ． 操業環境整備の支援 

 

６０４ ネットワーク構築支援 

ア． 大学等との連携の推進 （再掲602） 

イ． 産業ナビ（事業所データベース）の充実 （再掲601） 

ウ． ものづくり企業の技術力向上及び連携構築の支援【新】(再掲602) 

 

６０５ 情報化に対する支援強化 

ア． 中小企業者への充実した相談サービスと情報の提供 

イ． 情報技術関連設備を対象とする融資のあっせん 

 

自
立
型
中
小
企
業
の
支
援 

次ページへ 
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（１）自立型中小企業の支援 

６０１ マーケティング強化支援 

区内外の企業（主に区内製造業）が一堂に会し、展示・実演などにより優れた製品、技術力を企業並びに区

民に広く紹介するとともに、ビジネス情報交換会の開催によりマッチングの場を提供していきます。 

区内事業所の情報を掲載できるえどがわ産業ナビ（事業所データベース）の内容を充実させ、区内事業所の

受発注の拡大及びネットワークの構築を図ります。 

インターネット販売サイト「えどコレ！」等を通じて伝統工芸品をはじめとする江戸川区名産品の販売促進を行

います。また、東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催に向け、ブランド価値を高めるとともに、サイト情報等

の多言語化を図ります。 

区内中小事業者が自社の製品や技術の優秀性を国内外に広く紹介し、販路を拡大していく機会を支援する

ことにより、受発注の拡大を図ります。 

施策コード ６０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

産業ときめきフェアの開催 

再掲１１２ 
実施 同左 同左 

事業費 １１，６６４千円 １１，６６４千円 １１，６６４千円 

産業ナビ（事業所データ 

ベース）の充実 
実施 同左 同左 

事業費 ５，４１１千円 ５，４１１千円 ５，４１１千円 

江戸川区名産品の販売促進 実施 同左 同左 

事業費 １４，６３４千円 １４，６３４千円 １４，６３４千円 

販路拡大の支援 実施 同左 同左 

事業費 ８，３００千円 ８，３００千円 ８，３００千円 

 
 

６０６ 区内中小企業の人材確保・育成支援 

ア． ものづくり技術継承の支援 

イ． 人材確保・定着の支援 

ウ． ワーク・ライフ・バランス推進企業を対象とする融資のあっせん（再掲217） 

エ． ワーク・ライフ・バランスの推進 （再掲217） 

６０７ 区内中小企業で働く人々の支援 

ア． 産業ときめきフェアの開催 （再掲112） 

イ． 販路拡大の支援 （再掲601） 

ウ． ものづくり技術継承の支援 （再掲606） 

エ． 事業承継・人材不足等に関する経営課題の把握と計画づくりの

支援【新】 

 

前ページより 
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６０２ 既存技術の応用・技術開発支援 

大学等との連携を推進し、各種講座やセミナー等を実施するとともに、大学等との技術相談や共同研究など

の産学連携を円滑に行える環境整備を行い、区内中小事業者の技術力の向上を支援します。 

区内中小事業者のもつ優れた技術を特許・実用新案などの知的財産として活用・保護し、ライセンス契約のノ

ウハウ等を学ぶセミナーを開催することで、オンリーワン企業として販路拡大や新規取引確保の一助とします。 

区内中小製造事業者の技術開発力の向上を図るため、新製品・新技術の開発や実用製品化及び都立産業

技術研究センターの依頼試験利用等に要する経費を助成します。 

東京 2020オリンピック・パラリンピックに向け、区内中小製造事業者を中心としたグループによるものづくりの

取り組みを推進し、ものづくり企業の技術力向上や事業者間及び大学等の研究機関等との連携構築を図りま

す。 

経営の安定を図るため、セーフティネット保証等を利用した中小企業者に対し、利子補給を実施し、資金繰り

を支援します。また、本区の地域に根差した金融機関のその地元中小企業に対する知見を活かした融資により、

資金繰りを支援します。 

施策コード ６０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

大学等との連携の推進 実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

知的財産活用セミナーの実施 実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

新製品・新技術開発等の支援 実施 同左 同左 

事業費 １５，４５１千円 １５，４５１千円 １５，４５１千円 

ものづくり企業の技術力向上

及び連携構築の支援【新】 
実施 同左 同左 

事業費 ５，４７４千円 ５，４７４千円 ※※※千円 

中小企業振興事業資金の 

融資あっせんと保証料・ 

利子の助成 

（融資計画） 

２，１００件 

１４，０４６百万円 

同左 同左 

事業費 ３２３，４９７千円 ３２３，４９７千円 ３２３，４９７千円 

セーフティネット保証等を利

用する中小企業者への支援 

東京都制度融資（経営

セーフ等）利用者への

利子補給 

同左 同左 

事業費 １３，９８０千円 ７，０００千円 ７，０００千円 

金融機関提案型融資への 

支援【新】 

金融機関提案型融資

への支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）の中で計上しています。 
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６０３ 区民の暮らしと調和する生産環境の確保 

省エネルギー設備等を導入する中小企業者やエコカンパニー登録事業者を対象とした優遇制度により、エコ

タウンえどがわ推進計画※促進します。また、区内中小製造事業者が、操業環境の向上を目的とした取り組み

（防音・防振・防臭対策等）に要する経費を助成することにより、事業の継続と周辺住環境との調和を図ります。 

※ エコタウンえどがわ推進計画：地球温暖化防止を図るため、温室効果ガス削減の数値目標等を定めた計画。 

施策コード ６０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

省エネルギー設備、地球温

暖化対策取り組み企業支援

を対象とする融資のあっせん 

経営向上資金の 

あっせん 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

操業環境整備の支援 実施 同左 同左 

事業費 １７，０００千円 １７，０００千円 １７，０００千円 

「－」：事業費は、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）の中で計上しています。 

 

６０４ ネットワーク構築支援 

大学等との連携を推進し、各種講座やセミナー等を実施するとともに、大学等との技術相談や共同研究など

の産学連携を円滑に行える環境整備を行い、区内中小事業者の技術力の向上を支援します。 

えどがわ産業ナビ（事業所データベース）の内容を充実させ、区内事業所の受発注の拡大及びネットワーク

の構築を図ります。 

東京 2020オリンピック・パラリンピックに向け、区内中小製造事業者を中心としたグループによるものづくりの

取り組みを推進し、ものづくり企業の技術力向上や事業者間及び大学等の研究機関等との連携構築を図りま

す。 

施策コード ６０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

大学等との連携の推進 

再掲６０２ 
実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

産業ナビ（事業所データベー

ス）の充実 再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ものづくり企業の技術力向上

及び連携構築の支援【新】 

再掲６０２ 

実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、産業ナビ（事業所データベース）の充実（施策コード６０１）、ものづくり企業の技術力向上及び連携構築の支援

（施策コード６０２）の中で計上しています。 
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６０５ 情報化に対する支援強化 

中小企業相談室の窓口に加え、専門家の継続的な派遣や、ホームページでの提供情報の充実により、中小

企業者の様々な課題の解決を支援します。 

中小企業者の経費削減や販売チャンネル多様化などの経営を改善するため、ICT（情報通信技術）投資を支

援します。 

施策コード ６０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

中小企業者への充実した 

相談サービスと情報の提供 

窓口での各種相談 

（経営・金融・ものづくり） 

専門家の派遣 

ホームページ等での 

情報提供、相談受付 

同左 同左 

事業費 ３１，００５千円 ３１，００５千円 ３１，００５千円 

情報技術関連設備を対象と

する融資のあっせん 

経営向上資金の 

あっせん 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）の中で計上しています。 

 

６０６ 区内中小企業の人材確保・育成支援 

ものづくり技術に係る研修会等の開催や資格修得等に要する経費の一部を助成することにより、区内中小製

造事業者における技術の継承と人材の育成を図ります。また、人材の確保及び定着に資するセミナーの開催や

企業向け福利厚生事業の加入等に要する経費の一部を助成することで、区内中小事業者の人材確保・定着を

促進し、経営の安定化を図ります。 

仕事と生活の調和を図るワーク・ライフ・バランスを推進するため、ワーク・ライフ・バランス推進協議会を開催し、

産業賞において事業者の取り組みを表彰するとともに、事業内保育施設の設置や改修など従業員が仕事と家

庭生活を両立させやすい職場環境づくりなど、男女が共に働きやすい職場実現を導入する中小企業者の融資

を対象とした優遇制度により、ワーク・ライフ・バランスを推進していきます。 
施策コード ６０６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ものづくり技術継承の支援 実施 同左 同左 

事業費 ５００千円 ５００千円 ５００千円 

人材確保・定着の支援 実施 同左 同左 

事業費 ２，２００千円 ２，２００千円 ２，２００千円 

ワーク・ライフ・バランス 

推進企業を対象とする 

融資のあっせん 

再掲２１７ 

経営向上資金の 

あっせん 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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ワーク・ライフ・バランスの 

推進 再掲２１７ 

ワーク・ワイフ・バランス

推進協議会の開催 
同左 同左 

産業賞での企業表彰 同左 同左 

事業費 ３０千円 ３０千円 ３０千円 

「－」：事業費は、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）の中で計上しています。 

 

６０７ 区内中小企業で働く人々の支援 

区内外の企業（主に区内製造業）が一堂に会し、展示・実演等により優れた製品、技術力を企業並びに区民

に広く紹介するとともに、ビジネス情報交換会の開催によりマッチングの場を提供していきます。 

さらに、区内中小事業者が自社の製品や技術の優秀性を国内外に広く紹介し、販路を拡大していく機会を支

援することにより、受発注の拡大を図ります。また、区内中小製造事業者がものづくり技術に係る研修会等の開

催や資格修得等に要する経費の一部を助成することにより、区内中小製造事業者における技術の継承と人材

の育成を図ります。 

事業承継、人材確保・育成、設備改善など重要な課題について、多機関と連携しながら、企業カルテの作成

や解決プログラムの検討・実践によって、課題の解決を支援します。 

施策コード ６０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

産業ときめきフェアの開催 

再掲１１２ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

販路拡大の支援 

再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ものづくり技術継承の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

事業承継・人材不足等に関

する経営課題の把握と計画

づくりの支援【新】 

企業カルテ作成、事業

者と支援機関で解決プ

ログラム検討、実践 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、産業ときめきフェアの開催、販路拡大の支援（施策コード６０１）、ものづくり技術継承の支援（施策コード６０６）、中

小企業者への充実した相談サービスと情報の提供（施策コード６０５）の中で計上しています。 
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２ 商業・生活サービス業の活性化 

【施策の考え方】 

区内の商店街は、消費の低迷、多様化する消費者ニーズの変化等の影響のため、売上の減少、経営不振に

よる閉店等の厳しい状況に置かれています。 

このため、区では、空き店舗の活用等による独自の積極的な取り組み、これからの商店街に期待される新た

な社会的役割を担える商店街づくり等を支援し、商業・生活サービス業の再生と活性化を図ります。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

（１）新しい商店街への経営革新 

６０８ 商店街の計画的な振興 

「地域との協働による商店街づくり」を基本に、各商店街が地域コミュニティの核として生活の楽しみの場となり、

商店の売上が向上するよう支援していきます。また、振興プラン実現に向けて積極的に取り組む商店街に対し

て、総合的・重点的に支援していきます。 

施策コード ６０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

商店街振興プランの推進 
プランに基づいた計画的

な事業の推進 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

商
業
・
生
活
サ
ー
ビ
ス
業
の
活
性
化 

６０８ 商店街の計画的な振興 

ア． 商店街振興プランの推進 

６０９ みんなに楽しく便利な商店街づくり 

ア． 商店街パワーアップ支援事業の実施 

イ． 区内共通商品券まつりの実施 

ウ． ポイントカード事業への支援 

エ． 若手経営者の勉強会への支援 

オ． 商店街名物店づくり支援事業 

カ． EDOGAWA美味NAVI【新】 

キ． 商店街プロデュース事業【新】 

６１０ みんなにやさしく頼りにされる商店街づくり 

ア． モデル商店街事業の推進 

イ． 商店街エコイベントへの支援 

ウ． 商店街の環境整備事業 

６１１ 空き店舗の有効活用に向けた取り組み 

ア． 商店街パワーアップ支援事業の実施 （再掲609） 

イ． 空き店舗対策支援事業 

６１２ 駐車・駐輪問題の解決に向けた取り組み 

ア． 商店街パワーアップ支援事業の実施 （再掲609） 

６１３ 大規模商業施設、深夜営業商業施設の生活環境との調和 

６１４ 生活サービス業の活性化 

ア． 公衆浴場整備改善への支援 

イ． 公衆浴場のイベント・ＰＲ事業への支援 

新
し
い
商
店
街
へ
の
経
営
革
新 
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６０９ みんなに楽しく便利な商店街づくり 

区の商店街振興プランに基づいて実施されるイベントや活性化事業など、商店街の活性化に向けた計画的

な事業に対して支援を行っていきます。また、区内消費の活性策として、区内共通商品券を活用して区内の商

店が割引を行うことで、低迷する消費の喚起と区内商店における消費拡大につなげていきます。 

再来客効果の高いポイントカード事業を推進することで、商店街への集客力向上を目指していきます。さらに

子育て世帯や熟年者に対して、還元率の高いプレミアムポイントカードを配付することで、身近で優しいお得な

商店街づくり目指し、さらなる商店街活性化を図っていきます。 

若手経営者の会「江戸経塾」の自主事業を支援することにより、商店街の組織力強化および次世代を担う人

材の育成を図ります。 

東京都中小企業振興公社と連携しながら商店街の集客の核となる個店の魅力ある取り組みを支援することで、

商店街全体の活性化を目指していきます。 

飲食店を中心に区内の隠れた名店を紹介する多言語化に対応した動画を、「EDOGAWA美味 NAVI」として

「YouTube」で配信することにより、商店街の魅力発信およびインバウンド消費を促進していきます。 

商店街プロデュース事業において、商店街に中小企業診断士を派遣し、商店街の抱える問題点の改善を図

ることで、商店街活動の活性化及び組織的活動の強化を実現していきます。 

施策コード ６０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

商店街パワーアップ 

支援事業の実施 

イベントや活性化事業

への支援 
同左 同左 

事業費 ５６，２６０千円 ※※※千円 ※※※千円 

区内共通商品券まつりの 

実施 
実施 同左 同左 

事業費 ８３，０００千円 ※※※千円 ※※※千円 

ポイントカード事業への支援 実施 同左 同左 

事業費 ８，３９２千円 ※※※千円 ※※※千円 

若手経営者の勉強会 

への支援 
実施 同左 同左 

事業費 １３８千円 １３８千円 １３８千円 

商店街名物店づくり支援事業 実施 同左 同左 

事業費 ３００千円 ※※※千円 ※※※千円 

EDOGAWA美味NAVI【新】 実施 同左 同左 

事業費 ６，７９４千円 ※※※千円 ※※※千円 

商店街プロデュース事業【新】 実施 同左 同左 

事業費 ２，０７４千円 ※※※千円 ※※※千円 
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６１０ みんなにやさしく頼りにされる商店街づくり 

地域振興にもつながる活性化策を主体的に実施しようとする商店街を「モデル商店街」に指定し、その計画の

実現のために総合的な支援を行うとともに、事業効果を広く区内の商店街にフィードバックし、各商店街を刺激

していきます。また、商店街が、エコセンター等と連携して実施する「もったいない運動」など、環境に配慮した事

業を一層拡大していきます。 

商店街の近代化及び活性化を目的として、魅力ある商店街づくりに必要な共同施設の設置と運用に必要な

費用を支援していきます。 

施策コード ６１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

モデル商店街事業の推進 推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

商店街エコイベントへの支援 推進 同左 同左 

事業費 １，１０１千円 ※※※千円 ※※※千円 

商店街の環境整備事業 事業への支援 同左 同左 

事業費 ３８，０００千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

６１１ 空き店舗の有効活用に向けた取り組み 

空き店舗の活用事業を積極的に支援し、空き店舗を活かした商店街振興により話題性の高い商店街づくりを

めざしていきます。また、空き店舗を抱える区内商店会について、産業ナビを活用して空き店舗情報を集約した

物件検索サイトを運営し、出店希望者と商店会とのマッチングを推進していくとともに、出店設備資金を融資す

ることで入居の促進と商店街への加盟を促進して、空き店舗の解消をめざしていきます。 

施策コード ６１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

商店街パワーアップ 

支援事業の実施 再掲６０９ 

イベントや活性化事業

への支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

空き店舗対策支援事業 
産業ナビの活用 

設備資金融資 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、商店街パワーアップ支援事業の実施（施策コード６０９）、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子

の助成（施策コード６０２）の中で計上しています。 
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６１２ 駐車・駐輪問題の解決に向けた取り組み 

関係機関と連携を図りながら、駐車場や駐輪場等の整備と利用者のマナー向上の両面からの取り組みを進

め、各商店街の地域性に合った方法を協議していきます。 

施策コード ６１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

商店街パワーアップ 

支援事業 再掲６０９ 

イベントや活性化事業

への支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、商店街パワーアップ支援事業の実施（施策コード６０９）の中で計上しています。 

 
６１３ 大規模商業施設、深夜営業商業施設の生活環境との調和 

大規模商業施設、深夜営業商業施設等の出店に当たっては、大規模小売店舗立地法、住宅等整備事業に

おける基準等に関する条例に基づき適確な指導を実施するとともに、江戸川区大規模小売店舗連絡会を開催

する等、周辺の良好な住環境の保持に努めます。 

 

６１４ 生活サービス業の活性化 

公衆浴場が行う整備改善を支援し、浴場経営の安定に資するとともに区民の公衆衛生の確保に努めます。ま

た、区内の公衆浴場で構成された公衆浴場組合江戸川支部が実施するイベント湯やスタンプラリーなどイベント

事業等を支援することで、誰でも気軽に行ける身近な浴場を実現し、地域コミュニティのさらなる醸成を図りま

す。 

施策コード ６１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公衆浴場整備改善への 

支援 
実施 同左 同左 

事業費 ３６，０００千円 ３６，０００千円 ３６，０００千円 

公衆浴場のイベント・ＰＲ事業

への支援 
実施 同左 同左 

事業費 ７，２３６千円 ７，２３６千円 ７，２３６千円 
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３ 起業家の育成 

【施策の考え方】 

産業のソフト化・サービス化の進展により、情報産業をはじめ、環境関連産業、福祉サービス産業等の新しい

ビジネスが急成長しており、地域の生活者である区民自身が、自分たちの地域が抱える課題を解決し、地域の

活性化に努めています。 

このため、区では、情報産業等を区の新たな活力産業と位置づけ、重点的に支援するとともに、よりよい地域

社会の実現のためにも、環境関連産業や福祉サービス産業等の新しい起業家を積極的に育成します。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

（１）情報産業などの起業・育成支援 

６１５ 学習機会の提供の拡大 

大学等との連携を推進し、各種講座やセミナー等を実施するとともに、大学等との技術相談や共同研究など

の産学連携を円滑に行える環境整備を行い、区内中小事業者の技術力の向上を支援します。 

また、営業力強化のポイント等を学ぶセミナーを開催し、区内中小事業者の経営基盤強化を図ります。 

さらに、起業・経営に必要な基礎知識や手法、実践能力を習得する場を提供し、明日の区産業界を担う起業

家の育成・輩出を目指すとともに、受講者相互の交流を図り、区内産業活性化に資するネットワーク作りの基礎

をつくります。 

施策コード ６１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

大学等との連携の推進 

再掲６０２ 
実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

経営者支援セミナーの実施 実施 同左 同左 

事業費 ４５千円 ４５千円 ４５千円 
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成 

６１５ 学習機会の提供の拡大 

ア． 大学等との連携の推進 （再掲602） 

イ．  経営者支援セミナーの実施 

ウ． 起業家ゼミナールの実施 

６１６ 起業環境の整備 

ア． 起業家ゼミナールの実施 （再掲615） 

イ． ビジネスプランコンテストの実施 

ウ． 創業支援施設の運営 

エ． 起業家ネットワーク支援 

オ． 起業に係る相談支援体制の充実 

６１７ 起業家のマッチング支援 

ア． 大学等との連携の推進 （再掲602） 

６１８ 起業家の活動支援 

ア． 起業家ネットワーク支援 （再掲616） 

イ． 起業に係る相談支援体制の充実 （再掲616） 
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起業家ゼミナールの実施 実施 同左 同左 

事業費 ２，６１４千円 ２，６１４千円 ２，６１４千円 

 
６１６ 起業環境の整備 

起業・経営に必要な基礎知識や手法、実践能力を習得する場を提供し、明日の区産業界を担う起業家の育

成・輩出を目指すとともに、受講者相互の交流を図り、区内産業活性化に資するネットワーク作りの基礎をつくり

ます。また、優良なビジネスプランでの起業を目指す事業者を支援することで、区内における新たな事業活動の

創出を促進します。 

創業支援施設を適切に運営し、新たに起業しようとする方や起業してまもない事業者の事業活動の支援を行

うとともに、区内起業家を中心とする若手経営者の連携を支援することにより、起業家ネットワークの強化を図り

ます。 

創業支援資金のあっせんと連携して、起業家支援アドバイザー制度により、実践的な事業計画の策定と、営

業開始後の継続的な助言を実施し、堅実な起業者を育成します。 

施策コード ６１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

起業家ゼミナールの実施 

再掲６１５ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ビジネスプランコンテストの 

実施 
実施 同左 同左 

事業費 ５４２千円 ５４２千円 ５４２千円 

創業支援施設の運営 実施 同左 同左 

事業費 ２０，９６３千円 ２０，９６３千円 ２０，９６３千円 

起業家ネットワーク支援 実施 同左 同左 

事業費 １０４千円 １０４千円 １０４千円 

起業に係る相談支援体制の

充実 

専門家の派遣 

創業支援資金の 

あっせん 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、起業家ゼミナールの実施（施策コード６１５）、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施

策コード６０２）、中小企業者への充実した相談サービスと情報の提供（施策コード６０５）の中で計上しています。 

 

６１７ 起業家のマッチング支援 

大学等との連携を推進し、各種講座やセミナー等を実施するとともに、大学等との技術相談や共同研究など

の産学連携を円滑に行える環境整備を行い、区内中小事業者の技術力の向上を支援します。 
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施策コード ６１７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

大学等との連携の推進 

再掲６０２ 
実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

６１８ 起業家の活動支援 

区内起業家を中心とする若手経営者の連携を支援することにより、起業家ネットワークの強化を図ります。創

業支援資金のあっせんと連携して、起業家支援アドバイザー制度の活用により、堅実な起業者を育成します。 
施策コード ６１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

起業家ネットワーク支援 

再掲６１６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

起業に係る相談支援体制の

充実 

再掲６１６ 

専門家の派遣 

創業支援資金の 

あっせん 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、起業家ネットワーク支援（施策コード６１６）、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策

コード６０２）、中小企業者への充実した相談サービスと情報の提供（施策コード６０５）の中で計上しています。 
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４ 都市農業の継承 

【施策の考え方】 

区の農業は、小松菜や花卉等の特産物を有し、都市農業としては日本一ともいえる高い生産性を誇っていま

す。しかし、農地面積は年々減少を続けているほか、輸入農産物の増加による競争の激化等、区の農業を取り

巻く状況は一層厳しさを増しており、都市農業の存続が懸念されています。 

このため、区では、農地の保全に最大限努めるとともに、小松菜、花卉等の特産物を貴重な地域資源として

守り、特色ある地域産業として新たな展開を図ります。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）特色ある都市農業の展開 

６１９ 生産環境の充実 

農地の保全及び安定した農業経営の継続を図るため、営農が困難になった農家へ、人的支援として農作業

の受委託制度の活用をすすめていきます。 

ボランティア派遣方法や研修農園の仕組みを工夫し、農家がより利用しやすい農業ボランティア制度※を構

築し、農作業の支援を行います。研修農園での講義・実習を充実させ、ボランティアの知識・技術の更なる向上

を目指していきます。 

地域住民の農業に対する理解と、農地保全に資するため、耕作困難農地を区が農家から借り、多様なスタイ

ルの区民農園を開設します。 

※ 農業ボランティア制度：高齢化や後継者不足等の理由により、十分な活動が行えない農家にボランティアを派遣する制度。 

施策コード ６１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

受委託制度の活用への支援 実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

農業ボランティアの充実 実施 同左 同左 

事業費 ６６０千円 ６６０千円 ６６０千円 

多様な区民農園の運営 実施 同左 同左 

事業費 ４，１１０千円 ４，１１０千円 ４，１１０千円 
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６１９ 生産環境の充実 

ア． 受委託制度の活用への支援 

イ． 農業ボランティアの充実 

ウ． 多様な区民農園の運営 

 

６２０ 顔が見える農業の推進 

ア． 江戸川ブランドの活用 

イ． 直売事業の充実 
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６２０ 顔が見える農業の推進 

イベントや市場出荷などあらゆる機会において、ロゴマークやキャッチフレーズ・グッズなどのＰＲを行い、江戸

川区農業の基幹である小松菜や花卉などの特産物の魅力を広く周知し、江戸川農業の育成・活性化を推進し

ます。また、小松菜及び小松菜関連商品を活用した小松菜ＰＲ・販売促進事業を実施し、農業と商工業（飲食店

等）を連携させた区内農業のＰＲを行います。 

ホームページや直売マップの利用を通して直売所や庭先販売等のＰＲ強化を行い、農業経営の安定化を図

ります。 

施策コード ６２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川ブランドの活用 
キャンペーン活動の 

展開 
同左 同左 

事業費 ４，６２５千円 ４，６２５千円 ４，６２５千円 

直売事業の充実 PR活動の展開 直売マップ作成 PR活動の展開 

事業費 ５０４千円 ５０４千円 ５０４千円 
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５ 伝統的地場産業の継承、発展 

【施策の考え方】 

区には、伝統工芸品、金魚等の長い歳月と人が織りなす伝統的地場産業が存在し、江戸川の独特の文化を

形成しています。これからも、伝統工芸品の高度な技術と製品を次代に継承していくために、国及び都等との連

携を進め、計画的な振興を図ります。また、金魚は区の伝統ある貴重な地域資源として保存・継承を図ります。 

【施策体系図】 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

（１）江戸川文化としての伝統的地場産業の振興 

６２１ 伝統工芸産業の振興 

美術大学と連携し、区内の伝統工芸産業の製品開発・販路開拓の支援を行うことにより、江戸川区を象徴す

るような伝統工芸の育成に努めます。併せて、インターネット販売サイト「えどコレ！」等を通じて伝統工芸をはじ

めとする江戸川区名産品の販売促進を行います。また、東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催に向け、ブ

ランド価値を高めるとともに、サイト情報等の多言語化を図ります。 

施策コード ６２１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

伝統工芸産学公プロジェクト

の実施 
実施 同左 同左 

事業費 ８，４６８千円 ８，４６８千円 ８，４６８千円 

江戸川区名産品の販売促進 

再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

産業ときめきフェアの開催 

再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、江戸川区名産品の販売促進、産業ときめきフェアの開催（施策コード６０１）の中で計上しています。 
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６２１ 伝統工芸産業の振興 

ア． 伝統工芸産学公プロジェクトの実施 

イ． 江戸川区名産品の販売促進 （再掲601） 

ウ． 産業ときめきフェアの開催 （再掲601） 

６２２ 金魚、遊漁船の保存・継承 

ア． 金魚の保存･継承 

イ． 遊漁船の伝統技術の保存・継承 
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６２２ 金魚、遊漁船の保存・継承 

金魚まつりの実施や観賞魚フェアの後援、金魚グッズの活用を通して、江戸川区特産の金魚を区内外に広く

周知し、金魚の保存・継承を図ります。 

江戸の風情を今に伝える網船や屋形船などの遊漁船を区内外に広くＰＲし、集客力のアップや投網などの伝

統技術の保存・継承を図ります。 

施策コード ６２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

金魚の保存・継承 実施 同左 同左 

事業費 ６，１２０千円 ６，１２０千円 ６，１２０千円 

遊漁船の伝統技術の 

保存・継承 
実施 同左 同左 

事業費 ３３７千円 ３３７千円 ３３７千円 
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６ 次代の産業を担う人材の育成 

【施策の考え方】 

経営者、技術者等の高齢化により、経営の後継者、技術の継承者の不足等が深刻化しています。優れた技

術の喪失や後継者不足による事業所、店舗等の閉鎖はまちの活力の減退の一因となる恐れがあります。 

このため、区では、区内産業の活力を維持、発展させていくために、学校と地域の連携による産業教育の充

実を図るとともに、後継者の確保、新しい産業を創出する若手人材の育成、若い技術者への技術の継承等の次

代を担う人材育成を支援します。 

【施策体系図】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）次代を担う人材育成の支援 

６２３ 後継者の育成支援 

商店街等が自主的に実施する研修会や勉強会を支援し、次代を担う後継者育成を支援します。 

区内中小製造事業者がものづくり技術に係る研修会等の開催や資格修得等に要する経費の一部を助成す

ることにより、区内中小製造事業者における技術の継承と人材の育成を図ります。また、若手経営者を中心とし

た活動グループを結成し、その自主事業を支援して商店街の組織力強化へ繋げていきます。 

事業承継、人材確保・育成、設備改善など重要な課題について、多機関と連携しながら、企業カルテの作成

や解決プログラムの検討・実践によって、課題の解決を支援します。 
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６２３ 後継者の育成支援 

ア． 商工経営研究会への助成 

イ． ものづくり技術継承の支援 （再掲606） 

ウ． 若手経営者の勉強会への支援 （再掲609） 

エ． 事業承継・人材不足等に関する経営課題の把握と

計画づくりの支援 (再掲607) 

６２４ 企業内人材の育成支援 

ア． ものづくり技術継承の支援 (再掲606) 

イ．  事業承継・人材不足等に関する経営課題の把握と

計画づくりの支援 (再掲607) 

６２５ 起業家の育成支援 

ア． 起業家ゼミナールの実施 （再掲615） 

イ．  ビジネスプランコンテストの実施 （再掲616） 

ウ． 創業支援施設の運営 （再掲616） 

エ． 起業に係る相談支援体制の充実  （再掲616） 

６２６ 技術継承者の育成支援 

ア． ものづくり技術継承の支援 （再掲606） 

イ． キャリア教育 （再掲130） 

６２７ ものづくりのＰＲ支援 

ア． 産業ときめきフェアの開催 （再掲601） 

イ．  産業ナビ（事業所データベース）の充実 （再掲601） 
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施策コード ６２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

商工経営研究会への助成 講師の派遣 同左 同左 

事業費 ５４０千円 ５４０千円 ５４０千円 

ものづくり技術継承の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

若手経営者の勉強会 

への支援 再掲６０９ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

事業承継・人材不足等に関

する経営課題の把握と計画

づくりの支援 

再掲６０７ 

企業カルテ作成、事業

者と支援機関で解決プ

ログラム検討、実践 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ものづくり技術継承の支援（施策コード６０６）、若手経営者の勉強会への支援（施策コード６０９）、中小企業者へ

の充実した相談サービスと情報の提供（施策コード６０５）の中で計上しています。 

 

６２４ 企業内人材の育成支援 

ものづくり技術に係る研修会等の開催や資格修得等に要する経費の一部を助成することにより、区内中小製

造事業者における技術の継承と人材の育成を図ります。また、事業承継、人材確保・育成、設備改善など重要

な課題について、多機関と連携しながら、企業カルテの作成や解決プログラムの検討・実践によって、課題の解

決を支援します。 

施策コード ６２４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ものづくり技術継承の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

事業承継・人材不足等に関

する経営課題の把握と計画

づくりの支援 

再掲６０７ 

企業カルテ作成、事業

者と支援機関で解決プ

ログラム検討、実践 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ものづくり技術継承の支援（施策コード６０６）、中小企業者への充実した相談サービスと情報の提供（施策コード

６０５）の中で計上しています。 

 
６２５ 起業家の育成支援 

起業・経営に必要な基礎知識や手法、実践能力を習得する場を提供し、明日の区産業界を担う起業家の育

成・輩出を目指すとともに、受講者相互の交流を図り、区内産業活性化に資するネットワーク作りの基礎をつくり

ます。また、優良なビジネスプランでの起業を目指す事業者を支援することで、区内における新たな事業活動の
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創出を促進し、地域経済活性化の一助とします。 

創業支援施設を適切に運営するとともに、新たに起業しようとする方や、起業してまもない事業者の事業活動

の支援を行います。また、創業支援資金のあっせんと連携して、起業家支援アドバイザー制度の活用により、堅

実な起業者を育成します。 

施策コード ６２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

起業家ゼミナールの実施 

再掲６１５ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ビジネスプランコンテスト 

の実施 再掲６１６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

創業支援施設の運営 

再掲６１６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

起業に係る相談支援体制の

充実 

再掲６１６ 

専門家の派遣 

創業支援資金の 

あっせん 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、起業家ゼミナールの実施（施策コード６１５）、ビジネスプランコンテストの実施、創業支援施設の運営（施策コード

６１６）、中小企業振興事業資金の融資あっせんと保証料・利子の助成（施策コード６０２）、中小企業者への充実した相談サービス

と情報の提供（施策コード６０５）の中で計上しています。 

 

６２６ 技術継承者の育成支援 

ものづくり技術に係る研修会等の開催や資格修得等に要する経費の一部を助成することにより、区内中小製

造事業者における技術の継承と人材の育成を図ります。 

中学校でのキャリア教育を通じて、発達段階に応じて望ましい勤労観・職業観をもち、自らが進路を選択・決

定していくことに必要な能力・態度を身に付けさせます。 

施策コード ６２６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ものづくり技術継承の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

キャリア教育 

再掲１３０ 

チャレンジ・ザ・ドリーム

の実施 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ものづくり技術継承の支援（施策コード６０６）、キャリア教育（施策コード１３０）の中で計上しています。 
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６２７ ものづくりのＰＲ支援 

区内外の企業（主に区内製造業）が一堂に会し、展示・実演などにより優れた製品、技術力を企業並びに区

民に広く紹介します。 

区内事業所の情報を掲載できるえどがわ産業ナビ（事業所データベース）の内容を充実させ、区内事業所の

受発注の拡大及びネットワークの構築を図ります。 

施策コード ６２７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

産業ときめきフェアの開催 

再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

産業ナビ（事業所データ 

ベース）の充実 再掲６０１ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、産業ときめきフェアの開催、産業ナビ（事業所データベース）の充実（施策コード６０１）の中で計上しています。 
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７ 新たなパートナーシップの確立 

【施策の考え方】 

区では、多くの区民の声を活かしながら、産業政策の立案等を行ってきました。これからも、行政、産業関係

者、各企業、消費者としての区民等を含めた、それぞれの立場での意見を交換しながら施策の方向を見出して

いく政策形成を進めるとともに、よきパートナーとして区内産業を下支えする効果的なしくみづくりを図ります。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（１）産業界の主体性を重視した行政システム 

６２８ 産業界との連携強化 

６２９ 区民参加による産業振興 

地域工場団体との懇談を通じて、区内中小事業者の現状を把握し、産業構造の変化に伴う諸課題の解決を

図るため、効果的な産業振興施策の企画立案を行います。 

施策コード ６２８・６２９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域工場団体懇談会の実施 実施 同左 同左 

事業費 １５千円 １５千円 １５千円 

 

６３０ 産業振興センターの有効活用 

区内各産業関係者が有効に産業振興センターを活用できるよう運営の充実を図ります。 

施策コード ６３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

産業振興センターの運営 運営 同左 同左 

事業費 １１４千円 １１４千円 １１４千円 
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６２８ 産業界との連携強化 

ア． 地域工場団体懇談会の実施 

 

６２９ 区民参加による産業振興 

ア． 地域工場団体懇談会の実施 （再掲628） 

 

６３０ 産業振興センターの有効活用 

ア． 産業振興センターの運営 
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８ 働く意欲あふれる環境づくり 

【施策の考え方】 

区内中小企業で働く人々が安心していきいきと働けることが、まちのにぎわいと活力を創造します。そのため

に、労働環境の改善、福祉制度の充実等を図り、働く意欲あふれる環境づくりを推進します。また、一部では厳

しい雇用情勢が続いており、新しい時代にあわせて、区民の就業の場を柔軟に確保することが必要であり、多

様な就労支援を図ります。 

【施策体系図】 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（１）多様な就業の場の確保と支援 

６３１ 雇用の拡大 

各職業相談・紹介や就職面接会等を通じて、求人側、求職者の動向を捉え、就職に結びつけられる面接会と

するために、実施内容を精査していきます。 

「若年者就職サポート事業」により、若年求職者向け支援の充実を図ります。さらに、この事業を介した就職先

となるよう、区内中小企業の求人活動を支援していきます。 

施策コード ６３１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

職業相談・紹介 

（ほっとワークえどがわ） 

フルタイム・パート・内職

の職業相談・紹介 
同左 同左 

就職情報の提供 同左 同左 

出張相談の実施 同左 同左 

事業費 ７，７００千円 ７，７００千円 ７，７００千円 

えどがわ就職面接会 

（ほっとワークえどがわ） 

対象年齢、業種等を絞

った面接会及び小規模

面接会の開催 

同左 同左 

就職ガイダンスセミナー 

（面接準備支援） 
同左 同左 

事業費 ８３千円 ８３千円 ８３千円 
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６３１ 雇用の拡大 

ア． 職業相談・紹介（ほっとワークえどがわ） 

イ． えどがわ就職面接会（ほっとワークえどがわ） 

ウ． 若年者就職サポート事業（若年者就労支援） 

エ． 人材確保・定着の支援 （再掲606） 

 

６３２ キャリアアップ支援 

ア． キャリアカウンセリング 

イ． 就職応援セミナー 

ウ． ものづくり技術継承の支援 （再掲606） 
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若年者就職サポート事業 

（若年者就労支援） 

就職セミナー 

（若年者就職応援セミナー） 
同左 同左 

企業紹介・面接会 同左 同左 

企業の求人支援 同左 同左 

事業費 １０，６００千円 １０，６００千円 １０，６００千円 

人材確保・定着の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、人材確保・定着の支援（施策コード６０６）の中で計上しています。 

 

６３２ キャリアアップ支援 

若年者の自立・就職のために、多々ある形の支援の中から、基礎的なヒューマンスキルの向上と、就労先へ

の長期定着を目指して、就職活動前に習得が必要と思われる基礎部分を支援します。区内中小製造事業者が

ものづくり技術に係る研修会等の開催や資格修得等に要する経費の一部を助成することにより、区内中小製造

事業者における技術の継承と人材の育成を図ります。 

施策コード ６３２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

キャリアカウンセリング 

キャリアカウンセリング 

（ヤングほっとワークえど

がわ） 

同左 同左 

パソコンを利用した 

適職診断 
同左 同左 

事業費 ５，２９８千円 ５，２９８千円 ５，２９８千円 

就職応援セミナー 

保護者のセミナー 

（ニート・フリーターの 

家族支援） 

同左 同左 

若者きずな塾 

（ヒューマンスキルの向上

支援） 

同左 同左 

事業費 １，５３７千円 １，５３７千円 １，５３７千円 

ものづくり技術継承の支援 

再掲６０６ 
実施 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ものづくり技術継承の支援（施策コード６０６）の中で計上しています。 
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第6節 

区民の暮らしを力づよく 

支えるまちづくり 

 

１ 都市基盤の充実・質の向上 

（１）土地利用と市街地整備の方針 
（２）木造密集市街地の改善 

（３）良好な市街地環境の創出 

（４）大規模公園予定地の整備 

（５）地域生活圏と中心核の整備 

 

２ 利便性の高い道路、交通、情報ネットワークの整備 

（１）道路ネットワークの形成 

（２）鉄道の整備 

（３）楽しく快適に移動できる交通 

（４）情報通信ネットワーク化の推進 

 

３ 地域の魅力を高めるまちづくり 

（１）水と緑にあふれる都市環境の充実 

（２）美しい都市景観づくり 

（３）住みよく永住できる居住環境づくり 

（４）歩いて楽しめる個性あるまち 

（５）安心して生活できるまちづくり 

 

４ 安全で災害に強いまちづくり 

（１）防災まちづくり 

（２）防災体制の充実 

（３）みんなで守るまちづくり 
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１ 都市基盤の充実・質の向上 

【施策の考え方】 

「江戸川区街づくり基本プラン」に基づいた計画的なまちづくりを進め、安全で魅力ある都市の形成を目指し、

社会経済状況の変化及び価値観の多様化に対応した、区民生活の質が高まるよう、土地利用、市街地整備等

を進めます。 

併せて、これからのまちづくりにおいて、区民が主体的に活動し、地域毎に将来のまちの姿について区と認識

を共有し、地区の個性に応じた区民発意のまちづくりを進めます。 

【施策体系図】  
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７０１ 良好な住宅市街地の形成 

７０２ 調和のとれた住工共存型市街地の形成 

７０３ にぎわいある商業系市街地の形成 

ア． 南小岩六丁目地区第一種市街地再開発事業 

イ． JR小岩駅北口地区第一種市街地再開発事業 

ウ． 京成小岩駅周辺地区の整備 

エ． 南小岩七丁目地区土地区画整理事業・市街地再開発 

事業一体的施行 

オ． 補助第２８５号線（南小岩八丁目）・区画街路第２８号線  

カ． 平井五丁目駅前地区第一市街地開発事業【新】 

７０４ 農地の保全 

７０５ 流通業務地区 

７０６ 土地利用調整地区 

 

７０７ 木造住宅密集地区の整備 

ア． 密集住宅市街地整備促進事業 

イ． 不燃化特区事業 

ウ． 都市防災不燃化促進事業 

７０８ 細街路の整備および狭小敷地の改善 

ア． 良質な居住水準への誘導 

７０９ 小松川地区防災拠点再開発事業 

 

７１０ 土地区画整理事業の推進 

     ア．土地区画整理事業の推進 

 

７１１ 地区別整備方針の確立 

ア． スーパー堤防とまちづくり整備地区の検討【新】 

イ． スーパー堤防とまちづくり地区別整備の推進 

アー１ 北小岩一丁目東部地区 

アー２ 上篠崎一丁目北部地区 
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次ページへ 
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（１）土地利用と市街地整備の方針 
７０１ 良好な住宅市街地の形成  
地域地区※指定、地区計画※等を活用し、土地の細分化防止、建物の高さ規制等によって、地区ごとの特性

にあわせた良好な住環境の創出及び保全を図ります。 

また、木造住宅密集地区※については、密集住宅市街地整備促進事業※を推進することにより、生活道路を

拡幅し、安全な住宅市街地の形成を図ります。併せて、建替え更新時に狭あい道路の拡幅整備、狭小敷地の

改善のための隣接敷地買い増しの誘導等を図るとともに、一定規模の土地の開発に当たっては、周辺の住環

境と調和のとれた土地利用を誘導します。 

※ 地域地区：都市計画区域内の土地を利用目的によって区分し、建築物等について必要な制限を課すことにより、土地の合理

的利用を図るもの。 

※ 地区計画：小規模な地区を対象として、用途地域では決められない詳細な土地利用、建築の形態等を決める計画。 

※ 木造住宅密集地区：木造住宅の密度が高く、その中に老朽住宅が相当数含まれ、道路等の公共施設整備の水準が低く、防

災危険度が高い地区。 

※ 密集住宅市街地整備促進事業：老朽木造住宅が密集している地区において、道路や公園等の公共施設、生活環境施設の整

備や老朽木造住宅の建替え等を促進し、居住環境の向上や良質な住宅供給を行う事業。 

 
７０２ 調和のとれた住工共存型市街地の形成  
用途地域※、特別用途地区※、地区計画等を活用することにより、地区ごとの特性にあわせたきめ細かい地区

ルールづくりを推進し、住工が共存する環境の整備に努めます。 

また、工業系用途地域内での集合住宅等の土地利用の転換に当たっては、周辺環境との調和に配慮した建

設計画を誘導します。 

※ 用途地域：住宅・商店・工場等が混乱して立地するのを防ぐため、地域ごとに建てられる建物の種類を規制したもの。 

※ 特別用途地区：地域地区の目的を基本とし、これを補完するため、建築基準法に基づき地区の特性や課題に応じて地方公共

団体の条例で建築物の用途に係る規制の強化又は緩和を行うもの。（本区の場合は、特別業務地区、特別工業地区の２種類

を指定） 
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７１２ 篠崎公園・宇喜田公園の整備促進 

ア． 篠崎公園・宇喜田公園の整備促進 

イ． 公園整備にあわせた高台化の推進 

７１３ 江戸川緑地における整備のあり方の検討 

ア． 江戸川緑地における整備のあり方の検討 

 

７１４ 生活圏の個性を活かした魅力あるまちづくり 

 

７１５ 地区計画によるまちづくりの誘導 

ア． 地区計画の策定 

７１６ 自主的なまちづくり活動の支援 

ア． まちづくり推進コンサルタントの派遣 

７１７ 区民提案によるルールづくりの推進 

前ページより 
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７０３ にぎわいある商業系市街地の形成  
主要鉄道駅の周辺は、商業や交通の拠点となる地域中心核にふさわしい高度利用を誘導し、賑わいのある

商業機能、事務所等の業務機能の充実を図ります。特に、ＪＲ小岩駅周辺地区は、道路・駅広場等の都市施設、

及び地区別の事業推進を図ります。また、京成小岩駅周辺地区は京成本線連続立体化事業の推進に向けて、

まちづくりを進めます。 

平井五丁目駅前地区は、駅前商業拠点としての商業・業務施設の充実と、質の高い住宅供給による定住人

口の増加、及びにぎわいを創出するため歩行空間の整備を図ります。 

施策コード ７０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

南小岩六丁目地区 

第一種市街地再開発事業 
権利変換計画認可 建設工事 同左 

事業費 ３６８，４００千円 ５，３５２，０００千円 ２，０９３，０００千円 

JR小岩駅北口地区 

第一種市街地再開発事業 
都市計画決定 

事業認可 

組合設立 
権利変換計画認可 

事業費 ０千円 １，０８０，０００千円 ５，１９１，０００千円 

京成小岩駅周辺地区の整備 地区再生計画作成 同左 街区整備計画作成 

事業費 ９,５７６千円 ※※※千円 ※※※千円 

南小岩七丁目地区 

土地区画整理事業・市街地

再開発事業一体的施行 

事業計画策定(区画整理)

都市計画協議(再開発) 
同左 

換地計画認可(区画整理) 

事業認可・組合設立(再開

発） 

事業費 ５８４，２８１千円 ２７５，０００千円 ２２６，０００千円 

補助第２８５号線 

（南小岩八丁目） 

区画街路第２８号線 

用地買収 同左 街築工事 

事業費 ３８，２１１千円 ７１１，０００千円 ７５６，０００千円 

平井五丁目駅前地区 

第一種市街地再開発事業

【新】 

事業認可 

組合設立 
権利変換計画認可 建設工事 

事業費 ２９２，９００千円 １，８２９，０００千円 １，３７８，０００千円 

 
７０４ 農地の保全 
「江戸川区生産緑地地区に定めることができる区域の規模に関する条例」の制定により指定面積を引き下げ

たことから、生産緑地地区の追加指定を行い、農地の保全に努めます。 

 
７０５ 流通業務地区 
東京東部の流通拠点としての環境を維持するとともに、高機能な物流拠点としての適切な誘導を図ります。 

 

７０６ 土地利用調整地区 
大規模な都市機能の転換に当たっては、地区の立地特性・機能特性を考慮しながら、特別用途地区、地区計画

等の活用を図り、都市の魅力と活力につながる土地利用の促進に努めます。 
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（２）木造密集市街地の改善 

７０７ 木造住宅密集地区の整備  

主要生活道路の拡幅、防災機能を持つ公園・ひろば等の整備を推進し、良好な住環境と災害に強いま

ちづくりを推進します。 

不燃化特区事業は、東京都防災都市づくり推進計画における整備地域内の特に改善を要する地域を不

燃化特区（重点整備地域）に指定し、地区内において老朽化建築物の除却や不燃化を促進することで、

燃えにくいまちの形成に努めます。 

また、主要な避難路である都市計画道路の整備に合わせ、沿道の老朽建築物の不燃化建替えを促進し、延

焼遮断帯の形成を図ることにより、大地震等による火災時の安全な避難・輸送を確保するとともに、火災の燃え

広がりにくい防災性の高い市街地の形成を図ります。 

施策コード ７０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

密
集
住
宅
市
街
地
整
備
促
進
事
業 

春江町三丁目南地区 事業完了 － － 

南小岩七・八丁目地区 

事業中 同左 

同左 

松島三丁目地区 

一之江四丁目南地区 

江戸川一丁目地区 

中葛西八丁目地区 

二之江西地区 

平井二丁目付近地区 

南小岩南部・東松本 

付近地区 
事業開始 事業中 

上一色・本一色・興宮町

地区 
拡幅路線現況測量 事業開始 事業中 

事業費 ７８８，２２３千円 ６５５，０００千円 ８１８，０００千円 

不
燃
化
特
区
事
業 

南小岩七・八丁目 

周辺地区 

事業中 同左 同左 

松島三丁目地区 

平井二丁目付近地区 

南小岩南部・東松本 

付近地区 

事業費 １２８，８００千円 １２８，８００千円 １２８，８００千円 
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都
市
防
災
不
燃
化
促
進
事
業 

補助第１４２・ 

１４３号線地区 
事業中 同左 同左 

補助第１４４号線地区 

補助第２８５号線地区 不燃化促進調査 関係機関協議 事業開始 

事業費 ５２，０２８千円 ４８，０００千円 ４８，０００千円 

 
７０８ 細街路※の整備および狭小敷地の改善 

区民及び事業者の理解と協力を得ながら、細街路の拡幅整備を推進します。また、細街路拡幅整備指針を

ホームページで公開することで、建築行為全般が円滑に推進できるよう図ります。 

※ 細街路：幅員４ｍ未満の道路。 
施策コード ７０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

良質な居住水準への誘導 細街路拡幅整備の推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 
７０９ 小松川地区防災拠点再開発事業 
３１年度の事業終了に向け、未着工街区の調整を東京都と行います。 

 

（３）良好な市街地環境の創出 

７１０ 土地区画整理事業※の推進 
事業中の土地区画整理事業の早期完了を目指し、防災性の向上を図り、安全で良好な環境の創出に努

めます。また、清算事務の早期完了に努めます。 

※ 土地区画整理事業：土地所有者等から土地の一部を提供してもらい、道路や公園等に活用し、市街地を面的に整備すること

で居住環境を向上させ、一方で宅地を整形化し利用増進を図ることを目的とした事業。 
施策コード ７１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

土地区画整理事業の推進 

一之江駅西部地区 

清算事務 
同左 同左 

瑞江駅北部地区 

清算事務 
同左 同左 

篠崎駅西部第四期街区 

清算事務 
同左 同左 

篠崎駅西部第五期街区 

事業準備 
認可 

予備設計 

関係機関調整 

事業費 ３，７５０千円 ３，０００千円 ３，０００千円 
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７１１ 地区別整備方針の確立 

区全体の防災性を強化するため、まちづくりと一体となったスーパー堤防※整備を推進します。また、「篠崎公

園地区」につづく「スーパー堤防とまちづくり」を進める地区について、地域の現状把握と課題整理を行い、基本

構想の策定に向けた検討を行います。 

※スーパー堤防：堤防の街側を盛土し、その幅は堤防高さの約30倍で非常に幅が広く予想を超える洪水でも壊れることが無い堤防。 

施策コード ７１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

スーパー堤防とまちづくり 

整備地区の検討【新】 
現状把握と課題整理 基本構想素案の作成 基本構想案の作成 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

スーパー堤防とまちづくり 

地区別整備の推進 

北小岩一丁目東部地区 

換地計画縦覧 
換地処分 清算事務 

上篠崎一丁目北部地区 

換地計画案の策定 

宅地造成工事 

仮換地指定 
第一次仮換地引渡 

事業費 １，１９７，１０２千円 ３８６，０００千円 １９１，０００千円 

 

（４）大規模公園予定地の整備 

７１２ 篠崎公園・宇喜田公園の整備促進 
篠崎公園、宇喜田公園については、都市計画公園・緑地の整備方針において、２０２０年までに優先的に整

備を行う「優先整備区域」として位置づけられ、東京都により整備が進められています。今後も、公園の整備促

進、早期完成を要請していきます。 

低地帯である本区においては、大島小松川公園や葛西臨海公園などのように大規模公園の地盤を高く整備

することは水害時にも命を守る安全な避難場所として防災上大変重要です。今後も篠崎公園など大規模公園

の整備にあわせた高台化を東京都に要請していくとともに､東京都と連携して公園高台化の実現を目指します。 

施策コード ７１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

篠崎公園・宇喜田公園 

の整備促進 
整備促進要請 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

公園整備にあわせた 

高台化の推進 
要請 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

７１３ 江戸川緑地における整備のあり方の検討 
江戸川・旧江戸川沿川のまちづくり事業にあわせ、緑地の整備を推進します。 

施策コード ７１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川緑地における 

整備のあり方の検討 

仮称 江戸川二丁目 

公園地区 
沿川緑地整備の検討 同左 

事業費 ２６９，７８１千円 －千円 －千円 
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（５）地域生活圏と中心核の整備 

７１４ 生活圏の個性を活かした魅力あるまちづくり 
区民生活の多様化を踏まえつつ、区内６つの地域（中央、小松川・平井、葛西、小岩、東部、鹿骨）がそれぞ

れ快適性、利便性及び安全性を高め、区民が誇りと愛着をもって生活できるよう、個性的で魅力的なまちづくり

を推進します。 

 
７１５ 地区計画によるまちづくりの誘導 
住民の理解と参加による地域の特性にあった地区計画を策定し、建築物、土地利用等の規制・誘導及び一

部事業の導入によるまちづくりを推進します。なお、東京都が策定した「土地区画整理事業を施行すべき区域※

の市街地整備のためのガイドライン」や「用途地域等に関する指定方針及び指定基準」に基づいた都市計画変

更を適宜行います。 

※ 土地区画整理事業を施行すべき区域：戦災復興のもとに市街地の拡大を抑止するために緑地として整備することを指定された

旧緑地地域を指定解除することに伴って、土地区画整理事業により基盤整備水準を上げる予定地域として指定された区域。 

 
７１６ 自主的なまちづくり活動の支援 

区民の自主的なまちづくり活動などを支援するために、必要に応じて専門家の派遣を行います。 

施策コード ７１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

まちづくり推進 

コンサルタントの派遣 
２地区程度 同左 同左 

事業費 ２００千円 ２００千円 ２００千円 

 
７１７ 区民提案によるルールづくりの推進 
区民提案による地区計画、建築協定※等の地区のルールづくりを推進します。 
※建築協定：土地所有者等の全員の合意によって建築物の敷地、位置、構造、用途、形態、意匠等の基準を定めた協定。 

施策コード ７１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地
区
計
画
の
策
定 

南小岩南部・東松本 

付近地区 
地区計画決定 運用・実現 同左 

上一色・本一色・興宮町

地区 

素案策定 

拡幅路線現況測量 
地区計画決定 運用・実現 

まちづくり推進地区の 

検討 
推進地区の調査 推進地区素案検討 推進地区素案策定 

事業費 ３８，１２７千円 ７，０００千円 ※※※千円 
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２ 利便性の高い道路、交通、情報ネットワークの整備 

【施策の考え方】 

都市計画道路や橋梁の整備による道路ネットワーク、公共交通機関、自転車走行環境等を効果的に整備・

活用し、誰もが安心・快適に移動できるまちづくりを進めます。 

また、高度情報化に対応した情報通信の利便性の高いまちをめざします。 

【施策体系図】 
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７１８ 区民生活を担う道路の整備 

ア． 地域幹線道路の整備促進 

イ． 地域幹線道路の整備準備 

 

７１９ 橋梁の整備 

ア． 新中川橋梁整備の検討 

イ． 松本橋架け替え 

ウ． 瑞江大橋架け替え【新】 

エ． 都県橋の整備 

補助１４３号線・補助２８６号線 

放射１６号線 

 

７２０ 自転車道路のネットワーク形成 

ア． 自転車走行環境整備 

 

７２１ 歩行者に安全な道路ネットワークの形成 

ア． 路肩のカラー化 

 

７２２ メトロセブンの整備促進 

 

７２３ 京成線の立体化の検討 

ア．京成本線の連続立体交差事業の推進 

７２４ 鉄道混雑の緩和とバリアフリーの推進 

 

７２５ 自転車を利用しやすい環境整備 

ア． 総合自転車対策の推進 

 

７２６ 利便性の高いバス交通の充実 

 

７２７ 誰もが快適に移動できるユニバーサルデザインの推進 
ア． 歩道巻き込み部の段差解消 （再掲427） 

イ． 公共施設のバリアフリー化 （再掲427） 

ウ． バリアフリーマップの改定 （再掲427） 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成 

鉄
道
の
整
備 

楽
し
く
快
適
に
移
動
で
き
る
交
通 

次ページへ 次ページへ 
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（１）道路ネットワークの形成 

７１８ 区民生活を担う道路の整備 

地域幹線道路となる都市計画道路の整備を推進し、円滑な道路交通の確保及び質の高いまちづくりを推進

します。併せて、電線類の地中化の推進を図ります。 

施策コード ７１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地
域
幹
線
道
路
の
整
備
促
進 

補助第２６４号線 

（北小岩） 

建物調査・算定 

用地買収 道路整備 
同左 道路整備 

補助第２８４・２８８号線 

（中央） 
用地買収 道路整備 同左 同左 

補助第２８８号線 

（南篠崎） 

建物調査・算定 

用地買収 道路整備 
用地買収 道路整備 道路整備 

補助第２８８号線 

（北篠崎） 

建物調査・算定 

用地買収 
同左 同左 

補助第２８８号線 

（上篠崎） 
建物調査・算定 

建物調査・算定 

用地買収 
同左 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
推
進 

情
報
通
信 

７２８ 自動車交通の円滑化 

ア． 違法駐車防止活動 

 

７２９ 交通安全の推進 

ア． 交通安全の意識啓発・教育の推進 

イ． 交通事故相談 

 

７３０ 通行支障箇所の改善 

ア． 交通安全設備の整備 

イ． 交差点の特殊舗装（滑り止め舗装） 

 

７３１ 情報通信基盤の整備促進 

 

７３２ 電子区役所への取り組み 

ア． 情報処理基盤の運用 

 

７３３ 地域情報ネットワークの構築の検討 

 

前ページより 前ページより 
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（
地
域
幹
線
道
路
の
整
備
促
進
）

 

補助第２８８・２９０号線 

（一之江） 

建物調査・算定 

用地買収 道路整備 
用地買収 道路整備 道路整備 

補助第２８９号線 

（春江） 
用地買収 道路整備 同左 道路整備 

補助第２８９号線 

（江戸川） 

建物調査・算定 

用地買収 
同左 用地買収 道路整備 

補助第２８９号線 

（東葛西） 

建物調査・算定 

用地買収 
同左 同左 

事業費 ２，３４２，０００千円 ２，５５８，０００千円 ２，５２６，０００千円 

整
備
準
備 

補助第２８５号線 

（南小岩） 
事業化準備 事業認可 建物調査・算定 

補助第２８８号線 

（松江） 
－ 現況測量 用地測量 

事業費 ２０，０７８千円 １２，０００千円 ４４，０００千円 

 
７１９ 橋梁の整備 
新中川橋梁整備基本計画にて対象となっている松本橋の架け替え事業については、平成 33年度末（2021

年度末）完成を目指すとともに、完成後、瑞江大橋架け替えに着手できるよう、設計や関係機関等との協議を進

めていきます。また、未整備橋梁（鹿本橋・春江橋）については、江戸川区橋梁等長寿命化修繕計画との整合

を図りながら、今後の整備内容を検討します。 

都県橋（補助１４３号線・補助２８６号線・放射１６号線）は、都市計画道路第四次事業化計画において、東京

都施行の優先整備路線に位置付けられていることから、東京都・千葉県に早期整備を強く要請していきます。 

施策コード ７１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

新中川橋梁整備の検討 整備内容の検討 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

松本橋架け替え P2橋脚・護岸工事 P1橋脚・護岸工事 上部架設工事 

事業費 ２９２，４００千円 ３３６，０００千円 ６８９，５００千円 

瑞江大橋架け替え 

【新】 

予備設計 

関係機関等協議 

計画協議 

同左 

詳細設計 

同左 

事業費 ２９，９５２千円 ※※※千円 ※※※千円 

都県橋の整備 

補助１４３号線・補助２８６号

線・放射１６号線 

関係機関調整、 

東京都・千葉県へ 

整備要請 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 
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７２０ 自転車道路のネットワーク形成 

自転車が車道の左側を走行することを促し、安全性を高めるため、ブルーレーンや自転車ナビマーク等の設

置を進めていきます。特に、東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けて、葛西地区を重点的に整備します。 

区道は、これまで駅等の拠点周辺を中心に行ってきた整備を区内全域に広げネットワーク化させるとともに、

国道・都道については、引き続き各道路管理者に整備を要請していきます。 

施策コード ７２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

自転車走行環境整備 
区道部の整備 

国・都へ整備要請 
同左 同左 

事業費 ６１，３１３千円 ７２，８００千円 ６５，３００千円 

 

７２１ 歩行者に安全な道路ネットワークの形成  

交通事故減少を図るため、警察と連携しながら､交通事故多発路線の重点的な安全対策等に取り組みます。 

施策コード ７２１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

路肩のカラー化 
整備工事 

２，０００ｍ 
同左 同左 

事業費 ５０，０００千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 

 

（２）鉄道の整備 

７２２ メトロセブンの整備促進 

「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」として、平成２８年４月の交通政策審議会

答申に位置付けられているため、その実現に向けて、事業性の課題について事業計画の検討と、高額な事業

費の縮減等諸課題の解決に取り組んでいきます。 

施策コード ７２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

メトロセブンの整備促進 

環七高速鉄道(メトロセ

ブン)促進協議会、区部

周辺部環状公共交通

都区連絡会での調査業

務委託 

同左 同左 

事業費 １，０００千円 １，０００千円 １，０００千円 

 

７２３ 京成線の立体化の検討 

京成本線立体化について、東京都、葛飾区及び京成電鉄との調整により課題解決を図り、早期に事業化さ

れるよう取り組んでいきます。 
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施策コード ７２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

京成本線の連続立体交差 

事業の推進 

京成本線連続立体交

差実現に向けて東京都

等と調整 

同左 同左 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 
７２４ 鉄道混雑の緩和とバリアフリーの推進 
各路線における通勤・通学の混雑緩和策の検討と、各駅における内方線付き点状ブロックやホームドアの設

置を、鉄道事業者に要請します。 

 

（３）楽しく快適に移動できる交通 

７２５ 自転車を利用しやすい環境整備 
「自転車の走るまち・放置自転車ゼロ」を目指し、①駅前駐輪場の整備②放置禁止区域のエリア制実施③自

転車業務駅別委託による放置自転車撤去啓発活動の効率化④自転車利用者のマナー向上を４本の柱とし、

総合自転車対策を推進していきます。また、多様化する利用者のニーズに対応するため、指定管理者による管

理へ移行させることで、住民サービスの向上及び経費の削減を図ります。 

 
７２６ 利便性の高いバス交通の充実 
バス交通の利便性向上を図るため、増便や運行ルートの改編、乗継利便性の向上等をバス事業者と協議し、

改善が図れるよう要請していきます。 
 
７２７ 誰もが快適に移動できるユニバーサルデザイン※の推進 
バリアフリーのまちづくりを進めるために、歩道巻き込み部の段差解消等を推進するとともに、エレベーターや

自動扉の設置、多目的手洗所への改修等のバリアフリー化を推進します。また、誰もが安心して街に出かけ施設

利用ができるように、バリアフリーマップの改定版を作成し、周知及び活用に努めます。 

※ ユニバーサルデザイン：年齢、性別、障害の有無等にかかわりなく、どんな人でも使えるように設計されたデザイン。 

施策コード ７２７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

歩道巻き込み部の段差解消 

再掲４２７ 

道路改修及び占用工

事にあわせて改修 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

施策コード ７２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

総合自転車対策の推進 

総合自転車対策業務

の駅別一括業務委託 

（11駅） 

総合自転車対策業務 

の駅別一括業務委託 

（11駅） 

＊うち駐輪場施設のみ

指定管理（４駅） 

同左 

事業費 ９５８，９５１千円 ※※※千円 ※※※千円 
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公
共
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化 

再
掲
４
２
７ 

区民施設・ 

学校施設 
手洗所改修５施設 

手洗所改修５施設 

エレベーター設置１施設  
手洗所改修３施設 

事業費 －千円 －千円 －千円 

駅前広場・公園 手洗所改修４施設 手洗所改修３施設 手洗所改修２施設 

事業費 －千円 －千円 －千円 

バリアフリーマップの改定 

再掲４２７ 
配布 ２０００冊 作成 配布 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、歩道巻き込み部の段差解消、公共施設のバリアフリー化、バリアフリーマップの改定（施策コード４２７）の中で計

上しています。 

 

７２８ 自動車交通の円滑化 

区民・警察との協働による違法駐車防止パトロール等を実施して違法駐車台数の減少をめざします。また、違

法駐車のない安全で安心して生活できるまちづくりを推進するため、「環境をよくする運動」の各地区大会を中

心として、効果的、実効性のある啓発活動を行います。 

施策コード ７２８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

違法駐車防止活動 
違法駐車防止パトロー

ル等の実施 
同左 同左 

事業費 ２，５３４千円 ２，５３４千円 ２，５３４千円 

 

７２９ 交通安全の推進 

様々な世代に応じた交通安全教室を実施し、交通安全意識などの向上を図り、交通事故の 4 割を占める自

転車・熟年者交通事故の防止を推進していきます。 

また、関係機関等と連携しながら、交通事故に係る困りごとや疑問などを過去の資料や判例を参考に、解決

への筋道をわかりやすく相談者に説明指導することにより、円満な解決を支援します。 

施策コード ７２９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

交通安全の意識啓発・教育

の推進 

交通安全意識の啓発 同左 同左 

交通安全教室の開催 同左 同左 

事業費 ２２，６８３千円 ２２，６８３千円 ２２，６８３千円 

交通事故相談 交通事故相談 同左 同左 

事業費 １７３千円 １７３千円 １７３千円 
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７３０ 通行支障箇所の改善 
誰もが安全に道路を利用できるよう、交通管理者、地域住民と連携を図り、交通環境の向上に努めていきま

す。 

施策コード ７３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

交通安全設備の整備 実施 同左 同左 

事業費 ３０，０００千円 ３０，０００千円 ３０，０００千円 

交差点の特殊舗装 

（滑り止め舗装） 

整備工事 

２５か所 
同左 同左 

事業費 ２７，５００千円 ２７，５００千円 ２７，５００千円 

 

（４）情報通信ネットワーク化の推進 

７３１ 情報通信基盤の整備促進 
情報通信基盤を活用することにより、快適な情報提供環境を促進します。 

 
７３２ 電子区役所への取り組み 

共通基盤を中心とした情報処理基盤の安定的稼働の維持を図りながら、ICTを活用した区民サービスの向上

と事務処理の効率化・高度化に向けた取り組みを推進します。 

施策コード ７３２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

情報処理基盤の運用 

共通基盤の運用 同左 同左 

業務システムの 

構築（改修）・運用 
同左 同左 

事業費 ４，５２９，６４４千円 ３，８００，０００千円 ３，６５０，０００千円 

 

７３３ 地域情報ネットワークの構築の検討 
地域内の情報交流と地域からの情報発信を高めるために、関係機関と連携し、地域情報ネットワークの構築

を検討していきます。また、地域活動ホームページの活用を図り、町会・自治会活動の透明性の向上及び加入

の促進に努めます。 
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３ 地域の魅力を高めるまちづくり 

【施策の考え方】 

水辺、緑等の様々な都市の資源と魅力を育て、まちづくりに活かします。また、事故、犯罪等を防止した、安

心して暮らせる魅力の高いまちづくりを進めます。 

【施策体系図】 
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７３４ 区民主体の環境づくり 

ア． ボランティアの育成支援 （再掲518） 

７３５ 緑の回廊の形成 

ア． 民間活力の導入による公園の整備・管理【新】 

イ． 長寿命化計画に基づく公園施設の維持管理 

ウ． 公共施設の屋上緑化 （再掲502） 

エ． 民間屋上緑化の促進 （再掲502） 

オ． 農地保全に向けた取り組み （再掲526） 

カ． 河川沿川の並木づくり （再掲520） 

キ． みどりの基本計画の推進 

ク． 身近な公園の整備 （再掲109） 

７３６ 水辺空間の整備・充実 

ア． 水辺に親しむ環境学習の場の設置 （再掲525） 

７３７ 自然豊かな親水公園・親水緑道づくり 

ア． 水と緑のネットワークの形成 

 

７３８ 地域の特性を活かした個性ある景観形成 

７３９ 電線のない街の実現 

ア． 電線類地中化 

イ． 歩道幅員が狭い道路等の電線類地中化【新】 

７４０ 区民・事業者と区の協働による景観づくり 

ア． まちづくり推進コンサルタント派遣（再掲716） 
 

７４１ 総合的な住宅施策の展開 

ア． 総合的な住宅施策の展開 

７４２ 住まいに関する相談や情報の提供の充実 

ア． マンション管理の適正化の促進 

イ． 空家の利用促進【新】 

７４３ 多様で良質な住宅の供給支援 

ア． 中古市場の活性化及びリフォーム資金融資 

７４４ 地域特性を活かした住環境づくり 

ア． 地区計画の策定 （再掲715） 

イ． 密集住宅市街地整備促進事業 （再掲707） 

ウ． 土地区画整理事業の推進 （再掲710） 

エ． 動物の適正飼養についての普及啓発 

オ． 飼い主のいない猫対策支援事業 

カ． ハクビシン対策事業【新】 

キ． 住宅宿泊事業（民泊）における事業者等の監視指導【新】 
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７４５ 安全で健康に配慮した住宅づくりの推進 

ア． 住まいのバリアフリーの普及促進 

イ． 耐震改修の支援 

７４６ 高齢者などの居住支援策の充実 

ア． 高齢者向け賃貸住宅の供給支援 （再掲408） 

イ． 民間賃貸住宅家賃助成（熟年者） （再掲408） 

ウ． 住まいの改造助成（熟年者） （再掲408） 

エ． 居住支援協議会の組織・運営【新】 （再掲408） 

オ． シルバーピア運営 （再掲408） 

カ． 熟年者の住まい関連ボランティアの活用 （再掲408） 

７４７ 公営住宅への対応 

ア． 公営住宅の有効活用 

 

７４８ 歩いて楽しめる水と緑の道づくり 

ア． 自転車走行環境整備 （再掲720） 

７４９ 魅力あるにぎわいの場づくり 

ア． 南小岩六丁目地区第一種市街地再開発事業 （再掲703） 

イ． ＪＲ小岩駅北口地区第一種市街地再開発事業 （再掲703）  

ウ． 京成小岩駅周辺地区の整備 （再掲703） 

エ． 南小岩七丁目地区土地区画整理事業・市街地再開発

事業一体的施行 （再掲703） 

オ． 補助第２８５号線（南小岩八丁目）・区画街路第２８号線 （再掲 703） 

カ． 平井五丁目駅前地区第一種市街地再開発事業【新】 

（再掲703） 

７５０ 親しまれ、受けつがれる地域の風物詩づくり 

 

７５１ 地域ぐるみの防犯対策 

ア． 防犯活動の推進（犯罪件数の抑制） 

イ． 防犯意識を高める情報や不審者情報の発信 

ウ． 委託警備会社による夜間パトロールの実施 

エ． 防犯カメラの設置支援 

オ． 地域で取り組む防犯活動への支援 

カ． 自転車盗ゼロ作戦 

個
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（１）水と緑にあふれる都市環境の充実 

７３４ 区民主体の環境づくり 
街路樹や水辺、公園、道路、駅前広場などで活動するボランティア団体に対して安全で円滑な活動ができる

よう支援するとともに、区民相互の交流や促進、相談支援、情報の収集・提供等の支援を行います。 

元気な桜を育てるまちづくりを目標に、区内の桜を守り育て、広める役割を担う人材を育成し、その活動を支

援します。 

施策コード ７３４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成
支
援 

公園ボランティア 

再掲５１８ 
活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

まちかどボランティア 

再掲５１８ 
活動の相談・支援・広報 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

緑のボランティア 

再掲５１８ 
活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

水辺のボランティア 

再掲５１８ 
活動の相談・支援 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、ボランティアの育成支援（公園ボランティア、まちかどボランティア、緑のボランティア、水辺のボランティア）（施策

コード５１８）の中で計上しています。 

 

７３５ 緑の回廊※の形成  

「みどりの基本計画」に基づき、みどりを守り・育み・創る施策を推進します。 

より身近で利用しやすく、さまざまな区民のニーズに対応するため、既設の公園の施設整備や管理方法につ

いて、民間活力の導入も含めた検討を進めていきます。 

公園等の老朽化施設のライフサイクルコストの縮減と予算の平準化を図り、適切に維持管理を行っていくため

の長寿命化計画を策定し、計画的な施設の更新を行います。 

住宅等整備事業における基準等に関する条例※に基づいた民間や公共施設の屋上緑化等の取り組みを推

進することにより、ヒートアイランド現象の抑制を図ります。 

本区の貴重なみどり・オープンスペースである農地について、保全や活用等に向けた取り組みを進めるととも

に、公園不足地域を解消するため、「みどりの基本計画」に基づき、身近な公園の整備を進めます。 

スーパー堤防整備等の機会を捉えて堤防天端等への桜並木の整備を進め、良好な景観や親水空間の創出

を図ります。 

※ 緑の回廊：公園、河川、学校等の緑の核をなす施設を親水緑道や緑道等、緑豊かな道路で結んだ回遊性のあるネットワーク。 
※ 住宅等整備事業における基準等に関する条例：中高層共同住宅や一定規模以上の土地利用の基準を定めたもの。 
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施策コード ７３５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

民間活力の導入による公園

の整備・管理【新】 
特色ある公園での 

導入検討 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
く 

公
園
施
設
の
維
持
管
理 

遊具更新 ４箇所 ３箇所 同左 

事業費 ６８，０２６千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 

計画改定 
大型公園 

健全度調査・計画改定 
計画に基づく維持管理 同左 

事業費 ３８，１６８千円 ※※※千円 ※※※千円 

公共施設の屋上緑化 

再掲５０２ 
６施設 ６施設 ９施設 

事業費 －千円 －千円 －千円 

民間屋上緑化の促進 

再掲５０２ 

「住宅等整備事業にお

ける基準等に関する条

例」に基づく相談対応 

促進件数50件 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

農地保全に向けた取り組み 

再掲５２６ 
農地保全策の検討 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

河川沿川の並木づくり 

再掲５２０ 

江戸川二丁目地区 

協議・調整 
さくら植栽工事 協議・調整 

篠崎公園地区 

協議・調整 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

みどりの基本計画の推進 実施施策の推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

身近な公園の整備 

再掲１０９ 
２箇所 同左 １箇所 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、公共施設の屋上緑化、民間屋上緑化の促進（施策コード５０２）、農地保全に向けた取り組み（施策コード５２６）、

身近な公園の整備（施策コード１０９）、河川沿川の並木づくり（施策コード５２０）の中で計上しています。 
 
７３６ 水辺空間の整備・充実  
えどがわエコセンターや子ども未来館と連携し、豊かな水辺空間を活用した環境学習の場づくりを提供・推進

します。 
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施策コード ７３６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

水辺に親しむ環境学習 

の場の設置 

再掲５２５ 

環境学習等の場として

の活用 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、水辺に親しむ環境学習の場の設置（施策コード５２５）の中で計上しています。 
 
７３７ 自然豊かな親水公園・親水緑道づくり 
多様な生き物が棲息している親水公園や親水緑道等において、環境資源や自然観察等のふれあいの場とし

て水辺環境の充実、利用の促進を図ります。 

施策コード ７３７ 年次計画 
計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

水と緑のネットワークの形成 利用の促進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 
（２）美しい都市景観づくり 

７３８ 地域の特性を活かした個性ある景観形成 
地域特性に応じた「江戸川らしい」景観をさらに高めるため、景観条例による事前協議・届出制度を活用し、

適正な開発誘導を行うとともに、景観まちづくりワークショップやえどがわ百景幹事会等、区民主体の景観まちづ

くり活動を推進します。 

 

７３９ 電線のない街の実現 
都市計画道路等の整備に併せて電線類の地中化を推進し、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間

の確保、良好な景観の創出を図ります。 

今井街道等の歩道幅員が狭い道路や歩道のない道路等、これまで整備が困難だった路線について、東京

都の補助金を活用して低コスト手法を導入した電線類の地中化を図ります。 

施策コード ７３９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

電線類地中化 
都市計画道路等の 

電線類地中化 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

歩道幅員が狭い道路等の 

電線類地中化【新】 

今井街道の 

電線類地中化 
同左 同左 

事業費 ８６，７０７千円 ６４，０００千円 ２２２，０００千円 
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７４０ 区民・事業者と区の協働による景観づくり 

区民の自主的なまちづくり活動などを支援するために、情報提供、専門家の派遣等を行います。 

施策コード ７４０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

まちづくり推進コンサルタント 

派遣 再掲７１６ 
２地区程度 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、まちづくり推進コンサルタント派遣（施策コード７１６）の中で計上しています。 

 

（３）住みよく永住できる居住環境づくり 

７４１ 総合的な住宅施策の展開 

「区の主要課題＜高齢化（住まい）への対応＞」を踏まえ、効果的かつ重点的な住宅施策を推進するとともに、

「住宅マスタープラン」の改定を行います。 

施策コード ７４１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

総合的な住宅施策の展開 

住宅施策の推進及び

「住宅マスタープラン

（住まいの基本計画）」

の改定 

住宅施策の推進 同左 

事業費 ５，０９４千円 ０千円 ０千円 
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７４２ 住まいに関する相談や情報の提供の充実 

危機管理を含め、マンションの総合的な管理を促進するため「マンション通信」の発行支援を行います。また、

管理組合等が専門家からアドバイスが受けられるよう、無料相談窓口や、東京都防災・建築まちづくりセンター

が行うマンションアドバイザー制度の利用助成を実施します。さらに、マンション同士の情報交換や連絡会の形

成に寄与するよう、複数のマンションが交流する場への専門家派遣や、管理組合向けセミナーを実施します。特

に組織的運営に課題が多いとされる小規模マンションについては、管理運営の実態を踏まえてきめ細かく対応

します。 

平成２８年１月に策定した「江戸川区空家等対策計画」に沿い、活用が見込める空き家について、地域活動

の拠点となるように､物件提供者と活用希望者を結びつける（マッチングを図る）仕組みづくりを進めていきます。 

施策コード ７４２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
の
適
正
化
の
促
進 

マンション通信 

発行支援 
年４回 同左 同左 

マンション交流支援 

専門家の派遣 
年３回 同左 同左 

防災・まちづくりセンター

が実施する「マンション

アドバイザー制度」への

利用助成【新】 

年３件 同左 同左 

マンション管理組合セミ

ナーの実施【新】 
年１回 同左 同左 

事業費 １，１６８千円 １，１６８千円 １，１６８千円 

空家の利用促進【新】 

物件登録数 

年５件 
同左 同左 

マッチング件数 

（初期は仕組みづくり） 
５件 年１件 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

７４３ 多様で良質な住宅の供給支援 

既存の住宅ストックを有効に活用し、老朽化した住宅の改修・建替えを促進するため、リフォーム資金の融資

あっせんを行い、居住水準や防災性の向上及び住宅産業の振興を図ります。 

施策コード ７４３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

中古市場の活性化及び 

リフォーム資金融資 

住宅リフォーム資金の

融資あっせん ５件 
同左 同左 

事業費 ５６２千円 ５６２千円 ５６２千円 
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７４４ 地域特性を活かした住環境づくり 

コミュニティの機能を活かしながら、住民合意に基づいた地区計画制度を活用するとともに、密集住宅市街地

整備促進事業や土地区画整理事業の推進を図り、魅力ある良好な住環境を形成します。 

町会回覧や区広報板、講習会等を通じて、ペットの適正飼養及び防災対策についての啓発を図り、人と動物

との豊かな共生社会を実現していきます。また、飼い主のいない猫に係る問題を解決するための地域の活動を

支援することにより、飼い主のいない猫の減少及び区民の快適な生活環境の保持を図ります。さらに、地域ボラ

ンティアの活動を区全域に拡大していきます。 

家屋への糞尿被害を引き起こすハクビシン・アライグマを防除し、地域環境の保全を図ります。 

宿泊事業者又は管理業者に対し、関係部署と連携しながら、適切な事業運営の監視、指導を行っていきます。

また、講習会を開催し安全、安心な運営についての情報提供を行っていきます。 

施策コード ７４４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地区計画の策定 

再掲７１５ 
３地区 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

密集住宅市街地整備 

促進事業 再掲７０７ 
９地区 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

土地区画整理事業の推進 

再掲７１０ 

一之江駅西部地区 

清算事務 
同左 同左 

瑞江駅北部地区 

清算事務 
同左 同左 

篠崎駅西部第四期街区 

造成工事 
同左 同左 

篠崎駅西部第五期街区 

事業準備 
認可 

予備設計 

関係機関調整 

事業費 －千円 －千円 －千円 

動物の適正飼養についての

普及啓発 

ペットの適正飼養の啓

発や防災対策の推進 
同左 同左 

事業費 ６５０千円 ６５０千円 ６５０千円 

飼い主のいない猫対策 

支援事業 

飼い主のいない猫の不

妊・去勢手術費助成等 

（２４０件） 

同左 

（２４０件） 

同左 

（２４０件） 

事業費 １０，０００千円 ７，５００千円 ７，５００千円 

ハクビシン対策事業【新】 
ハクビシン・アライグマ

処分費等 
同左 同左 

事業費 ９５０千円 ９５０千円 ９５０千円 
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住宅宿泊事業（民泊）におけ

る事業者等の監視指導 

【新】 

住宅宿泊事業者等の

監視指導の実施 

（対象300件） 

同左 同左 

事業費 １７４千円 １７４千円 １７４千円 

「－」：事業費は、地区計画の策定（施策コード７１５）、密集住宅市街地整備促進事業（施策コード７０７）、土地区画整理事業の推

進（施策コード７１０）の中で計上しています。 

 

７４５ 安全で健康に配慮した住宅づくりの推進 

建物の新築、増改築に当たっては、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、東京都高齢

者、身体障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例及び江戸川区住宅等整備事業における基準等

に関する条例※によるバリアフリー建築を誘導するとともに、バリアフリー化の普及を促進します。 

また、江戸川区耐震改修促進計画に基づき、戸建住宅、木造賃貸住宅、分譲マンション並びに緊急輸

送道路沿道建築物等に対して、相談のサポートや耐震改修等への助成を行うことで、耐震化を進め、災

害に強いまちづくりの形成を図ります。 

※ 住宅等整備事業における基準等に関する条例：中高層共同住宅や一定規模以上の土地利用の基準を定めたもの。 
施策コード ７４５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

住まいのバリアフリー 

の普及促進 
普及促進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

耐震改修の促進 

戸建住宅・分譲マンショ

ン・緊急輸送道路沿道

建築物等に対して耐震

化促進事業の実施及

び普及啓発 

同左 同左 

事業費 ３３１，３１３千円 ３７０，０００千円 ３７０，０００千円 

 

７４６ 高齢者などの居住支援策の充実  

熟年者が住み慣れた地域にいつまでも安心して住み続けられるよう、その状態に応じた多様な住まいの普

及・整備の促進に努めるとともに、高齢者向け賃貸住宅の供給支援、民間賃貸住宅家賃助成※、住まいの改造

助成、居住支援協議会の組織・運営、シルバーピア運営等により、住まいの確保・改善等を図ります。 

※ 民間賃貸住宅家賃助成：建物の取り壊し等で家主から転居を迫られた熟年者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

ように、緊急処置として住み替え家賃の差額を助成する。 

施策コード ７４６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

高
齢
者
向
け
賃
貸

住
宅
の
供
給
支
援 

再
掲
４
０
８ 

新規整備 事業計画への同意 同左 同左 

家賃低廉化 8棟224戸 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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民間賃貸住宅家賃助成 

（熟年者） 

再掲４０８ 

１７０件 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

住まいの改造助成（熟年者） 

再掲４０８ 
１８０件 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

居住支援協議会の 

組織・運営【新】 

再掲４０８ 

組織・運営 運営 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

シルバーピア運営 

再掲４０８ 
５０世帯 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

熟年者の住まい関連 

ボランティアの活用 

再掲４０８ 

ボランティアの活用 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、高齢者向け賃貸住宅の供給支援、民間賃貸住宅家賃助成、住まいの改造助成、居住支援協議会の組織・運営、

シルバーピア運営、熟年者の住まい関連ボランティアの活用（施策コード４０８）の中で計上しています。 

 

７４７ 公営住宅への対応  

区営住宅については、適正な修繕計画に基づき、維持・管理を行っていくとともに、コストの削減、サービスの

向上など、さらに効率的な管理・運営を図るため、指定管理者制度を活用していきます。 

また、都営住宅の建替にあたっては、関係部署と連携をとりながら区として必要な施設等の整備について調

整、協議を行います。 

施策コード ７４７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公営住宅の有効活用 

区営住宅の管理 

３団地６５戸 
同左 同左 

都営住宅の建替調整 同左 同左 

事業費 １９，２５３千円 ２０，０００千円 ２０，０００千円 

 

（４）歩いて楽しめる個性あるまち 

７４８ 歩いて楽しめる水と緑の道づくり 

自転車が車道の左側を走行することを促し、安全性を高めるため、ブルーレーンや自転車ナビマーク等の設

置を進めていきます。特に東京2020オリンピック・パラリンピックに向けて、葛西地区を重点的に整備します。 

区道は、これまで駅等の拠点周辺を中心に行ってきた整備を区内全域に広げネットワーク化させます。国道・

都道については、引き続き各道路管理者に整備を要請していきます。 
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施策コード ７４８ 年次計画 
計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

自転車走行環境整備 

再掲７２０ 
区道部の整備 

国・都へ整備要請 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、自転車走行環境整備（施策コード７２０）の中で計上しています。 

 

７４９ 魅力あるにぎわいの場づくり 

主要鉄道駅の周辺は、商業や交通の拠点となる地域中心核にふさわしい高度利用を誘導し、賑わいのある

商業機能、事務所等の業務機能の充実を図ります。特に、ＪＲ小岩駅周辺地区は、道路・駅広場等の都市施設、

及び地区別の事業推進を図ります。また、京成小岩駅周辺地区は京成本線連続立体化事業の推進に向けて、

まちづくりを進めます。 

平井五丁目駅前地区は、駅前商業拠点としての商業・業務施設の充実と、質の高い住宅供給による定住人

口の増加、及びにぎわいを創出するため歩行空間の整備を図ります。 

施策コード ７４９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

南小岩六丁目地区 

第一種市街地再開発事業 

再掲７０３ 

権利変換計画認可 建設工事 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

ＪＲ小岩駅北口地区 

第一種市街地再開発事業 

再掲７０３ 

都市計画決定 
事業認可 

組合設立 
権利変換計画認可 

事業費 －千円 －千円 －千円 

京成小岩駅周辺地区の整備 

再掲７０３ 
地区再生計画作成 同左 街区整備計画作成 

事業費 －千円 －千円 －千円 

南小岩七丁目地区 

土地区画整理事業・市街地

再開発事業一体的施行 

再掲７０３ 

事業計画策定(区画整理)

都市計画協議(再開発) 
同左 

換地計画認可(区画整理) 

事業認可・組合設立(再開

発） 

事業費 －千円 －千円 －千円 

補助第２８５号線 

（南小岩八丁目） 

区画街路第２８号線 

再掲７０３ 

用地買収 同左 街築工事 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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平井五丁目駅前地区 

第一種市街地再開発事業

【新】 再掲７０３ 

事業認可 

組合設立 
権利変換計画認可 建設工事 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、南小岩六丁目地区第一種市街地再開発事業、ＪＲ小岩駅北口地区第一種市街地再開発事業、京成小岩駅周

辺地区の整備、南小岩七丁目地区土地区画整理事業・市街地再開発事業一体的施行、補助第285号線（南小岩八丁目）区画街

路第28号線、平井五丁目駅前地区第一種市街地再開発事業（施策コード７０３）の中で計上しています。 

 

７５０ 親しまれ、受けつがれる地域の風物詩づくり 

地域のイベント、地域のボランティア活動等を情報提供し、地域住民のふれあいの場づくりを図ります。 

 

（５）安心して生活できるまちづくり 

７５１ 地域ぐるみの防犯対策 

「安全・安心まちづくり大綱」に基づき、区民が日々安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するため、区民、

警察、区が一体となり、犯罪抑止に向けた取り組みを行っていきます。 

具体的には、警察や消防との連携を強化していくとともに、防犯カメラの設置支援や警備会社による夜間パト

ロールの実施、各地域で行われている安全・安心パトロール活動への支援等、総合的な防犯まちづくりを推進

していきます。 

また、身近な防犯抑止対策として、自転車盗ゼロ作戦の実施、メールニュースによる不審者情報の配信、各

種イベントでのＰＲや防犯だより、ホームページを活用した啓発活動の実施により、安全で安心して生活できるま

ちづくりを進めていきます。 

施策コード ７５１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

防犯活動の推進 

（犯罪件数の抑制） 

６，０００件 

（犯罪件数） 

５，９００件 

（犯罪件数） 

５，８００件 

（犯罪件数） 

事業費 １，４５０千円 １，４５０千円 １，４５０千円 

防犯意識を高める情報や 

不審者情報の発信 

えどがわメールニュー

ス・防犯だより等の発行 
同左 同左 

事業費 ８３０千円 ８３０千円 ８３０千円 

委託警備会社による 

夜間パトロールの実施 
パトロールの実施 同左 同左 

事業費 ２９，９３８千円 ２９，９３８千円 ２９，９３８千円 

防犯カメラの設置支援 設置支援 同左 同左 

事業費 ４６，７８２千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域で取り組む 

防犯活動への支援 

安全・安心パトロール

等への活動支援 
同左 同左 

事業費 ３，６３９千円 ３，６３９千円 ３，６３９千円 

自転車盗ゼロ作戦 
２，４００件 

（自転車盗件数） 

２，３５０件 

（自転車盗件数） 

２，３００件 

（自転車盗件数） 

事業費 １，６２５千円 １，６２５千円 １，６２５千円 
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４ 安全で災害に強いまちづくり 

【施策の考え方】 

「自分たちのまちは自分たちで守る」という意識を高め、区民と区の役割を明確にし、区民や関係機関と一体

となった災害に強いまちをつくります。 

また、安心して住み続けられるよう、まちづくりと一体の高規格堤防、木造密集市街地の整備等の都市基盤の

整備を進め、都市化の進展による都市型水害、ヒートアイランド現象の対応等を推進します。 

【施策体系図】 
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７５２ 災害に強い都市基盤の整備 

ア． 土木公共施設の長寿命化対策 

イ． 橋梁等長寿命化修繕計画に基づく橋梁の維持管理 

７５３ 防災空間の確保 

７５４ 高規格堤防（スーパー堤防）などの整備促進 

ア． スーパー堤防とまちづくり整備地区の検討【新】 （再掲 711） 

イ． スーパー堤防とまちづくり地区別整備の推進 （再掲 711） 

７５５ 都市水害への対策 

ア． 浸水対策の推進 

７５６ ヒートアイランド現象への対策 

ア． 公共施設の屋上緑化 （再掲502） 

イ． 民間屋上緑化の促進 （再掲502） 

 

７５７ 災害対応力の強化 

ア． 各種職員訓練の実施と検証・改善 

イ． 江戸川区受援計画の策定【新】 

ウ． 災害廃棄物処理計画の策定【新】 

７５８ 災害情報の効果的・効率的な収集と伝達 

ア． 防災行政無線デジタル化 

７５９ 連携体制の強化 

７６０ 救援・救護体制の強化 

ア． 一次避難所の備蓄物資充実 

イ． 防災井戸整備事業 

 

７６１ 自主的な防災の推進 

ア． 水害ハザードマップの作製【新】 

イ． 要配慮者利用施設の避難確保計画作成【新】 

７６２ 地域における防災コミュニティの確立 

ア． 避難所運営協議会の設立 

７６３ 実践的な防災教育・防災訓練の充実 

防
災
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ち
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（１）防災まちづくり 

７５２ 災害に強い都市基盤の整備 

老朽化が進む土木公共施設を、将来に渡って持続的かつ適切に維持管理していくため、日常点検や定期点

検等を着実に行い、施設類型ごとに長寿命化計画を策定し、予防保全型維持管理を推進していきます。 

施策コード ７５２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

土木公共施設の 

長寿命化対策 

公園施設長寿命化 

計画改定 

親水緑道長寿命化 

計画策定 

道路長寿命化 

修繕計画策定 

事業費 ０千円 ※※※千円 ※※※千円 

橋梁等長寿命化修繕計画 

にもとづく橋梁の維持管理 
維持工事 同左 

維持工事 

点検調査委託 

事業費 ４８，０００千円 ４０，０００千円 ６０，０００千円 

 

７５３ 防災空間の確保 

区民及び事業者の理解と協力を得ながら、助成金制度の活用を図りつつ、細街路の拡幅整備を推進します。

また、指定道路図・調書を作成し、閲覧に供することにより、建築行為全般を円滑に推進するよう図ります。 

 

７５４ 高規格堤防（スーパー堤防）などの整備促進 

区全体の防災性を強化するため、まちづくりと一体となったスーパー堤防整備を推進します。また、「篠崎公

園地区」につづく「スーパー堤防とまちづくり」を進める地区について、地域の現状把握と課題整理を行い、基本

構想の策定に向けた検討を行います。 

施策コード ７５４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

スーパー堤防とまちづくり 

整備地区の検討【新】 

再掲７１１ 

現状把握と課題整理 基本構想素案の作成 基本構想案の作成 

事業費 －千円 －千円 －千円 

スーパー堤防とまちづくり 

地区別整備の推進 

再掲７１１ 

北小岩一丁目東部地区 

換地計画縦覧 
換地処分 清算事務 

上篠崎一丁目北部地区 

換地設計案の策定 

宅地造成工事 

仮換地指定 
第一次仮換地引渡 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、スーパー堤防とまちづくり整備地区の検討、スーパー堤防とまちづくり地区別整備の推進（施策コード７１１）の中

で計上しています。 

 

７５５ 都市水害への対策  

台風による大雨や下水道の排水能力を超える集中豪雨による浸水被害を防止するため、東京都下水道局に

小松川第二ポンプ所の早期完成を要請していきます。また、同局と連携し、区民に対して浸水リスクや気象情報

等を提供するとともに、自助・共助による備えにより被害を最小限に抑えるための啓発活動を実施していきます。 
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施策コード ７５５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

浸水対策の推進 
要請、自助・共助による

防災活動の啓発実施 
同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

７５６ ヒートアイランド現象※への対策 

公共施設の屋上緑化を推進し、住宅等整備事業における基準等に関する条例※に基づいた民間敷地内の

緑化、屋上緑化、駐車場設置部分等に透水性舗装※、保水性舗装※を誘導するとともに省エネルギー機器設置

住宅に対する容積率の緩和をすることにより省エネ住宅の建設を促進し、ヒートアイランド現象の抑制を図りま

す。 

※ ヒートアイランド現象：都市中心部の都市活動の結果として生じる気温上昇現象。 
※ 住宅等整備事業における基準等に関する条例：中高層共同住宅や一定規模以上の土地利用の基準を定めたもの。 
※ 透水性舗装：雨水の地中への浸透により、雨水流出抑制、雨天時の歩行性の向上等に効果がある舗装。 
※ 保水性舗装：道路の舗装断面に保水機能をもたせた舗装。雨天時に吸収した水分を晴天時に蒸発させ、気化熱を奪うことに

より路面の温度が下がる効果が期待できる。 

施策コード ７５６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公共施設の屋上緑化 

再掲５０２ 
６施設 ６施設 ９施設 

事業費 －千円 －千円 －千円 

民間屋上緑化の促進 

再掲５０２ 

「住宅等整備事業にお

ける基準等に関する条

例」に基づく相談対応 

促進件数５０件 

同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

「－」：事業費は、公共施設の屋上緑化、民間屋上緑化の促進（施策コード５０２）の中で計上しています。 

 

（２）防災体制の充実 

７５７ 災害対応力の強化 

実践的な災害対策活動を展開するために、全庁での危機管理体制を構築し、職員一人ひとりの意識と行動

力を高めていきます。各種職員訓練の実施と検証、関係機関との連携強化を繰り返し実行していくことにより、

的確な災害対応力の向上を図ります。 

大規模地震への全庁的な課題への取り組みとして、発災後の業務執行体制や、他自治体等からの応援を想

定した体制を整備するため、江戸川区受援計画を策定します。 

発災後、区民の生活環境を保全し、公衆衛生上の支障を防止するとともに早期の復旧、復興を目的とした計

画を策定します。また、平時において区民に災害廃棄物への理解と協力を得る為に実地研修会を開催します。 

施策コード ７５７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

各種職員訓練の実施 実施 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 
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江戸川区受援計画の策定

【新】 
策定 継続検討 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

災害廃棄物処理計画の 

策定【新】 
策定会議の開催 同左 同左 

事業費 １２３千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

７５８ 災害情報の効果的・効率的な収集と伝達 

防災設備機器の機能強化を図るため、国の交付金を活用して５カ年事業計画により取り組み、都市防災機能

を高めます。 

施策コード ７５８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

防災行政無線デジタル化 
屋外 63局整備 

屋内 98局整備 

屋外 63局整備 

屋内 72局整備 
― 

事業費 ３４８，２３０千円 ３４９，０００千円 千円 

 

７５９ 連携体制の強化 

災害発生時における各種協定について、自治体や関係機関及び民間事業者との新たな協定締結に努めま

す。また、協定締結後も緊急連絡先の確認や定期的な情報交換、合同訓練等を通じて、相互に連携体制の強

化を図っていきます。 

 

７６０ 救援・救護体制の強化  

災害時に被災者が必要とする備蓄物資の増備・充実を図ります。また、備蓄物資は、一次避難所となる区立

小・中学校への分散配備及び区の防災倉庫（小松川・葛西）への拠点配備とします。 

震災時、一次避難所における生活用水を確保するため、平成２７年度から５カ年計画で区立小・中学校への

防災井戸の整備を進めます。 

施策コード ７６０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

一次避難所の備蓄物資充実 実施 同左 同左 

事業費 ７７，２９０千円 ６４，７６６千円 ６５，５８３千円 

防災井戸整備事業 ２１基整備 ２０基整備 ― 

事業費 ８４，５８７千円 ８０，５５９千円 千円 
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（３）みんなで守るまちづくり 

７６１ 自主的な防災の推進 

想定できる最大規模の水害に対して犠牲者ゼロを目指すため、江東５区が協働した大規模水害ハザードマッ

プ・広域避難行動計画を作成するほか、江戸川区水害ハザードマップについても、最新の浸水想定区域図等

に基づいた改訂を行い、浸水情報や避難方法を区民にわかりやすく提供し、防災意識の向上を図っていきま

す｡ 

また、水防法改正に伴い、社会福祉施設や医療施設、教育施設等の要配慮者利用施設において、水害時

の避難確保計画作成および避難訓練実施を要請・促進していきます。 

施策コード ７６１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

水害ハザードマップの作製

【新】 
作製 配付・啓発活動 啓発活動 

事業費 ６４，１８６千円 ２，５９２千円 ０千円 

要配慮者利用施設の 

避難確保計画作成【新】 

ガイドラインとひな形の

作成、対象施設の選定 

説明会の実施、 

避難確保計画作成 

避難確保計画作成、 

訓練実施 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

７６２ 地域における防災コミュニティの確立 

震災時に被災者の支援拠点となる一次避難所（区立小・中学校）の開設及び運営が、スムーズに進められる

よう地域・学校職員・避難所開設職員が連携した体制づくりを進めます。 

施策コード ７６２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

避難所運営協議会の設立 推進 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

７６３ 実践的な防災教育・防災訓練の充実 
子ども、保護者等が災害発生時に適切な対応がとれるよう、あらゆる機会を通じた、より実践的な防災教育及

び防災訓練の実施に努めます。 
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第３章 計画の実現のために 

 

１ 信頼と協働による推進 

 

２ 区民本位での効率的な行政運営 
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１ 信頼と協働による推進 

ボランティア、民間団体等の活動の支援、情報技術を活用したコミュニケーション体制の整備等を通して、区

民と区の多様で豊かな協働を築くための環境づくりを進めます。 

 

２ 区民本位での効率的な行政運営 

（１）電子区役所への取り組み 

共通基盤を中心とした情報処理基盤の安定的稼働の維持を図りながら、ICTを活用した区民サービスの向上

と事務処理の効率化・高度化に向けた取り組みを推進します。併せて、江戸川区情報セキュリティポリシー※に

則り、情報システム及び情報資産の保護対策が適切に行われるよう、具体的対応を図っていきます。また、ICT

の活用により、効果的に業務改善を進めていくため、職員全体の情報リテラシー※の向上を図るとともに、情報化

の推進役となる人材の育成に努めます。 

社会保障・税番号制度に基づく情報連携については、平成２９年７月からの試行運用開始を経て、同年 11月

から本格運用が開始されました。行政の効率化及び更なる区民サービスの向上を図るため、システム管理を含

め円滑な運用に努めます。 

また、マイナンバー（個人番号）カードを利用した「住民票・印鑑登録証明書・戸籍証明書・戸籍の附票」のコ

ンビニ交付サービスを推進し、区民サービスの向上に努めます。 

※ 情報セキュリティポリシー：江戸川区安全管理対策要綱・同対策基準（平成２９年５月１日施行）江戸川区の情報セキュリティ採

択について総合的・体系的に取りまとめたもの。 

※ 情報リテラシー：コンピュータやネットワークを活用して情報の検索、整理、発信等を行う能力のこと。 

施策コード ８０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018 年度） ３１年度（2019 年度） ３２年度（2020 年度） 

情報処理基盤の運用 

再掲７３２ 

共通基盤の運用 同左 同左 

業務システムの 

構築（改修）・運用 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

情報セキュリティ※対策 

セキュリティ診断・ 

内部点検の実施 
同左 同左 

情報セキュリティポリシ

ーに基づく対策の実施 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

職員の情報リテラシー向上 情報化研修等の実施 同左 同左 

事業費 ５，３４７千円 ５，５００千円 ５，５００千円 

社会保障・税番号制度の 

運用 
情報連携の実施 同左 同左 

事業費 ４１８，６７４千円 ４１９，０００千円 ４１９，０００千円 

証明書コンビニ交付サービス

の実施 

コンビニでの住民票等

の交付 
同左 同左 

事業費 ６８，０１７千円 ３２，５００千円 ３２，５００千円 

※ 情報セキュリティ：情報システムとその取扱う情報についての機密の保持及び正確性、完全性の維持並びに業務等で必要な

範囲でシステムの利用可能な状態（可用性）を維持することをいう。 

「－」：事業費は、情報処理基盤の運用（施策コード７３２）の中で計上しています。 
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（２）区民への積極的な情報提供 

３０年度（2018年度）のホームページのリニューアル、画像管理システムの導入でさらなる区民サービスの向

上と業務効率の改善を推進します。オープンデータについては、情報量を増やしていきます。 

区民への積極的な情報提供を推進し、より開かれた区政の実現を図ります。 

施策コード ８０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公式ホームページの拡充 

公式ホームページ 

リニューアル 
CMS※の活用 同左 

画像管理システム導入 システムの運用 同左 

オープンデータ拡充 同左 同左 

GIS※リニューアルの検討 システムの運用 同左 

事業費 ８０，５１８千円 ０千円 ０千円 

意見公募手続の適切な運営 運営 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

※ＣＭＳ（ｺﾝﾃﾝﾂ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ）：テキスト、画像等を統合的に管理するシステム。 

※ＧＩＳ（ｼﾞｵｸﾞﾗﾌｨｯｸ･ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ）：地図上に情報を可視化させ総合的に管理するシステム。 

 

（３）民間活力の導入 

事業の性格から民間に委託することが可能な事業については委託化を進めます。また、公の施設の管理に

おいて民間の経営上のノウハウを取り入れる指定管理者制度の積極的な導入を図り、効率的な行政運営をめ

ざします。民間活力を導入することで、良質なサービスを提供するとともに区の財政支出の改善を図ります。 

 

（４）職員の能力開発と意識改革 

施策及び事業を区民本位で、効率的に実施していくために、職員の能力開発及び意識改革に努めます。 

 

（５）新公会計制度の推進 

複式簿記・発生主義による「財務諸表」、この財務諸表から得られる情報を分析した「財務レポート」を作成し

ていきます。事業効果などの把握に努め、組織や事業のマネジメントに活用することで効率的な財政運営を推

進するとともに、財政の「数値化」「見える化」「分かる化」のさらなる充実を図っていきます。 

施策コード ８０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

正確な財務諸表の作成 
公認会計士と連携した

推進体制の構築 
同左 同左 

財務レポートによる財政の

「見える化」「分かる化」 

財務レポートに財政用

語の説明ページを追加 

さらなる財政の 

「見える化」「分かる化」 
同左 

事業費 １，３９９千円 １，３９９千円 １，３９９千円 

 

 



174 
 

（６）財政基盤の強化 

健全な財政運営を長期的・計画的に行うために、事務事業、執行体制のあり方等を探求するとともに、税収等

の確保に努めます。区税収納の向上を図るため、滞納発生の抑制と滞納繰越額の圧縮に努めます。私債権・

公債権の整理徴収を強化するため、他部署等との緊密な連携を図るとともに、積極的な処分実施に努めます。 

施策コード ８０６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

債権確保の強化 

区税収納の強化 同左 同左 

私債権・公債権の整理

徴収強化 
同左 同左 

事業費 ４５８，６８４千円 ４５８，６８４千円 ４５８，６８４千円 

 

（７）広域的な連携・協力の推進 

全国各地域との新たな連携を模索し、東京を含めた各地域の経済の活性化、まちの元気につながる取り組み

を推進します。 

施策コード ８０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

特別区全国連携 

プロジェクトの推進 
推進 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

（８）公共施設マネジメントの推進 

公共施設の老朽化、少子高齢化による公共施設に対するニーズの多様化等へ対応するため、公共施設マネ

ジメント※を推進します。 

※公共施設マネジメント：公共施設の実態を施設面、利用面、運営面、コスト面等から把握し、現状及び将来の自治体を取り巻く

環境に照らした上で、他用途への転用や施設の集約化、統廃合等、公共施設のあり方を総合的に判断し、再構築を行うこと。 

施策コード ８０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

公共施設マネジメントの推進 施設のあり方検討 同左 同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 
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